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（１）本市の概況 

本市は、江戸時代には奥州街道の宿駅として、多くの人々の往来や物資の流通が盛んとなり、

当時から交通の要衝として栄えておりました。明治初期には、明治政府初の国営農業水利事業で

ある「安積疏水」の開さくにより、当時の人口約 5,000人のこの地に全国から旧士族約 2,000人

が入植し発展の礎となりました。その後、1964 年の常磐・郡山地区新産業都市指定、翌 1965 年

の大同合併、1997年の中核市の指定などにより、農業、商業、工業がバランス良く発達し、人口

は最大 33万人を超える東北有数の都市として着実に成長を遂げてきました。 

また、本市の縦横を高速道路が走るとともに、東京駅から新幹線で最速 76 分と、高速交通網

の拠点となっており、「人」、「モノ」、「情報」が集まる「陸の港」として、県内をリードする「経

済県都」として更なる発展を続けています。 

2019年３月には、近隣 14市町村と「こおりやま広域連携中枢都市圏」（以下、こおりやま広域

圏）を形成し、連携市町村の「広め合う、高め合う、助け合う」関係による、将来に渡り活力あ

る圏域の維持に努めており、同年 10 月には二本松市と、2022 年２月には磐梯町と連携協約を締

結し、取組の更なる加速化を進めております。 

また、2019 年７月には SDGs1 未来都市・自治体 SDGs モデル事業に選定されました。誰一人取

り残さないという SDGs の考え方の下、あらゆる世代の人々が地域で健康に過ごすとともに、そ

の能力を地域社会で生かし還元できるよう、持続可能な「経済」、「社会」、「環境」の実現のため

に圏域全体で取り組んでいます。 

2011 年３月 11 日に発生した東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電所事故からの復旧・

復興はもとより、2019 年 10 月の東日本台風からの経験を活かし、気候変動対応型の大規模災害

にも耐えうる強靭なまちづくりを進めてまいります。 
 

（２）郡山市総合戦略の改訂方針 

我が国は、2008年をピークに人口減少局面に入り、加えて地方と東京圏の経済格差の拡大等が、

若い世代の地方からの流出と東京圏への一極集中を招き、地方の若い世代が、過密で出生率が極

めて低い東京圏をはじめとする大都市圏に流出することにより、日本全体の少子化、人口減少が

加速しています。 

本市は、県内市町村や全国の地方都市と比べれば、人口減少率や少子高齢化率とも緩やかな変

化となっていますが、本市の将来人口推計では、東京圏をはじめとする大都市圏への人口流出や

少子高齢化の進行に伴う人口構造等の変化により、2040年には総人口が 28万人程度まで減少し、

30万人を下回ることが予測され、本市においても人口減少問題は喫緊の重要課題となっておりま

す。 

このような中、国においては、少子高齢化の進行へ的確に対応するとともに、人口減少に歯止

めを掛け、それぞれの地域で住みよい環境を確保し、将来にわたって活力ある日本社会を維持す

ることを目的に「まち・ひと・しごと創生法」を制定し、地方自治体に対しても 2015 年度中に

「地方版総合戦略」を策定するよう努力義務を課したところであります。 

本市においても、「郡山市人口ビジョン」で示した 2040 年の本市の人口「30 万人程度を維持」

するために取り組む具体的な方向性を示す「郡山市総合戦略」（以下「総合戦略」という。）を策

定し、「人口減少・地域経済縮小克服」及び「復興力の維持・強化」の実現を目指してまいりまし

た。 

  

１ 基本的な考え方 

1 Sustainable Development Goals の略語。持続可能な開発目標。2015年 9月に国連で採択され、2030年まで達成

を目指す 17の目標と 169のターゲット（具体目標）からなる世界共通課題解決のための目標。 
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2019 年 12 月 20 日には国の新たな「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び第２期「ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」が閣議決定され、地方自治体に対しても「次期地方版総合戦略

策定を依頼する通知」が出されました。 

国の新たな長期ビジョンにおいても、地方における人口の急減、高齢化率のさらなる上昇、東

京圏への一極集中に伴う弊害の拡大が今後の見通しとして指摘されており、第二期「まち・ひと・

しごと創生総合戦略」においては、こうした危機を国と地方公共団体がしっかりと共有したうえ

で、地域の強みや魅力を活かした自主的・主体的な取り組みにより、住民の生活・経済圏の維持

や生産性向上を図り、人口減少に適応した地域を作る必要性が示されました。また、2022 年 12

月に第二期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を抜本的に改訂し、デジタル技術を地方の社会

課題解決の鍵として「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指す「デジタル田園

都市国家構想総合戦略」が閣議決定されました。 

そのため、本市総合戦略の改訂にあたっては、これまでの地方創生の取組を評価・検証すると

ともに、デジタル技術等を活用し「持続可能な郡山の創生」を加速させ、「自律的好循環」を生み

出すことを目指します。 

また、SDGs において示された 2030 年の 17 の分野別目標や、5G2時代に即応できるデジタルト

ランスフォーメーション(DX)3 に本市が率先して取り組み、さらには近隣市町村とともに持続可

能な圏域を目指すこおりやま広域連携中枢都市圏ビジョンなど、将来の発展に資する新たな動き

を取り込み、2025 年度を目標年度とする本市最上位計画である「あすまちこおりやま(まちづく

り基本指針)」に掲げる将来都市構想を基本に、「継続を力」に、バックキャスト 4 の下に生かし

つつ、「気候変動対応型課題解決先進都市の創生」の実現に向け、更なる地方創生の推進に努める

ものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本目標：「持続可能な郡山の創生」を加速させ、「自律的好循環」を生み出す 

(1) 「継続を力」にバックキャストの下に生かし、2015 年度に策定した本市

総合戦略からの経路依存性を保持しつつ内容をアップデート 

(2) これまでの総合戦略に基づく取組における KPI等の達成度を評価 

(3) SDGsを上位概念とし、5G、Society5.05、関係人口など国が総合戦略で示

す基本目標に対応するため、本市 SDGs未来都市計画、DX郡山推進計画、こお

りやま広域連携中枢都市圏ビジョンと連携 

(4) 産官学金労言士の多様な主体の参画により改訂 

(5) 2024年に改定予定である国の「まち・ひと・しごと創成長期ビジョン」を

踏まえ、本市総合戦略の抜本的な改定を行うため期間を１年延長 

郡山市総合戦略の改訂方針 

2 5th Generation の略語。第 5世代移動通信システム。IoT時代に対応した高速で遅延の少ない方式。 
3 Digital Transformation の略語。「ICTの浸透が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させる」という概

念。 
4 未来のある時点に目標を設定しておき、そこから振り返って現在すべきことを考える方法。 
5 狩猟社会、農耕社会、工業社会、情報社会に続く、新たな社会。IoTや AI等の活用により、今まで困難だった課

題の解決が図られる社会。 
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（３）国・県の総合戦略との関係 

国は、2014年 12月 27日に「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、「まち」・「ひと」・

「しごと」の創生と好循環の確立を目指し、地方創生版・三本の矢などにより人口減少と地域経

済縮小の克服に向けて取り組んできました。その目標年度となる 2019 年度には、これまでの取

組の評価・検証結果及び近年の社会経済情勢の変化を踏まえ、第２期総合戦略が策定されました。

令和４年 12月 23日には「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を抜本的に改訂し、2023年度から

2027 年度までの 5 か年の新たな総合戦略「デジタル田園都市国家構想総合戦略」を策定し、「全

国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指すための施策の方向を示しました。 

本市の総合戦略改訂にあたっては、国の「デジタル田園都市国家構想総合戦略」における地方

の社会課題解決に対応するとともに、福島県の「ふくしま創生総合戦略」とも整合性を図りなが

ら、こおりやま広域圏、さらにはより広域的な地域間連携も視野に入れ、本市の強みを生かした

取り組みを推進します。 

 

 

 

 

 

  

デジタル田園都市国家構想総合戦略における施策の方向 
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①デジタル基盤の整備 

 デジタルインフラの整備 

 マイナンバーカードの普及促進・利活用拡大 等 

②デジタル人材の育成・確保 

 デジタル人材育成プラットフォームの構築 

 職業訓練のデジタル分野の重点化 等 

③誰一人取り残されないための取組 

 デジタル推進委員の展開 

 デジタル共生社会の実現 等 

デ
ジ
タ
ル
実
装
の 

基
礎
条
件
整
備 

デジタルの力を活用した地方の社会問題解決 

地方のデジタル実装を下支え 
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地方創生の経緯と将来課題を見据えた取組みの推進 

〇 地方創生の経緯 

2040年(団塊ジュニア世代が 65歳以上に) 

2030年(SDGs国際目標の目標年限) 

2025年(団塊世代が後期高齢者に) 

第
二
期 

将来予見可能性の高い課題からのバックキャスト 

2020年 3月 郡山市人口ビジョン・総合戦略(2020～2024)改訂 

2019年 12月 20日 まち・ひと・しごと長期ビジョン(令和元年改訂版)策定 

（閣議決定）    第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略(2020～2024)策定 

■本市における新たな取組■ 
2019年 8月 SDGs未来都市計画 策定 

2019年 7月 SDGs未来都市 選定 

2019年 3月 こおりやま広域連携中枢都市圏 形成 

2018年 3月 デジタル市役所推進計画 策定 

2018年２月 セーフコミュニティ国際認証取得 

郡
山
市
総
合
戦
略 2019年 12月 20日 デジタル・ガバメント実行計画(閣議決定) 

          SDGsアクションプラン 2020決定 

2019年 10月 子ども・子育て支援法改正 

2018年 7月 働き方改革一括法施行 

2017年 6月 未来投資戦略 2017閣議決定 

2016年 7月 ニッポン一億総活躍プラン 閣議決定 

2015年 9月 持続可能な開発のための 2030アジェンダ採択 

⇒持続可能な開発目標(SDGs) 

5G、Society5.0(2018成長戦略) 

  

2016年 2月 郡山市人口ビジョン・総合戦略(2015～2019)策定 

第
一
期
総
合
戦
略 

2014年 12月 27日 まち・ひと・しごと長期ビジョン策定 

（閣議決定）    第１期まち・ひと・しごと創生総合戦略(2015～2019)策定 

2014年 9月 まち・ひと・しごと創生法制定 

内閣府まち・ひと・しごと創生本部設置 
2013年 6月 第 30次地方制度調査会答申(新たな広域連携) 

⇒連携中枢都市圏構想 

2022年 12月 23日 デジタル田園都市国家構想総合戦略(2023～2027)策定 

（閣議決定）     

2024年 3月 郡山市総合戦略(2020～2025)改訂 

■本市における新たな取組■ 

2023年２月 セーフコミュニティ国際認証再取得 

2022年７月 ベビーファースト運動参画宣言 

2022年３月 DX郡山推進計画 策定 
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（４）本市まちづくり基本指針（あすまちこおりやま）との関係 

本市の地方創生を推進するためには、将来の予見可能性の高い課題の解決や、本市のまちづく

りが目指す将来構想の実現に資するとともに、福島県の経済県都であり、ヒト・モノ・情報が行

き交う「知の結節点」としての強みを生かし、「こおりやま広域圏」を構成する各市町村との連携

による相乗的な地方創生の効果発現を目指す必要があります。 

特に、地球温暖化に起因し近年多発する大規模災害においては、河川流域など市町村の境界に

囚われない共通課題として取り組む必要があり、SDGsのゴール 13「気候変動に具体的な対策を」

を達成するためには、より広域的・世界的視野に立った地方創生が必要不可欠であることから、

SDGs未来都市計画や本市まちづくり基本指針、その他関連計画等との整合を図りながら、総合戦

略を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 SDGs未来都市計画 

 
こおりやま広域圏 
ビジョン 

 DX郡山推進計画 

 
総合戦略・ 
人口ビジョン 

 

 骨太の方針 

 
新しい資本主義のグランドデザイン 

及び実行計画 

 規制改革実施計画 

政府計画 

郡山市まちづくり基本指針 
【行政計画編】 

 
実施計画 

【あすまちこおりやま 
Connected to SDGs 2030】 

準
拠
・
整
合 

整合 

郡山市まちづくり基本指針 
拡大版(2026～2030年度) 

郡山市まちづくり基本指針 

【公共計画編】 
目標年度：2025年度 

 国連で採択された 2030 年を年限とする 17 の国際目標 SDGs 

 SDGsアクションプラン 

国が定める方針・計画等 

本市における 

官民共通の中長期指針 

本市が定める基幹的な指針・計画等 

相互 
連携 

整合 

具現化 

 その他各分野計画等 準拠 

 
デジタル田園都市 

国家構想基本方針 

 その他各分野計画等 
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（５）総合戦略の期間 

総合戦略の期間は、2020 年度から 2025 年度までの６年間とし、SDGs の目標年度である 2030

年からのバックキャストにより、中長期的視野に立った目標設定をします。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）総合戦略改訂のプロセス 

2020 年の総合戦略改訂にあたっては、2015～2019 年を計画期間とする「郡山市総合戦略」を

全庁的に評価・検証し、産業界・大学・金融機関・報道機関をはじめとする産学官金労言士及び

地域団体など、様々な分野で活躍される方々で構成する「郡山市まち・ひと・しごと創生総合戦

略有識者懇談会」を設置し、改訂を進めました。また、18 歳以上の市民から無作為抽出された

5,000名の中から、20代～70代の幅広い年代の 214名の方にご参加いただいた「あすまち会議こ

おりやま 2019」により、本市の総合戦略の取組に対するご意見をいただきました。全３日間の日

程の中で、本市のまち、ひと、しごと創生の現状課題の共有、現状を踏まえた中長期的な目標設

定、目標からバックキャストして「公」、「共」、「私」それぞれができることを考え、「まち」、「ひ

と」、「しごと」の自律的好循環について話し合いました。さらには、郡山市議会への説明及び意

見の聴取、パブリックコメントを実施するなど、オール郡山体制で改訂しました。 

2024年の総合戦略改定にあたっては、2022年までの「郡山市総合計画 2020改訂版」を全庁的

に評価・検証し、産業界・大学・金融機関・報道機関をはじめとする産学官金労言士及び地域団

体など、様々な分野で活躍される方々で構成する「郡山市まち・ひと・しごと創生総合戦略有識

者懇談会」を設置し、国の「デジタル田園都市国家構想総合戦略」を踏まえ改訂しました。また、

今後においては、2024年に改訂予定である国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」を踏ま

え、本市の人口ビジョン及び総合戦略の抜本的な改訂を行う予定であるため現行の総合戦略の期

間を１年延長しました。 

  

 拡大版 
 あすまちこおりやま 

  

郡山市まちづくり基本指針 
（あすまちこおりやま） 

（2018～2025） 

更 新 

国の 
第二期総合戦略 

（2020～2023） 

国の第一期総合戦略 
（2015～2019） 

福島県の 
第二期総合戦略 

（2020～2024） 

福島県の第一期総合戦略 
（2015～2019） 

人口ビジョン 
（2015～2019） 

人口ビジョン【2020改訂版】 
（2020～） 

総合戦略 
（2015～2019） 

★SDGs未来都市計画が 

掲げる 2030年のあるべき姿 

からの「バックキャスト」 

総合戦略【2020改訂版】 
（2020～2025） 

2015 

こおりやま広域圏 
都市圏ビジョン 

（2019～2023） 

2020 2025 2030 

SDGs 未来都市計画 
（～2030 目標） 

こおりやま広域圏 
都市圏ビジョン 

（2024～2028） 

デジタル田園都市 

国家構想総合戦略 

（2023～2027） 
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 （７）各基本目標の KPI及び個別施策の KPI 

総合戦略には、各基本目標の KPI6及び各政策パッケージに係る個別施策の KPIを設定し、政策

の進捗状況を検証・改善する仕組み（PDCAサイクル 7）を確立します。 

 

 （８）「地域経済分析システム（RESAS）」及び ICTの活用 

地域の特性を分析できる「地域経済分析システム（RESAS）」8や様々なビッグデータを活用する

とともに、情報リテラシーの向上も含め、スマートフォンやタブレット端末等の ICT活用による

施策の展開、SNSや IoT9等の活用による情報の「見える化」、「共有化」を図り、総合戦略を推進

していきます。 

 

 （９）PDCAサイクルの確立 

総合戦略は、Plan（計画）、Do（実施）、Check（評価）、Action（改善）の PDCAサイクルにより

各施策の効果や行政システムのあり方を客観的に評価・検証し、その結果を踏まえた施策の見直

しを行い、総合戦略の実効性を確保します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
6 Key Performance Indicatorの略語。施策ごとの進捗状況を検証するために設定する指標。 

7 Plan（計画）→Do（実行）→Check（評価）→Action(改善)の４段階を経て、再び最初の Planに立ち返りサイク 

ルを回していくことで、改善点を明らかにし品質や成果を向上させていく管理手法のこと。 
8 Regional Economy (and) Society Analyzing Systemの略語。経済産業省が開発した「ビッグデータを活用した

地域経済の見える化システム」。 
9 Internet of Thingsの略語。コンピュータなどの情報・通信機器だけでなく、世の中に存在する様々な物体（モ

ノ）に通信機能を持たせ、自動認識や自動制御、遠隔計測などを行うこと。 



- 8 - 

 

 

 

既に到来している少子高齢・人口減少社会を背景に、将来的に起こり得る予見可能性の高い課題と

して、団塊の世代が 75 歳に達し医療費や社会保障費の急増が見込まれる「2025 年問題」や、2030

年のＳＤＧｓ国際目標達成年限、自治体戦略 2040構想研究会による地方自治体の枠組みの見直し、

2050 年のカーボンニュートラルの実現など、様々な課題が予測されており、これらの課題に対し

て、今できることを考えるバックキャストの手法により、様々な取組を打ち出すことが求められて

います。 

このため、本市では、「誰一人取り残されない」ＳＤＧｓの基本理念をあらゆる政策分野に浸透さ

せ、セーフコミュニティの更なる推進を図るとともに、国・県・「こおりやま広域連携中枢都市圏」

構成市町村や、地域企業・団体等との連携・パートナーシップによる「公民協奏（コンチェルト）」

を推進し、安全・安心で持続可能な地域社会の構築を目指します。 

また、国の「デジタル田園都市国家構想総合戦略」が掲げる「全国どこでも誰もが便利で快適に

暮らせる社会」の実現を目指すため、デジタルの力を最大限に活用し、本市の地方創生を加速化・

深化させ、ＳＤＧｓの三側面「経済・社会・環境」の自律的好循環を目指すものとします。 

 

経済：多様な人材の活躍を支援し、地域の活力維持に繋がるしごとの創出 

人口動向の分析によれば、本市では震災前から女性の社会流出傾向が強まっており、東日本大

震災・原子力災害の発生によりさらに人口流出が加速しました。この背景には女性に対して魅力

ある雇用の場を提供できていないという、震災前からの本市の課題があるものと考えられます。

子育て支援の観点からも、女性が働きながら子育てのできる社会づくりが求められており、女性

が一人ひとりの能力や適性、ライフステージに応じた多様な働き方を実現できるよう雇用を創出

してくことが必要です。また、女性による新規ビジネスに対する創業支援なども有効な対策と考

えられます。 

一方、高齢化の進行により高齢者が今後とも増大していくことが予測され、健康寿命延伸の

観点からも、高齢者の生きがいづくりが課題となっています。高齢者に対して一人ひとりの適正

ややる気に応じて雇用や地域での活躍の場を提供していくことは、人口が減少していく中にあっ

て、地域活力の維持に繋がる有効な対策であると考えられます。 

さらに、在留資格「特定技能」の創設に伴い、これまで以上に外国人住民の増加が見込まれる

中で、多様な価値観、経験、技術を有する海外人材がその能力を存分に発揮できるような環境づ

くりが重要です。 

  

２ 目指すべき将来目標（地域ビジョン）とバックキャストの視点 
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社会：ひとの縁を結び、まちを元気にする交流の活性化 

本市は安積疏水に代表される開拓の地としての歴史と伝統を有し、地域外の人々との交流が地域

の源となってきました。 

「郡山市人口ビジョン」は、将来の定住人口を展望することを主な目的としていますが、観光・

ビジネス等による東京圏などからの来訪者は、地域に活力を与えることが期待されることから、体

験型観光の推進やイベント、コンベンションの充実等、市民と都市圏住民が交流する機会の創出を

図っていくことが必要となります。 

交流の活性化により、新たに結ばれた縁がきっかけで、結婚を希望する若者の出会いの場の創出

や新規転入者の増加、さらには特定の地域に継続的に多様な形で関わる「関係人口」の創出・拡大

など、中長期的な人口減少対策に繋げることが期待されます。 

 

環境：一度都会に出ても戻って暮らしたくなる魅力的な地域づくり 

東京圏や世界等、広い世界で活躍したいと希望する若者が、その夢をかなえられるよう環境を

整備することは行政の役割の一つですが、その一方で、本市では長年に渡り若年層の流出が続い

ており、そのことが人口減少の原因となっていることは否めません。 

郡山市に住み続けたいと考えている若者の流出を抑制するためには、身近な学びの場や雇用の

場を埠保していくことが必要です。 

また、近年、都市に住む若者の間では、地方で暮らすことへの希望が高まっているという調査

結果もあることから、若いうちは東京圏や世界などで活躍し、結婚や子育てを地元でしたいと考

える人も少なくないと考えられます。 

こうした希望を持つ若者が、将来、郡山市に戻って暮らせるよう、理想の子ども数を実現する

うえでの妨げとなっている子育て環境の改善や子育てしながら働きやすい雇用環境の改善などに

より、魅力的な地域づくりを進めることが必要と考えます。さらには、若者のみならず、市外に

在住する健康でアクティブな高齢者が、自らの知識と経験を活かし、市内で活躍したいと思える

ような魅力ある地域づくりも必要です。 
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目指すべき将来の方向性 ※SDGsの「経済・社会・環境」の好循環を地方創生の原動力とする 

○交流人口、移住・定住の促進 
○全国トップレベルの教育環境づくり 
○自然と都市が共存したまちづくり 
○災害に強い強靭なまちづくり 

○地理的優位性を生かしたしごとづくり 
○産学金官連携による産業の活性化 
○ワークライフバランスの充実 
〇未来技術の活用による働き方改革 

○結婚・出産・子育て環境の充実 
○誰もが活躍できるまちづくり 
○誰もが元気に安心して暮らせるまち 
○誰もがどこでも学べる環境づくり 

 

［ひと］ひとの縁を結び、 

まちを元気にする 

交流の活性化 

［しごと］多様な人材の 

活躍を支援し、 

地域の活力維持に 

繋がるしごとの創出 

 

［まち］一度都会に出ても 

戻って暮らしたくなる 

魅力的な地域づくり 

社会 

環境 経済 
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地域ビジョンの実現に向けたこれまでの取組 

① セーフコミュニティ 

＜2018年 WHO（世界保健機関）が推奨するセーフコミュニティの国際認証取得、2023年 国

際認証再取得＞ 

2011年の東日本大震災前より、一層の安全と安心につつまれたまちづくりを加速させるた

め、活動しています。 

② こおりやま広域圏（連携中枢都市圏構想） 

＜2022年３月に 17市町村へ拡大＞ 

    「広め合う、高め合う、助け合う」こおりやま広域圏～持続可能な圏域の創生～」を将来

像とし、みんなが安心して元気に暮らし続けられるまちづくりに取り組みます。 

③ ＳＤＧｓ未来都市 

＜2019年 内閣府「SDGs未来都市」及び「自治体 SDGsモデル事業」に選定＞ 

 「健康」をキーワードに「経済」「社会」「環境」において、持続可能なまちづくりに向けた

先導的取り組みを実施します。オープンデータを活用した広域医療等の分析（EBPM）及び ICT

を活用した健康寿命延伸対策（EBM）を進めることで医療・健康産業の集積、健康寿命延伸・

医療費抑制、環境負荷の少ない快適な生活環境の確保等を進めます。 

④ ＤＸ郡山推進計画 

 「誰もがデジタルの恩恵を受ける「こおりやま」の実現～てのひらの上のデジタル市役所

～」をミッションに掲げ、実現したい未来と施策実施のための共通の価値観を体現化してい

ます。本計画に基づき、「アクションプラン」の策定及び実行を行います。 

⑤ ベビーファースト宣言 

 子育て世代が、子供を“産みたくなる”社会を実現するための運動「ベビーファースト運

動」の趣旨に賛同し、2022年７月に参画宣言をしました。市民の皆様、事業者、郡山市など

が一体となり、地域ぐるみで、“子どもが安心して産まれ、育つ”まちづくりを目指します。 

⑥ 2050年カーボンニュートラルシティこおりやま 

 本市では「2050年カーボンニュートラルシティこおりやま」の実現に向け、「郡山市気候変

動対策総合戦略」を策定し、温室効果ガスの排出を抑制する「緩和策」と、気候変動の影響

に対応し被害を最小化・回避する「適応策」を両輪とした気候変動対策を推進しています。 

 

 

 

 

３ 地域ビジョンの実現に向けたこれまでの取組 
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基本目標設定の考え方 

「郡山市人口ビジョン」に掲げる目標将来人口及び「目指すべき将来の方向性」を踏まえ、「総

合戦略」では、以下の６つの「基本目標」を政策の柱とし、「人口減少・地域経済縮小克服」及び

「復興力の維持・強化」の実現を目指し、自立的で持続可能な郡山の創生に取り組みます。 

なお、各基本目標の政策パッケージに掲げる取り組みは、国の「政策５原則」（自立性、将来性、

地域性、直接性、結果重視）の考え方に加え、特に本市の創生に必要な取り組みについては、従

来の特定財源を活用した事業についても一体的に取り組むこととし、本市の地方創生を推進して

いきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 中枢中核都市として、ひとや企業が集い、安心して暮らせる気候変動対応型のまち

づくりとセーフコミュニティの実現 

基本目標 

１ 圏域内外の多様な研究機関と連携した経営拡大や多角化、海外進出支援、起業・

創業や地域企業の事業承継への環境整備と、安心して働ける良質な就業機会の創出 

DXに対応した生産性の向上と魅力ある雇用環境の創出 

２ 安積疏水に代表される豊かな地域資源と拠点都市としての強みを生かし、多くの

方が郡山市に「住む」・「訪れる」流れの創出、様々な地域とのつながりの創出と、

人材の定着・還流の推進 

地域の魅力発信と「関係人口」の創出 

３ 結婚・妊娠・出産・育児の希望をかなえ、もう一人生み育てられる切れ目ない支

援及び女性が社会参加できる環境の創出 

切れ目無い子育て支援と女性・子育て世代の活躍推進 

住民・企業が集う気候変動対応型まちづくりの推進 

５ 社会全体で支えあい、誰もが将来に渡り安心して健やかに暮らせる「生涯現役の

社会づくり」の実現 

あらゆる世代が居場所と役割を持ち生きいきと暮らせるまちづくり 

６ ICTの進展やグローバル化に対応した、一人ひとりの心が充実する教育環境の整備

と地域を担う人材の育成 

４ 基本目標と政策パッケージ 

教育の質の向上と誰もが楽しく学べる環境づくり 
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気候変動への対応 

 基本目標１：DXに対応した生産性の向上と魅力ある雇用環境の創出 

【各基本目標の KPI】 
○小売業商品販売額 

  現状値：4,249 億円(2022) 目標値：4,287 億円(2025) 

○製造品出荷額 
  現状値：6,466 億円(2022) 目標値：6,807 億円(2025) 

○新たな企業立地に伴う新規雇用者数  

現状値：433 人(2022) 目標値：670 人(2025) 

【主な取り組み】 
・創業・事業承継支援事業 
・こおりやま中小企業活性化事業 
・ローカル 5G導入調査事業 
・産業ＤＸ推進事業 
・農学研究成果活用推進事業 
・農産物等海外連携事業 
・農福連携推進事業 
・労働情報発信事業 

【政策パッケージ】 

施策１：「知の結節点」としての優位性を生かした積極的な企業誘致と新たな 

市場開拓 

施策２：多様な学術研究機関と地元企業が連携した地方発イノベーション 

施策３：農林業の ICT 化と構造改革による成長産業化 

施策４：誰もが安心して働くことができる魅力的な就業環境と担い手の確保 

圏域内外の多様な研究機関と連携した経営拡大や多角化、海外進出支援、起業・創業や地域企業の事業承継への環境整

備と、安心して働ける良質な就業機会の創出 

 基本目標２：地域の魅力発信と「関係人口」の創出 

【各基本目標の KPI】 

 ○社会移動率 

  現状値：-0.00277(2022) 目標値：最大４ポイント改善(2040) 
 ○交流人口（観光入込客数） 

  現状値：約 282 万人(2022) 目標値：500 万人(2025) 

【主な取り組み】 
・インバウンド観光推進事業 
・観光誘客事業 
・物産振興事業 
・観光地整備事業 
・2020東京オリンピック・パラリンピック 
対策事業 

・こおりやま広域圏チャレンジ 
「新発想」研究塾 

・山村振興農林漁業対策事業 
・Z世代地域活躍推進事業 

【政策パッケージ】 

施策１：地域資源ブランド化による海外も含めた観光誘客と情報発信 

施策２：地域の特色ある歴史、音楽などの文化振興とスポーツ環境の充実 

施策３：地方への人の流れをつくり、地方を訪れ住み続けるための移住・ 

定住環境の整備と「関係人口」の創出 

安積疏水に代表される豊かな地域資源と拠点都市としての強みを生かし、多くの方が郡山に「住む」・「訪れる」流れ

の創出、様々な地域とのつながりの創出と、人材の定着・還流の推進 

 基本目標３：切れ目無い子育て支援と女性・子育て世代の活躍推進 

【各基本目標の KPI】 
 ○合計特殊出生率 

  現状値：1.36(2022) 目標値：1.63(2025) 

 ○出生数 
現状値：1,978 人(2022) 

目標値：3,000 人(2025) 

【主な取り組み】 
・放課後児童健全育成事業 
・保育士・保育所支援センター事業 
・病児・病後児保育事業 
・医療的ケア児保育支援事業 
・地域のびのび子育て支援事業 
・母子保健推進活動事業 
 

【政策パッケージ】 

施策１：結婚～妊娠～出産～子育ての切れ目ない支援 

施策２：子どもたちが健やかに成長できる地域づくり 

施策３：全てのひとが働きやすくなる働き方改革の実現 

結婚・妊娠・出産・育児の希望をかなえ、もう一人生み育てられる切れ目ない支援及び女性が社会参加できる環境の創

出 

 関係人口の創出 SDGsの推進 



- 14 - 

 

 

 
情報の「見える化」、「共有化」 DX化 

【主な取り組み】 
・新聞活用事業 
・奨学資金給与事業 
・未来を拓く教育の情報化推進事業 
・小中一貫プログラミング教育推進事業 
・小中学校英語教育推進事業 
・(仮称）歴史情報・公文書館施設整備及び 
麓山地区立体駐車場整備事業 

・教育のＤＸ推進事業 
・小中一貫プログラミング教育推進事業 
 

【主な取り組み】 
・SDGs推進全世代健康都市圏事業 
・乗合タクシー導入事業 
・コミュニケーション等支援事業 
・地域生活支援拠点整備事業 
・被保護者健康管理支援事業 
・町内会 DX推進事業 
・避難行動要支援者避難支援体制管理事業 
 

【主な取り組み】 
・消防力整備事業 
・災害時用備蓄品整備事業 
・防災啓発事業 
・郡山市防犯まちづくり推進事業 
・エネルギー地産地消推進事業 
・地球温暖化対策事業 
・セーフコミュニティ推進事業 
・税収確保対策事業 

 基本目標４：住民・企業が集う気候変動対応型まちづくりの推進 

【各基本目標の KPI】 

 ○セーフコミュニティ認証取得及び活動の継続 

  現状値：再認証取得(2022) 目標値：活動の継続  
 ○こおりやま広域圏における人口 

  現状値：約 62 万人(2022) 目標値：61.4 万人(2025) 

【政策パッケージ】 

施策１：災害、事故・犯罪のない安全・安心なまちづくり 

施策２：新たな技術を活用した持続可能な公共・社会基盤の構築 

施策３：地域連携により暮らし続けられる都市圏の形成 

 基本目標５：あらゆる世代が居場所と役割を持ち生きいきと暮らせるまちづくり 

【各基本目標の KPI】 

 ○元気高齢者数 

  現状値：71,945 人（2022) 目標値：73,000 人(2025) 
○特定健康診査の受診率（郡山市国民健康保険被保険者） 

  現状値：39.7%（2022） 目標値：41.0%（2025） 

【政策パッケージ】 

施策１：高齢者が健康で活躍し続けられるまちづくり 

施策２：住民や多様な主体が支え合える優しい地域づくり  

施策３：あらゆる住民・世帯が安心して健康に暮らせる社会の構築 

 基本目標６：教育の質の向上と誰もが楽しく学べる環境づくり 

【各基本目標の KPI】 
○市民意見レーダーにおける「生涯学習」の満足度 

  現状値：70.7 点(2022) 

  目標値：72.0 点(2025) 

【政策パッケージ】 

施策１： AI 等も活用した先進的な教育による質の向上 

施策２：世界的視野で活躍できるグローバルな人材の育成 

施策３：誰もが学ぶことができる学習機会の確保・充実 

中枢中核都市として、ひとや企業が集い、安心して暮らせる気候変動対応型のまちづくりとセーフコミュニティの

実現 

社会全体で支えあい、誰もが将来に渡り安心して健やかに暮らせる「生涯現役の社会づくり」の実現 

ICTの進展やグローバル化に対応した、一人ひとりの心が充実する教育環境の整備と地域を担う人材の育成 

 
広域的な課題解決 
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基本的方向 

DXの進展による農業・商業・工業等各分野での生産性の向上など、市民生活や企業経営の改善が期待
されるなか、本市においても、その流れに遅れることなく対応し、本市の地理的優位性を生かした積極
的な企業誘致を図るほか、国立研究開発法人産業技術総合研究所福島再生可能エネルギー研究所 10（以
下「産総研」。）や 2016年に開所したふくしま医療機器開発支援センター11（以下「開発支援センター」。）
等を十分に活用し、産学金官等各主体が連携した最先端の中核拠点の形成を目指します。 

また、グローバル化の進展や TPP12（環太平洋パートナーシップ）発効による企業の海外展開が見込ま
れる中、本市で展開する企業が、新たな市場開拓や事業の拡大、株式上場など、新たなビジネス機会の
拡大や経営の目標・設計が実現できるよう支援を行うとともに、これまで先人が培った産業の技術・知
識が次世代に確実に伝承されるよう人材の育成及び事業承継への環境整備を図ります。 
さらには、本市の基幹産業のひとつである農業については、JAや農業法人等と十分な連携をしながら、

農業の担い手育成や郡山産品の販路拡大に取り組み、農業・商業・工業・観光などの有機的な連携によ
る地域産業の６次化 13により、地元産業の生産性向上・活性化を推進します。 
また、地域の稼ぐ力を高め、多様化するライフスタイル、ワークスタイルに対応し、若者、女性、高

齢者、外国人をはじめとした雇用機会の確保を図り、安心して働き続けることができる環境の整備を進
めるとともに、起業しやすい環境整備や学術・研究機関との連携による先進的な技術の実装を進め、先
進的で魅力ある人材の還流も推進します。 

 

各基本目標の KPI 
初期値 
(2014) 

改訂時 
(2019) 

現状値 
(2022) 

目標値 
(2025) 

小売業商品販売額 
3,406億円/年 

(2012) 
4,337億円/年 4,249億円/年 4,287億円/年 

製造品出荷額 
8,411億円/年 

(2013) 

7,101億円/年 

(2018) 

6,466億円/年 

(2018) 
6,807億円/年 

新たな企業立地に伴う新規雇

用者数 

― 
325人 433人 670人 

 

政策パッケージ 

 

 

■施策の方向 

今後は、従来の概念にとらわれず、企業の競争力を高め、独自性や特色などの強みを生かした誘致活動

を展開することが重要となります。 

本市は、鉄道や高速道路、さらには福島空港など、高速交通の要衝であり、企業が更なる成長を遂げる

ことができるポテンシャルを有していることから、恵まれた立地環境を生かし、国内外の企業の本社、支

社等の立地促進による企業拠点の集積を図ります。 

  また、進出企業と地元企業とのマッチングによる企業情報発信の強化や交流の場の提供、さらには、創

業者支援・事業承継等の充実や、公的機関や研究機関も含む関係機関との連携による新たな販路拡大・市

場開拓を支援するなど、魅力ある仕事を創り、地域の「稼ぐ力」を高めます。 
 

個別施策の KPI 
初期値 
(2014) 

改訂時 
(2019) 

現状値 
(2022) 

目標値 
(2025) 

創業・起業者数 54件/年 50件/年(2018) 79件/年 77件/年 

郡山西部第一工業団地等への

企業立地件数 
― 

5区画/年 6区画/年 5区画/年 

商談会等による商談件数 
(2020改訂に 
あたり新設) 80件/年 292件/年 300件/年 

 
●主な取り組み（P34参照） 
 ①オープンデータ利活用推進事業 ③創業・事業承継支援事業 
②ローカル 5G導入調査事業  ④こおりやま中小企業活性化事業 

  

施策１ 「知の結節点」としての優位性を生かした積極的な企業誘致と 
新たな市場開拓 [１－１] 

基本目標１ DX に対応した生産性の向上と魅力ある雇用環境の創出 
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■施策の方向 

  本市は「経済県都」と称され、稲作を中心とした農業、県内随一の商圏人口や年間商品販売額を誇る商

業、さらには、東北・北海道地区において製造品出荷額が上位を占める製造業などの産業がバランス良く

発達しています。 

東日本大震災や原子力災害の発生以降に設置された産総研では、産学官が集結し、再生可能エネルギー

に関する世界最先端の研究開発や実用化・市場化に向けた取り組みが進められております。 

また、2016年に開所した開発支援センターでは、国内では初めてとなる公的な大型動物を用いた生物

学的試験設備を有し、医療機器の安全性評価機能の提供や、メーカーと県内ものづくり企業とのマッチン

グが進められることとなっており、これらを起爆剤とした関連企業の進出や新産業の創出に大きな期待が

寄せられています。 

本市の復興を加速させる上で、新たな産業の集積や雇用の創出による地域経済の活性化を図るために

は、産総研や開発支援センター、また、大学等との連携を強化し、新事業・新産業の創出が必要であるこ

とから、これらの機関を核とした関連研究機関や企業等の誘致に加え、地元企業の参入支援を推進すると

ともに、働く人やその家族が生活しやすい環境の整備を図るなど、研究機関を生かした地域振興策を推進

します。 

また、エネルギー関連技術の進歩や、東日本大震災を起因とした原子力災害により、電力を中心とした

エネルギーの在り方について市民の関心が高まる等、エネルギーを取り巻く環境が著しく変化しているこ

とから、化石燃料由来のエネルギー消費を減らし温室効果ガスの排出を抑制するため、省エネルギーの推

進や新エネルギーの利用拡大、エネルギーの地産地消、さらにはエネルギー関連産業の集積によるゼロエ

ミッション 14の推進により、将来にわたり環境負荷の低い地域づくりの取り組みを推進します。 

 

個別施策の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

(2019) 

現状値 

(2022) 

目標値 

(2025) 

産学官コーディネート数 ― 23件/年
(2018) 

21件/年 30件/年 

産学官連携による共同研究に参画した企業数 ― 21件/年
(2018) 

6件/年 25件/年 

新エネルギーを導入した公共施設における出力 
(2024 改訂に 

あたり新設) 
(2024 改訂に 

あたり新設) 
12kw 15kw 

 
●主な取り組み（P35参照） 

①新エネルギー普及促進事業  ④産業イノベーション事業 
②農学研究成果活用推進事業  ⑤新事業創出促進事業 
③農商工連携推進事業  ⑥産業 DX推進事業 
 

  

基本目標１ DX に対応した生産性の向上と魅力ある雇用環境の創出 

施策２ 多様な学術研究機関と地元企業が連携した地方発イノベーション 
[１－２] 

10 「世界に開かれた再生可能エネルギーの研究開発の推進」と「新しい産業の集積を通した復興への貢献」を大

きな使命とし、国内外から集う様々な人々と共に、再生可能エネルギーに関する新技術を生み出し発信する拠

点。 
11 福島県が復興への重点プロジェクトである医療関連産業集積を一層加速させるための拠点として整備。医療機

器の安全性評価、企業のマッチングやコンサルティング、医療従事者のトレーニング等を総合的に実施し、医療

機器の開発から事業化までを一体的に支援する我が国初の医療機器開発支援拠点。 
12 Trans-Pacific Partnershipの略語。環太平洋地域の国々による経済の自由化を目的とした多角的な経済連携協

定。 
13 １次・２次・３次の各産業分野において、多様な主体が自らの強みを生かして他産業にも分野を拡大し、または

相互に連携・融合しながら付加価値を向上・創造する取り組み。 
14 あらゆる廃棄物の有効活用を図り、廃棄物の排出量をゼロにする取り組み。 
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■施策の方向 

 本市の農業は、恵まれた自然条件と安積開拓や安積疏水の開さく、そして先人たちのたゆまぬ努力によ

って発展を遂げてきました。 

しかしながら、農業従事者の高齢化や担い手不足に加え、TPP発効による様々な課題など、国内農業を

取り巻く状況は厳しさを増しており、農家が安心して農業に取り組むことができる持続可能な農業の実現

が大きな課題となっています。 

また、食に関する意識や食文化の多様化による地域農産物への関心がますます高まる中、本市の安全・

安心な農産物の魅力を国内外に発信し、将来にわたり持続的に発展する農業の振興を図ることが重要とな

ります。 

本市は、農業・商業・工業がバランス良く発達してきたことに加え、数多くの観光資源を有することか

ら、これらの産業の特色や有機的連携を生かし、新たな産業の構築を推進するとともに、海外を視野に入

れた新たな販路を開拓し、地域が一体となった産業の活性化を図ります。 

  本市と公益財団法人三菱商事復興支援財団との連携により推進するワイン用ブドウの産地形成におい

て、生産農家の育成やワイン関連分野における雇用の促進を図るとともに、全国有数の生産量を誇る鯉や

郡山産米「あさか舞」等のブランド化を進め、積極的な情報発信による販路拡大を展開します。 

  また、農林業への ICT、IoTを導入することで、気候データなどに基づく EBPM15の活用やスマート農業
16への対応を進め、農林業の働き方改革、生産性向上による新たな担い手の確保にも努める。 

 

個別施策の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

(2019) 

現状値 

(2022) 

目標値 

(2025) 

地域と連携して開発した商品数 1件 9件 15件 12件 

ワイン用ブドウ生産量 
(2020改訂に 
あたり新設) 

18t 39t 50t 

国内・国外における郡山産米
「あさか舞」販売量 

1,747t/年 1,760ｔ/年(2018) 1,468ｔ/年(2021) 2,000ｔ/年 

鯉養殖生産量 
（県南鯉養殖漁業共同組合） 

550t/年 797t/年(2018) 660t/年 800t/年 

 
●主な取り組み（P36参照） 
①食と農推進事業 
②豊かな地域農業を担う農家育成事業 
③郡山地域産業６次化推進事業 
④鯉６次産業化プロジェクト 
⑤果樹農業６次産業化プロジェクト 
⑥農産物等海外連携事業 
⑦農福連携推進事業 

  

基本目標１ DX に対応した生産性の向上と魅力ある雇用環境の創出 

施策３ 農林業の ICT化と構造改革による成長産業化[１－３] 

15 Evidence Based Policy Makingの略語。政策の企画をその場限りのエピソードに頼るのではなく、政策目的を明

確化したうえで合理的根拠（エビデンス）に基づくものとすること 
16 ICT、ロボット技術を活用して、超省力・高品質生産を実現する新たな農業。 
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■施策の方向 

  地域経済の低迷や少子高齢化等を背景とした労働力人口の減少、労働者の就業形態の多様化など、雇用

を取り巻く環境は大きく変化しており、近年本市では、特に若年層の男女において進学や就職を機に、東

京圏を中心に転出超過が続いておりますが、人口流出の抑制に向け、「やりがい」や「働きがい」を見出

すための働く場の確保や地方においても生きいきと安心して働くことのできる魅力ある職場の創出が重要

となります。 

  また、仕事や就労については、将来において結婚を考える上で非常に重要なポイントであり、本市が市

民に対し実施したアンケート調査結果においても、「結婚後の仕事や収入」への意識が非常に高く、結婚

の希望をかなえるためには、安定した就労環境において収入を維持することが必要です。 

  本市は県の中央に位置し、県内の経済活動の中枢であることに加え、大都市圏にも劣らない有数の企業

が立地しており、さらには、豊かな自然やワークライフバランス 17に優れた都市環境に恵まれています。 

市内に在学する学生や市外へ転出した若者が地元での就職を希望し、戻るためには、就職に対する意識

や価値観を転換する取り組みが必要であることから、郡山で生まれ、郡山の高い教育で育ったすばらしい

若者が地元に戻り、働き、住み続けることができるよう、本市の強みや魅力をさらに高め、上場も含めた

情報公開を進めるとともに、インターンシップの実施など地元企業を知る機会の拡充を図ります。 

  また、若者の東京圏流出に加え、産業人口の高齢化・後継者問題による人材の不足が深刻化する中、本

市発展の礎であり、東北地方を代表するものづくり産業や農業の新規就業・後継者育成を図るため、これ

まで先人が培った技術・知識を次世代へ確実に伝承されるよう人材（マイスター）の育成を推進します。 

さらには、若者はもちろんのこと、出産を希望する女性や子育て中の方々、中高年齢の方々や障がい者

の社会参加支援など、全ての世代の方々にとって就労の機会があることが理想であることから、一人ひと

りのライフステージに応じて、誰もが安心して希望どおり働くことができる良質な就業機会の確保を図る

とともに、人口減少に伴う労働力不足等に対応するため、外国人を含む多様な技術・知識を持つ専門人材

の雇用創出や、経営者も含めた人材育成を強化し、生産性の向上を図ります。 

 

個別施策の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂版 

(2019) 

現状値 

(2022) 

目標値 

(2025) 

新規高等学校卒業者の県内企業への就職内定率 78% 99.6%(2018) 99.1% 100% 

就労の場確保事業参加者数 
（2024改訂に 
あたり新設） 

（2024改訂に 
あたり新設） 

759人 500人 

 
●主な取り組み（P37参照） 
①ICTを活用した働き方改革推進事業 
②大学生等インターンシップ推進事業 
③高年齢者就業機会確保事業 
④障がい者就労支援事業 
⑤農福連携推進事業 
⑥労働情報発信事業 

 

 

基本目標１ DX に対応した生産性の向上と魅力ある雇用環境の創出 

施策４ 誰もが安心して働くことができる魅力的な就業環境と 

担い手の確保[１－４] 

17 国民一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などに

おいても、子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる社会。 
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基本的方向 

地域資源を活用した観光誘客の取り組みや東京 2020 オリンピック・パラリンピックの事前合宿の誘

致活動等に加え、一度都会に出ても郡山へ戻って暮らしたくなる魅力的な地域づくりを推進し、引き続

き定住・交流人口を増やす施策を展開するとともに、新たに「関係人口」にも着目し、様々な地域との

つながりの創出を図り、人材の定着・還流につなげます。 

また、安積開拓事業や安積疏水の開さくなど全国に誇れる歴史的地域資源や、本市農産物の豊富な品

種や生産量、高品質な物産品等の魅力を世界に向けて発信するとともに、「音楽都市こおりやま」など、

本市ブランド力の強化の更なる推進を図ります。 
 

各基本目標の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

(2019) 

現状値 

(2022) 

目標値 

(2025) 

社会移動率 18 

※2040 年までに子育て世代（0

歳から 74 歳）の社会移動率を

段階的に改善 

― -0.00059 -0.00277 
最大約 4ポイン

ト改善（2040） 

交流人口（観光客入込客数） 約 362万人/年 約 493万人/年 約 282万人/年 500万人/年 
 

政策パッケージ 

 

 

 

 

■施策の方向 

本市の代表的な地域資源である猪苗代湖は、会津若松市、猪苗代町の２市１町に面し、磐梯朝日国立公

園の一角として、年間約 20万人が訪れる県内有数の観光名所ですが、さらなる観光客を獲得するには、

訪れた人が何度でも訪れたくなる魅力ある観光誘客策を展開することが必要です 。  

また、本市には、その他魅力ある地域資源が数多くあり、更には、県内観光の玄関口としての機能を生

かした広域的な観光施策の展開が必要です。 

今後は、国際観光資源及び歴史的資源として高いポテンシャルを有する猪苗代湖の魅力について、国内

外に向けての情報発信を強化するとともに、周辺の地域資源を活用した新たな観光ルートの発掘や今後増

加が予想される外国人観光客に対応できる環境整備を図り、国内外から多くの方が訪れる国際観光都市を

目指します。 

さらに、本市の魅力溢れる地域資源や物産品等について、近隣市町村との連携により、SNS等を活用し

た情報発信や販路拡大を図るとともに、恵まれた立地特性を生かし、積極的なコンベンション誘致を展開

します。 
 

個別施策の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

(2019) 

現状値 

(2022) 

目標値 

(2025) 

こおりやまファンクラブ加入者

数 

1,214人 
1,487人(2018) 1,713人 2,000人 

コンベンション開催件数 850件/年 877件/年(2018) 561件/年 900件/年 

市公式 LINE登録者の数 
(2024改訂に 

あたり新設) 

(2024改訂に 

あたり新設) 
14,459人 17,500人 

●主な取り組み（P38参照） 
 ①ウェブ等情報発信事業  ④観光誘客事業 
 ②シティプロモーション推進事業 ⑤物産振興事業 
③インバウンド 19観光推進事業 ⑥観光地整備事業 

   

施策１ 地域資源ブランド化による海外も含めた観光誘客と 
情報発信[２－１] 

基本目標２ 地域の魅力発信と「関係人口」の創出 

18 住民基本台帳における転入者数と転出者数の差の割合。 
19 外から入ってくる旅行、一般的に訪日外国人旅行を指す。 
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■施策の方向 

  本市の発展を語る上で欠かすことができないのが、明治期の安積開拓と日本三大疏水の１つに数えられ

る安積疏水の開さくであり、さらには、戦後の復興への道を歩んでいく中で、市民の心の拠りどころにな

ったのが音楽活動でした。 

安積開拓及び安積疏水の開さくについては、2016年に「未来を拓いた『一本の水路』～大久保利通

“最期の夢”と開拓者の軌跡 郡山・猪苗代～」として日本遺産認定 20を受けました。日本遺産認定を原

動力とした各種施策を実施することにより、本市の魅力を国内外へ発信します。 

また、本市は、県内トップクラスのスポーツ環境が整備され、プロスポーツチームが活動拠点を置くな

ど、スポーツを通じた交流の拠点としてのポテンシャルは高く、今後においても、本市の地理的優位性を

生かしたスポーツイベントの積極的な誘致が望まれています。 

  音楽活動については、本市が全国に誇る学校音楽活動の支援充実を図るとともに、「音楽都市こおりや

ま」をさらに推進し、音楽活動を通した交流機会の拡充を図ります。 

こうした地域の特色ある歴史や文化をブランド化するとともに、市民だれもが音楽やスポーツ活動に親

しめる地域づくりに取り組みます。 

 

個別施策の KPI 初期値 

(2014) 

改訂時 
(2019) 

現状値 
(2022) 

目標値 
(2025) 

市民音楽祭参加イベント数 207件 205件(2018) 120件 245件 

「開成館」、「歴史資料館（（仮称）郡

山市歴史情報・公文書館 2025 年開

館予定）」における入場者数 

13,765人 
14,779人

(2018) 

3,564人(歴史資料館) 

開成館は休館中 
53,600人 

市内プロスポーツ試合観戦来場者数 40,911人 40,710人 44,839人 48,000人 

市民一人当たりのスポーツ施設利用

回数 

3.4回/年 
3.5回/年 2.5回/年 4.0回/年 

 
●主な取り組み（P39参照） 
①2020東京オリンピック・パラリンピック対策事業 

   ②郡山シティーマラソン大会開催事業 
   ③健康づくりのためのスポーツ・レクリエーション啓発事業 
   ④小中学校の全国音楽祭参加支援事業 
 

 

 

 

  

基本目標２ 地域の魅力発信と「関係人口」の創出 

施策２ 地域の特色ある歴史、音楽などの文化振興とスポーツ環境の充実[２－２] 

 

20 地域の歴史的魅力や特色を通じて我が国の文化・伝統を語るストーリーを「日本遺産」として文化庁が認定。 
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■施策の方向 

  首都圏への人口一極集中が進行し、大学進学や就職による地方からの人口流出が続く一方、働き方改革

などを契機に、都市居住者の地方への関心が高まっています。このような状況の中、福島県は、首都圏か

らのアクセスの良さや、都市と自然環境のバランスの良さなどの理由から「認定 NPO法人 ふるさと回帰

支援センター」による地方移住ランキングにおいても毎年上位にランクされ、移住を検討している方から

見ても魅力や関心が非常に高い地域となっています。 

福島県の中央に位置し、人・モノ・情報が行き交う「知の結節点」である本市は、商業施設や医療機関

が多く立地するとともに、商業・工業・農業など各種産業がバランスよく発展した働きやすく、暮らしや

すい地域となっています。また、「こおりやま広域圏」の中心市として、近隣市町村の住民を含む多様な

住民サービスを提供するとともに、地域経済をけん引する役割も担っています。 

様々なライフスタイルやライフステージに応じた施策を横断的に展開し、移住希望者に対し積極的にア

プローチするとともに、首都圏や海外への情報発信により、多様な「関係人口」の創出を目指します。 

 

個別施策の KPI 初期値 

(2014) 

改訂時 
(2019) 

現状値 
(2022) 

目標値 
(2025) 

創業・起業者数【再掲】 54件/年 
50件/年 

(2018) 
79件/年 77件/年 

農業・農村体験イベント参加者数 252人 398人 643人 600人 

農家民宿宿泊者数 158人 70人 0人 100人 

市内大学・短大・専門学校の学生数 10,799人 
10,796人

(2018) 
10,609人 

維持 

(2014の 

10,799人) 

 

●主な取り組み（P40参照） 
①移住・定住促進事業 
②こおりやま広域圏チャレンジ「新発想」研究塾 
③ふるさと田舎体験推進事業 
④山村振興農林漁業対策事業 
⑤農業体験食育普及事業 
⑥Ｚ世代地域活躍推進事業 

 

施策３ 地方への人の流れをつくり、地方を訪れ住み続けるための移住・ 

定住環境の整備と「関係人口」の創出[２－３] 

基本目標２ 地域の魅力発信と「関係人口」の創出 
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基本的方向 

本市の将来を担う子どもたちを健やかに育てることができる環境づくりを進めるため、より安心して

妊娠・出産できる環境の整備や保育サービスの充実、子どもたちの活動支援を図るなど、市民のライフ

ステージに応じた切れ目ない支援を行うことにより、女性が働きやすく、活躍できるまちづくりを推進

し、結婚・妊娠・出産・育児の希望をかなえ、もう一人生み育てられる切れ目ない支援の充実を図りま

す。 

 

各基本目標の KPI 
初期値 
(2014) 

改訂時 
(2019) 

現状値 
(2022) 

目標値 
(2025) 

合計特殊出生率 21 

※2040 年までに合計特殊出生率

を段階的に改善 

1.49 1.47(2018) 1.36(2021) 1.63 

出生数 2,694人/年 
2,510人/年 

(2018) 
1,978人/年 3,000人/年 

 

政策パッケージ 

 

 

■施策の方向 

2018年の本市の合計特殊出生率は 1.47と国の 1.42を上回っているものの、近年は低い数値で推移し

ており、今後も同様に推移すれば、将来の人口構造に変化をもたらし、地域経済社会の維持に大きな影響

を及ぼすことが懸念されます。 

出生率を向上させるためには、誰もが安心して子どもを産み育てられる環境整備が求められており、家

庭や社会全体で育児を支える体制づくりが必要不可欠です。 

市民の結婚・妊娠・出産・育児に対する切れ目のない支援を行うため、民間企業等と連携した結婚への

効果的なサポートや子育て家庭に対する質の高い支援による心身面及び経済面におけるサポートの充実を

目指すとともに、待機児童の解消や保育施設等に対する満足度の向上のため、民間活力を生かした保育施

設等のハード・ソフト整備を推進するなど、子育て環境のさらなる充実を図ります。 

 

個別施策の KPI 
初期値 
(2014) 

改訂時 
(2019) 

現状値 
(2022) 

目標値 
(2025) 

待機児童数(認可保育所等)（4月時

点） 
― 20人 0人 0人 

「認可保育施設」の満足度 
(2020改訂に 
あたり新設) 

― 92.6%(2021) 100% 

市民意見レーダーにおける「子育
て」の満足度 

58.4点 72.5点 74.4点 74.0点 

ニコサポアプリ登録者数 
(2024改訂に 
あたり新設) 

(2024改訂に 
あたり新設) 

5,136 8,000 

●主な取り組み（P41参照） 

 ①放課後児童健全育成事業  ④医療的ケア児保育支援事業 

 ②保育士・保育所支援センター事業 ⑤母子保健推進活動事業 

 ③病児・病後児保育事業 

 

  

基本目標３ 切れ目無い子育て支援と女性・子育て世代の活躍推進 

施策１ 結婚～妊娠～出産～子育ての切れ目ない支援[３－１] 

21 15～49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、一人の女性がその年齢別出生率で一生の間に生むとし

たときの子どもの数に相当する数。 
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■施策の方向 

  本市では、2011年３月の震災に起因する原子力災害の影響により、子どもの体力・運動能力の低下や

肥満児の増加が指摘されています。2013年に「郡山市震災後子どものケアプロジェクト」で行った調査

によると、震災発生後、体力・運動能力の低下や肥満・体重増加不良といった症状を有する子どもが増加

しており、心の問題を抱えているケースもあることが明らかとなりました 。  

  このことから、本市では屋内遊び場をはじめとした、子どもの遊び場を各地域に整備し、子どもたちが

思う存分、元気に運動できる環境を提供するとともに、小中学校では体力・運動能力の調査・分析を継続

的に実施し、子どもの健康日本一を目指す「体力向上推進構想」を推進します 。  

  また、歯科指導や肥満予防のための栄養指導をはじめとした身体のケアや相談会等の実施によるメンタ

ルヘルスケア、さらには発達障がい児等を対象にしたカウンセリングを行うなど、専門的視点からの様々

なケアを継続的に行い、子どもたちが、心身ともに健やかに成長できる環境づくりを推進します。 

 

個別施策の KPI 
初期値 
(2014) 

改訂時 
(2019) 

現状値 
(2022) 

目標値 
(2025) 

体力・運動能力調査の
全国との比較割合 
（調査対象：小学校５
年生（義務教育学校５
年生）、中学校２年生
（義務教育学校８年
生）） 

小学校５年生： 
37.5% 

中学校２年生： 
12.5% 

小・義５年生：
25.00%(2018) 

中２・義８年生：
56.25%(2018) 

小・義５年生：
16.66% 

中２・義８年生：
27.77% 

小・義５年生：
62.5% 

中２・義８年生：
62.5% 

育児家庭訪問実施数 82件 68件(2018) 52件 100件 

３歳児健診虫歯有病者

率 
25.4% 17.22%(2018) 11.49% 10.0% 

 

●主な取り組み（P43参照） 
①郡山市震災後子どものケアプロジェクト事業 
②幼児歯科保健事業 
③幼児肥満予防対策事業 
④養育支援訪問事業 
⑤児童虐待防止啓発事業 
⑥幼稚園・保育所等児童カウンセリング事業 

   ⑦小中学生の体力向上推進事業 
   ⑧いじめ防止等啓発事業  

基本目標３ 切れ目無い子育て支援と女性・子育て世代の活躍推進 

施策２ 子どもたちが健やかに成長できる地域づくり[３－２] 



基本目標３ 切れ目無い子育て支援と女性・子育て世代の活躍推進 
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■施策の方向 

子育て世代の女性が安心して妊娠・出産・育児に取り組める環境のためには、地域における女性活躍の

機会が拡充されることが重要であり、働き方改革の推進を原動力とした女性が職場で能力を発揮できる社

会の実現を目指します。 

また、子育て世代を地域全体で応援するとともに、子育てしやすいまちづくりに向けた官民連携による

取組みも推進します。 

高齢化や核家族化の進行などにより、子育て、介護と仕事の両立の難しさや、育児と介護を同時に行う

いわゆるダブルケア 22が社会問題となっており、子育て支援、高齢者介護の両面から家族を支え、仕事と

家庭の両立を支える体制づくりが必要とされています。 

  本市では企業等における女性の登用に向けた啓発を行うなど、社会における女性活躍を推進するととも

に、男性の育児休業取得促進を図り、育パパの育成に取り組むなど、人々のライフステージに応じた多様

な働き方を可能にするため、仕事と生活が調和できる社会の実現を目指すとともに、子育て・介護施策の

連携により、ダブルケアに対する支援の強化を図り、家族の負担軽減や仕事と家庭の両立を支える体制づ

くりの強化を推進します。 

 

個別施策の KPI 
初期値 

(2014) 
改訂時 

(2019) 

現状値 

(2022) 

目標値 

(2025) 

審議会・委員会等の女性委員登用率 29.7% 28.1% 30.7% 40% 

ファミリーサポートセンター活動件数 
2,829件 3,189件

(2018) 
1,869件 2,000件 

育パパサポート奨励金支給人数 ― 5人 12人 10人 

 
●主な取り組み（P44参照） 
①育パパサポート奨励事業 
②女性活躍推進事業 
③男女共同参画推進事業 
④介護サービス適正実施指導事業 
⑤ファミリーサポートセンター事業 
⑥一時預かり事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施策３ 全ての人が働きやすくなる働き方改革の実現[３－３] 

基本目標３ 切れ目無い子育て支援と女性・子育て世代の活躍推進 

22 子育てと親の介護等の両方に直面する状態をいう。 
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基本的方向 
 

地球温暖化に起因する大規模災害が多発しており、市民の安全・安心な生活や企業の安定した経営環境
を確保するため、気候変動に対応した安全・安心に暮らせるまちづくりを推進します。 
そのため、セーフコミュニティ 23の推進や、平時からの防災意識の醸成に取り組みます。 
また、本市は環境省が進める「2050年二酸化炭素排出量実質ゼロ」に賛同し、再生可能エネルギーの

活用やゼロエミッションの実現など、将来に渡り環境負荷の低いまちづくりに取り組みます。 
さらに 2019年に形成した「こおりやま広域圏」の各市町村との連携を推進し、共通する行政課題解

決に向け、連携・協力体制の強化を図ります。 
 

各基本目標の KPI 
初期値 
(2014) 

改訂時 
(2019) 

現状値 
(2022) 

目標値 
(2025) 

セーフコミュニティ認証取得及

び活動の継続 
― 

認証取得

（2017）及び活

動の継続 

再認証取得

（2022）及び活

動の継続 

活動の継続 

こおりやま広域圏における人口

（郡山市を含む 16市町村） 

約 60.8万人 
(2010国勢調査) 

(15市町村) 

約 65万人 
(2015国勢調査) 

(16市町村) 

約 62万人 
(2022.10.1 推計人) 

(17市町村) 

61.4万人 

(2025) 

 

政策パッケージ 

 

  

 

■施策の方向 
  近年、地震や台風、集中豪雨等の災害が多発しており、市民の生命・財産を守るため、大規模な災害時
にも耐え得る強靭な社会資本の整備が求められています。 

  また、防犯体制や防災体制の強化といった市民生活の安全・安心のための取り組みを地域コミュニティ
に貢献する消防団や市民協働のもと推進していくことが必要です。 

  このため、本市がこれまでに経験した大震災や集中豪雨等による災害の経験を踏まえるとともに、近年
の大規模化・広域化する災害に対応するため、平時からの防災体制や災害発生時に備えた非常時体制の強
化を図るとともに、浸水地域への建築規制を含む徹底的な浸水対策の実施による「災害に強いまち」を目
指します。また、災害情報・支援情報の発信力を高め、あらゆる媒体を活用した誰一人取り残さない情報
提供体制を構築します。 

  さらに、全ての市民が安全で安心して快適に暮らせるよう、防犯や事故防止、また自殺者ゼロの実現を
目指し、住民、団体、関係機関・企業、行政等が力をあわせてセーフコミュニティの取り組みを推進しま
す。 

 

個別施策の KPI 
初期値 
(2014) 

改訂時 
(2019) 

現状値 
(2022) 

目標値 
(2025) 

 
温室効果ガス排出量 

※「郡山市地球温暖化対策実行計画（区域

施策編）」改定中のため、目標値は暫定値 

(2020 改訂に 

あたり新設) 

2,961千 t-CO2 
(2016) 

2,871千 t-CO2 
(2019) 

1,585千 t-CO2 
(2030) 

リサイクル率（市全体） 
(2020 改訂に 

あたり新設) 
16.11%(2018) 10.63% 25.30% 

消防団団員数 2,530人 2,416人 2,109人 2,150人 

市内交通事故死亡者数 11人 9人 5人 5人以下 

犯罪発生件数 3,341件 2,118件 1,413件 2,000人 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基本目標４ 住民・企業が集う気候変動対応型まちづくりの推進 

施策１ 災害、事故・犯罪のない安全・安心なまちづくり 
[４－１] 

23 「けがや事故などは偶然の結果ではなく、原因を究明することで予防することができる」という基本理念に基づ

いて、その傷害予防活動に重点を置き、地域で活動する団体や市民、関係機関、行政等が協働により安全・安

心の向上に取り組んでいる地域。WHO（世界保健機関）が推奨する国際認証制度。 

●主な取り組み（P45参照） 
①消防力整備事業      ④郡山市防犯まちづくり推進事業  ⑦３Ｒ推進事業 
②災害時用備蓄品整備事業 ⑤エネルギー地産地消推進事業 
③防災啓発事業  ⑥地球温暖化対策事業 
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■施策の方向 

高度経済成長や昭和 40年から昭和 50年代の急激な人口増加と都市化に伴い整備した公共施設やインフ

ラ施設は、これまでも適正な維持管理に努めてきましたが、経年劣化による老朽化が進み、近い将来一斉

に更新時期を迎えることになります。 

公共施設等の更新時期が集中することは、同時に財政負担が集中することを意味しており、今後の行財

政運営に大きな影響を及ぼします。 

そのため、公共施設の更新、集約・多機能化、長寿命化等を計画的に行い、財政負担の軽減・平準化を

図るとともに、効率的・効果的なマネジメントの実施により、市民が安全・安心に利用できる施設の維持

管理に努めつつ、民間企業等とも連携した既存ストックの有効活用に取り組む必要があります。 

さらには、施設の利用状況や人口減少に伴う需要変化等を踏まえ、施設のあり方や必要性の検討を行

い、従来の施設保有という考え方だけでなく、公共施設の他自治体との共同利用や PPP24/PFI25等の民間資

金を活用した効率的な施設の管理運営を推進します。 

また、各事業の財源の根幹である市税については、カウンターレスを推進するとともに、近年多様化す

る決済手段に対応するため、従来の納付方法に加えスマホ決済アプリやクレジットカードなどのキャッシ

ュレス決済を導入するなど、より納付しやすい環境の整備に努めております。今後においても、納税者が

自身のライフスタイルに合わせた納税方法を選択できる納税環境の拡充を推進し、収納率の更なる向上と

安定的な財源確保を図ります。 

 

個別施策の KPI 
初期値 

(2014) 
改訂時 

(2019) 

現状値 

(2022) 

目標値 

(2025) 

公共施設延床面積縮減率 ― 0.1%(2018) 1.8%(2021)  4.5%(2025) 

民間提案を生かした PPPによる
施設の管理運営数 
（公募による指定管理者制度
導入施設） 

48施設 62施設 62施設 160施設 

コンビニ、スマホ、クレジット
カード決済納付割合 

(2024改訂に 
あたり新設) 

(2024改訂に 
あたり新設) 

41.0% 40.0% 

 
●主な取り組み（P48参照） 
①公有資産マネジメント推進事業 

   ②旧豊田貯水池利活用事業 
   ③市税啓発促進事業 
   ④税収確保対策事業 

 

 

 

 

 

 

  

基本目標４ 住民・企業が集う気候変動対応型まちづくりの推進 

施策２ 新たな技術を活用した持続可能な公共・社会基盤の構築[４－２] 

24 Public Private Partnershipの略語。官民連携のこと。公共的な社会基盤の整備や運営を、行政と民間が共同

で効率的に行おうとする手法をいう。 
25  Private Finance Initiativeの略語。公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術

的能力を活用して行う手法をいう。 
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■施策の方向 

地方分権の進展や効率的な行政運営、また少子・高齢化の進行や住民ニーズの多様化など、社会環境の

変化に対応するためには、限りある人材と財源を生かしながら、これまで以上に広域行政への取り組みが

重要となっており、国においては、進行が予想される人口減少・少子高齢社会にあっても、地域を活性化

し経済を持続可能なものとするため、連携圏域の経済成長の牽引などの機能を備えた連携中枢都市圏形成

の取り組みを進めることとしております。 

また、人口減少時代において、健康で快適な生活や持続可能な都市経営を確保するためには、都市のコ

ンパクト化と、公共交通の再構築をはじめとする近隣地域等の交通のネットワーク形成が必要です。 

将来にわたり持続可能な地域とするため、分散型エネルギー、エネルギーの地産地消にも官民連携のも

と取り組み、ゼロエミッションの推進をけん引します。 

本市においては 2019年に、経済、社会、文化等において密接な関係を有する近隣市町村と「こおりや

ま広域圏」を形成し、圏域が共有する課題とその解決策や目指すべき方向性について、関係市町村の方々

とともに検討を重ねるとともに、近隣自治体との連携を推進し、共通する行政課題解決に向け、連携・協

力体制の強化を図ります。 

さらには、行政と住民・民間事業者が一体となり、医療・福祉施設、商業施設や住居等の都市機能の立

地や、高齢者をはじめとする住民の公共交通によるこれら生活利便施設等へのアクセスなど、都市全体の

構造を見直し、「コンパクトシティ・プラス・ネットワーク」26のまちづくりを推進するとともに、持続

可能な都市空間の形成を目指します。 

 

個別施策の KPI 
初期値 

(2014) 

現状値 

(2019) 

現状値 

(2022) 

目標値 

(2025) 
連携中枢都市圏ビジョンにおいて設定す
る基本目標の向上項目数（全 11項目） 

(2020改訂に 
あたり新設) 

― 2項目 11項目 

 
●主な取り組み（P49参照） 
①連携中枢都市圏域内道路等広域連携事業 

   ②乗合タクシー導入事業 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 
  

基本目標４ 住民・企業が集う気候変動対応型まちづくりの推進 

施策３ 地域連携により暮らし続けられる都市圏の形成[４－３] 

26 人口減少・高齢化が進む中、特に地方都市において、地域の活力を維持するとともに、医療・福祉・商業等の生

活機能を確保し、高齢者が安心して暮らせるよう、地域公共交通と連携して、コンパクトなまちづくりを進める

こと。 
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基本的方向 

誰もが生まれ育った地域で暮らし続けるため、それぞれの希望に応じて、持てる能力を発揮し、生き

がいを感じながら生活できる地域コミュニティが必要となります。 

各地域の全世代・全員活躍型「生涯活躍のまちづくり」の実現に向け、あらゆる世代に学びの場・活

躍の場を提供できる環境づくりに取り組みます。 

また、高齢者が住み慣れた地域において元気に安心して暮らすことができるよう、地域包括ケアシス

テム 27の構築を図るとともに、豊かな経験や知識を生かした地域活動への参加促進など健康寿命の延伸

の推進に取り組み、2025年問題 28を見据えた高齢者施策を展開するとともに、高齢者や障がいのある人

が生きがいを持って自立した生活ができる地域づくりを推進します。 

また、医療提供体制の充実や各種健康診査の受診率の向上、市民の健康づくりの推進など、全ての市

民が健康で生きいきと暮らせる環境づくりを進めます。 
 

各基本目標の KPI 
初期値 
(2014) 

改訂時 
(2019) 

現状値 
(2022) 

目標値 
(2025) 

元気高齢者数（65歳以上の高齢者のう
ち要介護認定を受けていない者の数） 

62,947人 
68,323人

(2018) 
71,945人 73,000人 

特定健康診査の受診率（郡山市国民健
康保険被保険者） 

32.3% 38.2%(2018) 39.7% 41.0% 

 

政策パッケージ 

 

 

 

 

■施策の方向 

  活力に満ちた長寿社会を実現するには、高齢者が地域社会の一員として生きがいを持ち、積極的に社会

参加ができる機会の提供や高齢者が社会から孤立せず、自らが安心して住み慣れた地域で暮らすことがで

きる地域社会の形成が重要な課題です。 

  多様な社会経験を持つ高齢者は、地域社会の重要な役割を担う存在であることから、自ら積極的に外出

し、自身の健康増進や地域活動への参加意欲を促進するための支援の充実を図ります。 

  また、一人暮らしの高齢者が安心・安全に暮らすことができるよう、情報通信によるネットワークの構

築を図り、緊急時の支援体制の強化を図ります。 
 

個別施策の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

(2019) 

現状値 

(2022) 

目標値 

(2025) 

高齢者健康長寿サポート事業によ

り増加した高齢者の外出数 
延べ 65,679回 

(2015.4-10) 

延べ 231,192回

(2018) 

延べ 120,413回
(2021) 

延べ 270,000回 

緊急通報システム 新規申請件数 
(2020改訂に 

あたり新設) 
187件 205件 236件 

 
●主な取り組み（P50参照） 

①高齢者健康長寿サポート事業 

②高齢者の生きがいと健康づくり事業 

   ③ひとり暮らし高齢者等緊急通報システム事業 

   ④乗合タクシー導入事業 

  

  

基本目標５ あらゆる世代が居場所と役割を持ち生きいきと暮らせるまちづくり 

施策１ 高齢者が健康で活躍し続けられるまちづくり[５－１] 

27 高齢者のニーズに応じた住宅が提供されることを基本としたうえで、生活上の安全・安心・健康を確保するため

に、医療や介護、予防のみならず福祉サービスを含めた様々な生活支援サービスが日常の場で適切に提供できる

ような地域での体制。 
28 1947年から 1949年にかけて出生した、いわゆる「団塊の世代」が 75歳に到達する 2025年以降において、75歳

以上の人口が大幅に増加することにより介護保険及び医療保険の給付費等の社会保障費が急増するなど、発生が

懸念される様々な問題。 
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■施策の方向 

  本市の高齢化率は 25.6%（2019年 1月現在）と全国と比べ低い数値ですが、高齢化は全国同様急速に進

行し、介護保険制度の定着と高齢者の増加により介護サービスの需要はますます増加していますが、在宅

での介護においては、核家族化による高齢者世帯での介護や介護と育児を同時に行う家族の負担が増加す

るなど、介護を支える人の負担を軽減する支援体制の整備が求められております。 

  また、障がいのある人を取り巻く状況も大きく変化しており、本市における障がい者手帳の所持者数は

増加傾向にあり、障がいのある人もない人も互いを尊重し、支え合いながらともに生活する共生社会の実

現が求められております。 

高齢者が介護を必要とする状態になっても、可能な限り住み慣れた地域や家庭において、継続して安心

して暮らすことができる地域社会の形成が必要なことから、デジタルを活用した住民参画を推進し、地域

包括ケアシステムの構築に向けた取り組みや地域における認知症高齢者の見守り体制の強化を推進すると

ともに、高齢者世帯での介護や介護と育児を同時に行うダブルケアの支援体制の強化を図ります。 

また、障がいのある人が地域社会において、安心して自立した生活が送れるよう、社会参加を促進する

ための自立訓練の充実を図ります。 

 

個別施策の KPI 
初期値 
(2014) 

改訂時 
(2019) 

現状値 
(2022) 

目標値 
(2025) 

認知症サポーター養成者数（累計） 8,422人 32,634人 37,034人 55,000人 
郡山市認知症高齢者 SOS 見守りネットワ
ーク連絡会加盟団体数 

57団体(2015) 111団体 119団体 140団体 

 
●主な取り組み（P51参照） 

   ①地域生活支援拠点整備事業 
   ②コミュニケーション等支援事業 
   ③介護予防・生活支援サービス事業 

④認知症総合支援事業 
⑤認知症高齢者家族支援事業 
⑥ファミリーサポートセンター事業 
⑦一時預かり事業 
⑧町内会ＤＸ推進事業 
 

 

  

基本目標５ あらゆる世代が居場所と役割を持ち生きいきと暮らせるまちづくり 

施策２ 住民や多様な主体が支え合える優しい地域づくり[５－２] 
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■施策の方向 

  全ての市民が、心身ともに健康で生きいきと暮らすには、健康に対する意識を高めるとともに、健康づ

くりを実践できる正しい知識を習得することが重要です。 

近年の高齢化の進行や生活習慣の変化に伴い、市民の医療ニーズが増加、多様化してきていることか

ら、医療関係機関と連携した体制づくりが必要となってきています。 

市民の「健康寿命」29の延伸を図るため、家庭や地域、職場等が連携・協力し、社会全体が個人の健康

づくりを支援できる体制づくりを推進します。 

また、医療相談体制の充実や、救急時においても安心して適切な医療サービスが受けられるよう、地域

医療体制の充実を図ります。 

さらには、市民のライフステージに応じた支援の充実を図りながら、その能力を最大限に発揮し、安心

して生活ができるようにするため、ソフト・ハードの両面にわたる社会全体でのユニバーサルデザイン及

びバリアフリー化を推進します。 

 

個別施策の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

(2019) 

現状値 

(2022) 

目標値 

(2025) 

「空気のきれいな施設」認証施設数 
(2020改訂に 

あたり新設) 
825施設 887施設 940施設 

食育に関する市民の認知度 95% 75.8% 96.1% 100% 

医療相談件数 347件/年 
442件/年 

(2018) 
397件/年 250件/年 

個別避難計画の作成者数 
(2024改訂に

あたり新設) 

(2024改訂に

あたり新設) 
― 277人 

 

●主な取り組み（P52参照） 
   ①ユニバーサルデザイン推進事業 

②健康づくりのためのスポーツ・レクリエーション啓発事業 
   ③被保護者健康管理支援事業 

④救急医療体制確保事業 
⑤SDGs推進全世代健康都市圏事業 
⑥生活習慣病対策事業 

   ⑦食育推進事業 

⑧避難行動要支援者避難支援体制管理事業 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本目標５ あらゆる世代が居場所と役割を持ち生きいきと暮らせるまちづくり 

施策３ あらゆる住民・世帯が安心して健康に暮らせる社会の構築 

[５－３] 

29 日常生活に介護等を必要とせず、心身とも自立した活動的な状態で生活できる期間。 
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基本的方向 

少子高齢化の進行や国際化の著しい進展、ICT の普及等、子どもたちを取り巻く環境が急速に変化し

ているなか、全国トップレベルの教育環境づくりを目指し、どの子も思う存分学ぶことができる環境の

提供や高度情報化社会に対応でき、国際的視野で活躍できるグローバル人材の育成を推進します。 

また、近年の高度情報化の進展やライフスタイルの変化に伴う価値観の多様化や学習意欲の高揚に応

えるため、誰もが自由に学習できる生涯学習環境の整備を推進します。 
 

各基本目標の KPI 
初期値 
(2014) 

改訂時 
(2019) 

現状値 
(2022) 

目標値 
(2025) 

市民意見レーダーにおける「生涯学習」の

満足度 
64.2点 70.6点 70.7点 72.0点 

 

政策パッケージ 

 

 

■施策の方向 

少子高齢化や人口減少が進むこれからの社会を生きる子どもたちに求められる力は、「確かな学力」、

「豊かな心」、「健やかな体」がバランスよく身についた「生きる力」30であり、本市では、知識・技能、

思考力・判断力など、主体的に問題解決する資質や能力の育成のほか、キャリア教育 31などによる豊かな

人間性の育成、さらには運動機会・学校給食の充実などによるたくましい体づくりに取り組み、子どもた

ち一人ひとりの個性や能力、可能性を最大限に伸ばす教育環境の整備に努めているところです。 

このことから、学校において質の高い授業を行うことができるよう、教職員自身が学び、研究できる機

会を拡充して学校教育のレベルアップを図り、21世紀をリードする人材を育てる全国トップレベルの教

育環境づくりを目指します。 

また、グローバル社会において、ICT利活用能力を高めることが、高度情報化社会を生き抜くために必

要であることから、小中学校におけるタブレット端末配置の充実やインターネットを活用した会議・交流

システム SNS（School Network System）の導入を推進するなど、ICTを賢く活用しコミュニケーション能

力の向上や効果的な授業づくりを推進します。 

さらには、本市が全国に誇る学校音楽活動の支援充実を図るとともに、多様な音楽環境の創造と人材の

育成を図ります。 
 

個別施策の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

(2019) 

現状値 

(2022) 

目標値 

(2025) 
教育用パソコン・タブレット端末等１台当
たりの児童生徒数 

7.6人/台 3.4人/台 1.0人/台 1.0人/台 

教職員 1人当たりの研修講座参加回数 
(2020改訂に 
あたり新設) 

3.8回 2.4回 2.5回 

ICT機器を活用して授業ができる教職員の割合 
(2024改訂に 
あたり新設) 

(2024改訂に 

あたり新設) 
90% 93% 

 
●主な取り組み（P54参照） 

   ①新聞活用事業 
②小中学校の全国音楽祭参加支援事業 

   ③奨学資金給与事業 
④未来を拓く教育の情報化推進事業 
⑤教育の DX推進事業 
 
  

基本目標６ 教育の質の向上と誰もが楽しく学べる環境づくり 

施策１ AI等も活用した先進的な教育による質の向上[６－１] 

30 変化の激しいこれからの社会を生きる子どもたちに身につけさせたい力として「確かな学力」や「豊かな心」、

「健やかな体」の３つの要素から構成される力。 

31 社会人・職業人として自立していくための望ましい勤労観・職業観を育てる教育。 
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 ■施策の方向 

国際化が著しく進展する現代では、グローバルな舞台に挑戦し活躍するために英語力の向上は必要不可

欠であり、我が国やふるさとの文化・歴史を十分理解し、次世代へ伝承するとともに、日本人、郡山人と

して誇りを持って世界へ発信できる力の養成が求められています。 

2020年度から実施の学習指導要領では、小学校３・４年で「外国語活動」、５・６年で「外国語科」が

位置づけられており、１・２年については本市独自に「教育課程特例校」として「英語表現科」を位置づ

け、体験的な英語学習や英語による言語活動を通してコミュニケーションを図る資質・能力の素地を育み

ます。 

また、本市には、「大安場古墳」などの史跡、郡山発展の礎となった安積開拓や安積疏水開さくに関す

る歴史的・文化的な遺産、「柳橋の歌舞伎」をはじめとする民俗文化財など、郷土が誇れる貴重な文化財

が数多くあります。 

先人から受け継いだ貴重な文化財を次の世代に継承していくため、保護・保存や活用の取り組み等と併

せ、広く市民に親しまれるよう情報の発信に努めるとともに、文化財に携わる人材の確保と養成を図りま

す。 

現代社会は情報社会であり、IT業界が世界的に急速に成長している中でプログラミングスキルは多く

の職種で求められています。将来を担う子どもたちがコンピュータを理解し上手に活用していく力を身に

着けることは将来の社会で活躍するきっかけになり、子どもたちの可能性を広げることにもつながりま

す。2020年度の学習指導要領の改訂によりプログラミング教育が必修化し、本市では文部科学省の特別

の教育課程(教育課程特例校) を活用して、「プログラミング学習」を教科化し、市全体として組織的・系

統的に取り組みます。 

 

個別施策の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

(2019) 

現状値 

(2022) 

目標値 

(2025) 

民俗芸能記録保存団体数 6団体 8団体(2018) 9団体(2021) 11団体 

ICT支援員の配置学校数 
(2024改訂に 
あたり新設) 

(2024改訂に 
あたり新設) 

41校 45校 

プログラミング授業の児童生徒による満

足度 

(2024改訂に 
あたり新設) 

(2024改訂に 
あたり新設) 85% 85% 

 
●主な取り組み（P55参照） 
①小中学校英語教育推進事業 
②教育内容・方法の充実事業 

   ③適応指導事業 
④未来を拓く教育の情報化推進事業 
⑤教育の DX推進事業 
⑥小中一貫プログラミング教育推進事業 

  

基本目標６ 教育の質の向上と誰もが楽しく学べる環境づくり 

施策２ 世界的視野で活躍できるグローバルな人材の育成[６－２] 
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■施策の方向 

  社会の成熟化・複雑化の度合いが深まる中で、市民一人ひとりが豊かで充実した人生を送るため、自ら

の意思で“いつでも”、“どこでも”自由に学習できる生涯学習の実現が一層必要となっています。 

全ての市民が、生涯を通じて学び、自己を磨き、新たな自分を発見する喜びを体験できるよう、教育機

関・市民団体・行政機関の連携を強め、多様な学習機会や情報を提供し、子どもから高齢者まで市民の自

主的な学習活動を支援します。 

また、地域住民同士の連帯感の醸成や地域で活躍する人材の確保と育成を図るとともに、多様な学習活

動を支援する「知の拠点」と「学びの場」の充実に努めます。 

 

個別施策の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

(2019) 

現状値 

(2022) 

目標値 

(2025) 

公民館利用者数 約 111万人 約 123万人 
（2018） 

約 68万人 
（主催含まず） 

123.5万人
（2023） 

あさかの学園大学学生数 466人 492人 496人 660人 

市民一人当たりの図書貸出冊数 3.4冊 3.7冊 3.3冊 4.0冊 

郡山市電子図書館の閲覧人数 (2024改訂に 
あたり新設) 

(2024改訂に 
あたり新設) 

19,495人 50,000人 

学習スペース利用者延べ人数 
(2024改訂に 
あたり新設) 

(2024改訂に 
あたり新設) 

(2024改訂に 
あたり新設) 

9,000人 

 
●主な取り組み（P56参照） 
 ①歴史資料保存整備事業 
 ②指定文化財保護事業 
 ③(仮称）歴史情報・公文書館施設整備及び麓山地区立体駐車場整備事業 
④生涯学習支援事業 

  ⑤地域のびのび子育て支援事業 

  

基本目標６ 教育の質の向上と誰もが楽しく学べる環境づくり 

施策３ 誰もが学ぶことができる学習機会の確保・充実 [６－３] 
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５ 各基本目標の KPI・個別施策の KPI・事業一覧 
基本目標１：DXに対応した生産性の向上と魅力ある雇用環境の創出 

No. 各基本目標の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

（2019） 

現状値 

（2022） 

目標値 

（2025） 
説明 

1 小売業商品販売額 
3,406億円/年 

(2012) 
4,337億円/年 4,249億円/年 4,287億円/年 

商業統計調査及び経

済センサスに基づく

小売業商品販売数 

2 製造品出荷額 
8,411億円/年 

(2013) 

7,101億円/年 

(2018) 

6,466億円/年 

(2021) 
6,807億円/年 

工業統計調査及び経

済センサスに基づく

製造品出荷額 

3 
新たな企業立地に

伴う新規雇用者数 
― 325人 325人 670人 

西部第一工業団地等

への企業立地に伴う

新規雇用者数 

施策１ 「知の結節点」としての優位性を生かした積極的な企業誘致と新たな市場開拓[１－１] 

No. 個別施策の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

（2019） 

現状値 

（2022） 

目標値 

（2025） 
説明 

1 創業・起業者数 54件/年 
50件/年 

(2018) 
79件/年 77件/年 

市内において、新たに

創業・起業した人の数 

2 

郡山西部第一工業

団地等への企業立

地件数 

― 5区画/年 6区画/年 5区画/年 

郡山西部第一工業団

地等への企業立地件

数 

3 
商談会等による商

談件数 

(2020改訂に 

あたり新設) 
80件/年 292件/年 300件/年 

商談会等による商談

件数 

              

No. 事業名 事業概要 担当部課 

1 

あすまち郡山推進

事業（スモールスタ

ート支援事業） 

基金を運用する財団や地域団体等によるコンソーシアムにより、まちづ

くりに資する先駆的かつ実験的な取組を始めようとするこおりやま広

域圏内の個人、事業者、地域団体等を、資金面及びノウハウ面で支援し

ます。 

政策開発部 

政策開発課 

2 
デジタルファース

ト推進事業 

行政サービスの 100％オンライン化、デジタル化の実現に向け DXを推進

し、「デジタルファースト」、「ワンスオンリー」、「コネクテッド・

ワンストップ」の考え方等を基に、ICT を活用した市民の利便性の向上

を図ります。 

政策開発部 

ソーシャル 

メディア推進課 

3 
オープンデータ利

活用推進事業 

市が保有するデータを、市民や企業等が容易に二次利用できる形式で整

備し、公開することにより、市民サービスの向上やまちづくりの促進、

経済の活性化を図ります。 

政策開発部 

ソーシャル 

メディア推進課 

4 
ローカル 5G 導入調

査事業 
国や先進自治体の動向を調査し、ローカル 5Gの活用を検討します。 

政策開発部 

ソーシャル 

メディア推進課 

5 
創業・事業承継支援

事業 

郡山市創業支援等事業計画に基づく創業支援等事業により創業者を育

成するとともに、新たな事業展開に取り組む中小企業者を支援します。 

産業観光部 

産業政策課 

6 
郡山産品販路拡大

事業 

本市への進出企業と地元企業及び地元企業間のマッチング等を行い地

元産品の販路拡大を図ります。 

産業観光部 

産業政策課 

7 
中小企業の国際化

支援事業 

国際化を推進する団体を支援し中小企業の国際化を図ります。また、海

外展開ファストパス制度を活用する事業所を支援します。 

産業観光部 

産業政策課 

8 
こおりやま中小企

業活性化事業 

中小企業の成長発展、持続的発展を目指し、様々な課題に応じた取り組

みを実施します。 

産業観光部 

産業政策課 

9 
商業施設等誘致活

動事業 

有数の高速交通体系が整備された本市の地理的優位性を活かし、中心市

街地をはじめ、地域の活性化に寄与する商業施設等の誘致や流通団地の

整備について研究します。 

産業観光部 

産業政策課 

10 企業誘致活動事業 
地域経済の活性化と雇用の創出を図るため、西部第一工業団地等への企

業誘致活動を実施します。 

産業観光部 

産業創出課 
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施策２ 多様な学術研究機関と地元企業が連携した地方発イノベーション[１－２] 

No. 個別施策の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

（2019） 

現状値 

（2022） 

目標値 

（2025） 
説明 

1 産学官コーディネート数 ー 
23件/年 

(2018) 
21件/年 30件/年 

研究機関と地元企業

等のニーズ・シーズ

の把握によるマッチ

ング件数 

2 
産学官連携による共同研

究に参画した企業数 
― 

21件/年 

(2018) 
6件/年 25件/年 

大学や公設研究機関

等と連携し共同研究

を実施する企業の件

数 

3 
新エネルギーを導入した

公共施設における出力 

(2024 改訂に 

あたり新設) 

(2024 改訂に 

あたり新設) 
12kw 15kw 

新エネルギーを導入

した公共施設におけ

る出力 

              

No. 事業名 事業概要 担当部課 

1 
新エネルギー普及促進事

業 

新エネルギー（太陽光、地中熱、風力、小水力、太陽熱等）の普及を

促進するため、公共施設への設置や民間事業者への導入支援を行う

とともに、一般家庭に設置する設備の費用助成を行います。 

生活環境部 

環境政策課 

2 
農学研究成果活用推進事

業 

連携している福島大学食農学類や東京農工大学の知的財産を活用

し、公開授業・実践教育プログラムの実施や出張研究室の開設等を行

います。 

農林部 

農業政策課 

3 農商工連携推進事業 

農業団体や商工団体等が集まり、相互に意見交換をすることで、農商

工連携の機運を高め、連携事業に係るビジネスプランのブラッシュ

アップを図る。 

産業観光部 

産業政策課 

4 
メディカルクリエーショ

ン推進事業 

医療関連産業分野を中心とする新たな産業集積拠点の可能性等につ

いて調査・検討を進めます。 

産業観光部 

産業創出課 

5 産業イノベーション事業 
産総研及び医療機器開発支援センターをはじめ学金官と連携した地

元企業の支援により新産業創出を目指します。 

産業観光部 

産業創出課 

6 知的財産活用推進事業 

知財を活用できる人材の育成や、知財を活用した企業間マッチング

事業の実施により、中小企業の製品開発や技術力の高度化、高付加価

値化等を支援します。 

産業観光部 

産業創出課 

7 新事業創出促進事業 
公益財団法人郡山地域テクノポリス推進機構等を支援し、高度技術

産業の集積とともに既存企業の強化と新事業の創出を図る。 

産業観光部 

産業創出課 

8 産業 DX推進事業 

中小企業の収益力向上を目指し、ＩＴ化、デジタル化及びＤＸに取り

組む事業者への伴走支援やオンライン活用セミナー等を実施しま

す。 

産業観光部 

産業雇用政

策課 
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施策３ 農林業の ICT化と構造改革による成長産業化[１－３] 

No. 個別施策の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

（2019） 

現状値 

（2022） 

目標値 

（2025） 
説明 

1 
地域と連携して開

発した商品数 
1件 9件 15件 12件 

農商工観連携により

創出された商品数 

2 
ワイン用ブドウ生

産量 

(2020改訂に 

あたり新設) 
18t 39t 50t 

「逢瀬ワイナリー」

産地形成によるワイ

ン用ブドウ生産量 

3 

国内・国外におけ

る郡山産米「あさ

か舞」販売量 

1,747t/年 
1,760ｔ/年

(2018) 

1,468ｔ/年

(2021) 
2,000ｔ/年 

郡山産米「あさか舞」

の国内外における販

売量 

4 

鯉養殖生産量（県

南鯉養殖漁業共同

組合） 

550t/年 
797ｔ/年

(2018) 
660ｔ/年 800ｔ/年 

県南鯉養殖漁業共同

組合における鯉養殖

生産量 

              

No. 事業名 事業概要 担当部課 

1 食と農推進事業 
農林水産物の PR 販売イベントを開催し、市民の本市農業への理解と農

産物の消費拡大を推進します。 

農林部 

農業政策課 

2 
豊かな地域農業を

担う農家育成事業 

意欲ある農業経営者の育成確保を図るため、経営指導や各種研修の実

施、資金の交付等、生産基盤の強化等に係る各種補助事業の実施により、

担い手の育成、支援を促進し、地域農業の活性化を図ります。 

農林部 

農業政策課 

3 
郡山地域産業６次

化推進事業 

異業種が連携した新たな産業ネットワークを構築し、地域経済の活性化

を図ります。 

農林部 

園芸畜産振興課 

4 
鯉６次産業化プロ

ジェクト 

郡山市の鯉を地元特産品として定着させると共に新たな食文化の創造

を図ります。 

農林部 

園芸畜産振興課 

5 
果樹農業６次産業

化プロジェクト 

「ふくしま逢瀬ワイナリー」を中心として果実の生産・加工・販売を一

連として運営するプロジェクトを実施し、農業の振興と地域活性化を図

ります。 

農林部 

園芸畜産振興課 

6 
農産物等海外連携

事業 

農林水産物の新たな販路拡大による地域経済の活性化を進めるため、輸

出先となる国のニーズの把握や、現地での PR等を実施し、こおりやま広

域圏産品の輸出拡大を推進します。 

農林部 

園芸畜産振興課 

7 
郡山産農産物等販

売促進事業 

首都圏等で開催されるイベント等への出展や、新聞、雑誌等への情報提

供により、本市農産物等の販売促進に繋げます。 

また、市内生産者のネット販売力強化に向けた取り組みを実施します。 

農林部 

園芸畜産振興課 

8 農福連携推進事業 

農福連携の制度理解を促進し、農業者と障がい福祉サービス事業所との

マッチングによる障がい者の農作業体験を実施しながら、障がい者が農

業で働きやすい環境づくりを進めます。 

農林部 

園芸畜産振興課 

9 
農業実証・普及事

業 

野菜・花き等の園芸作物を主体とした複合経営を推進するため、実証栽

培を行うとともに、農家への普及や後継者の育成を図ります。 

農林部 

園芸畜産振興課 

10 
農業経営改善指導

事業 

次世代を担う意欲ある農業後継者や女性農業者が農業経営に参画しや

すい就業環境の整備を図り、農業経営の安定化に向け、家族間での経営

内容を共有し、経営目的や家族間の役割を明文化する家族経営協定を推

進します。 

農業委員会 

事務局 
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施策４ 誰もが安心して働くことができる魅力的な就業環境と担い手の確保[１－４] 

No. 個別施策の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

（2019） 

現状値 

（2022） 

目標値 

（2025） 
説明 

1 

新規高等学校卒業者

の県内企業への就職

内定率 

78% 99.6%(2018) 99.1% 100% 

ハローワーク郡山管

内における就職希望

の新規高卒者の県内

就職内定率 

2 
就労の場確保事業
参加者数 

（2024改訂に

あたり新設） 

（2024改訂に

あたり新設） 
759人 500人 

就労の場確保事業
参加者数 

              

No. 事業名 事業概要 担当部課 

1 
ICT を活用した働き方

改革推進事業 

業務効率を向上させるための情報システムの導入やテレワークの実

現に向けた環境を整備します。また、既に導入している web 会議シ

ステムについて、「こおりやま広域圏」での情報の共有等への活用

を見据え整備します. 

政策開発部 

ソーシャル 

メディア推進課 

2 
介護資格取得支援事

業 

人材が不足している介護分野への人材を確保するため、学生及び求

職者の介護資格取得費用の助成を行います。 

政策開発部 

雇用政策課 

3 
多様な働き方支援事

業 

就労の不安定な方や就労困難な方の就職を支援するため、相談や就

労体験を実施します。 

政策開発部 

雇用政策課 

4 
大学生等インターン

シップ推進事業 

企業と学生等の「出会い」の創出を支援し、学生等の職場定着の促

進を図ります。 

政策開発部 

雇用政策課 

5 
就職応援サービス改

善事業 

郡山市の雇用における課題や施策を整理し、関係機関と連携・協議

しながら、新たな雇用創出を図ります。また、障がい者や、外国人

雇用等について、関係課を交えた意見交換を行い、課題を整理しま

す。 

政策開発部 

雇用政策課 

6 
高年齢者就業機会確

保事業 

高年齢者に対して生きがいの充実や社会参加の推進を図るため、公

益社団法人郡山市シルバー人材センターへ運営費を補助します。ま

た、シルバー人材センターに準ずる団体を高年齢者等就業支援団体

として認定し、高年齢者等に対する就業の機会の確保及び組織的提

供をします。 

政策開発部 

雇用政策課 

7 
職業能力開発推進事

業 

高度な専門技術の習得と有能な技能者等の養成のため、郡山高等職

業能力開発校及び郡山商工会議所ビジネススクールに対し、運営費

を補助します。 

政策開発部 

雇用政策課 

8 
被保護者就労支援事

業 

生活支援課に「ハローワークコーナー」を設置し、本市とハローワ

ークが連携して、生活保護受給者等に対し、ワンストップ型の就労

支援を行います。 

保健福祉部 

生活支援課 

9 
障がい者就労支援事

業 

就労移行支援事業所と連携して障がい者の職場体験学習を実施しま

す。 

保健福祉部 

障がい福祉課 

10 
農福連携推進事業【再

掲】 

農福連携の制度理解を促進し、農業者と障がい福祉サービス事業所

とのマッチングによる障がい者の農作業体験を実施しながら、障が

い者が農業で働きやすい環境づくりを進めます。 

農林部 

園芸畜産振興課 

11 人材育成事業 
商工業団体等が行う研修会や中小企業大学校等公的機関における研

修支援など、環境の変化に対応できる人材の育成を図ります。 

産業観光部 

産業政策課 

12 労働情報発信事業 
県内外の大学生等の市内企業への就職促進を図るため、ＤＸを活用

した市内企業の紹介や就職活動に役立つ情報を発信します。 

政策開発部 

雇用政策課 
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基本目標２：地域の魅力発信と「関係人口」の創出 

No. 各基本目標の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

（2019） 

現状値 

（2022） 

目標値 

（2025） 
説明 

1 社会移動率 ― -0.00059 -0.00277 
最大約 4ポイント 

改善（2040） 

2040年時点で 74歳ま

での社会移動率を段階

的に改善 

2 
交流人口（観光客入

込客数） 

約 362万人/

年 

約 493万人/

年 

約 282万

人/年 
500万人/年 

本市を訪れた観光客の

人数 

施策１ 地域資源ブランド化による海外も含めた観光誘客と情報発信[２－１] 

No. 個別施策の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

（2019） 

現状値 

（2022） 

目標値 

（2025） 
説明 

1 
こおりやまファン

クラブ加入者数 
1,214人 

1,487人

(2018) 
1,713人 2,000人 

こおりやまファンクラ

ブ加入申込者の数 

2 
コンベンション開

催件数 
850件/年 

877件/年

(2018) 
561件/年 900件/年 

本市で開催されたコン

ベンションの件数 

3 
市公式 LINE 登録
者の数 

(2024改訂に

あたり新設) 

(2024改訂に

あたり新設) 

14,459
人 

17,500人 
市公式 LINE登録者の
数 

              

No. 事業名 事業概要 担当部課 

1 Wi-Fi環境整備事業 

市役所窓口等に Wi-Fi 環境を導入し、来訪者がブロードバンドサービ

スを利用できる環境の整備を進めます。 

政策開発部 

ソーシャル 

メディア推進課 

2 
こおりやまインフ

ォメーション事業 

広報こおりやま等を活用した広報事業を展開します。 政策開発部 

広聴広報課 

3 
ウェブ等情報発信

事業 

市ウェブサイトによる市政情報の効果的な発信に努めるとともに、利

用者の満足度を高めるため、検索の利便性向上を図ります。 

政策開発部 

広聴広報課 

4 
シティプロモーシ

ョン推進事業 

本市の認知度・知名度の向上、交流・関係・定住人口の増加を図るた

め、シティプロモーション活動を推進します。 

文化スポーツ部 

国際政策課 

5 
日本遺産魅力発信

推進事業 

日本遺産「未来を拓いた『一本の水路』」の魅力について、広く国内外

に向けたプロモーション活動を推進します。 

文化スポーツ部 

国際政策課 

6 
鯉６次産業化プロ

ジェクト【再掲】 

郡山市の鯉を地元特産品として定着させると共に新たな食文化の創造

を図ります。 

農林部 

園芸畜産振興課 

7 

果樹農業６次産業

化プロジェクト【再

掲】 

「ふくしま逢瀬ワイナリー」を中心として果実の生産・加工・販売を

一連として運営するプロジェクトを実施し、農業の振興と地域活性化

を図ります。 

農林部 

園芸畜産振興課 

8 
インバウンド観光

推進事業 

こおりやま広域圏の構成市町村と連携し、インバウンド施策を推進し、

観光交流人口の拡大による観光産業及び地域経済の活性化を図りま

す。 

産業観光部 

観光課 

9 
コンベンション都

市推進事業 

コンベンション誘致活動、主催者支援等により、郡山エリア・福島県

域における地域経済の活性化を図ります。 

産業観光部 

観光課 

10 観光誘客事業 

こおりやま広域圏の構成市町村と連携し、首都圏等を中心に観光 PR等

の事業を実施し、観光誘客を進め、観光産業及び地域経済の活性化を

図ります。 

産業観光部 

観光課 

11 物産振興事業 

こおりやま広域圏の構成市町村と連携し、圏域物産品の情報発信・販

路拡大を推進し、地域ブランディング強化に取組み、物産の振興を図

ります。 

産業観光部 

観光課 

12 観光地整備事業 
観光地の利便性や安全性など観光客の受入体制の向上を図るため、観

光地周辺や観光施設の整備・維持・管理を行います。 

産業観光部 

観光課 

13 
観光案内所運営事

業 

東北地方の各観光案内所や、こおりやま広域圏構成市町村と連携し、

インバウンド対応を含めた提供サービスの充実など案内所の高度化を

進めます。 

産業観光部 

観光課 

14 郡山 DMO推進事業 

観光地経営の中核となる DMO の役割を担う一般社団法人郡山市観光協

会の運営を支援し、民間活力やノウハウを活かした交流人口拡大によ

る地域経済の活性化を図ります。 

産業観光部 

観光課 

15 
猪苗代湖の水を守

りたい事業 

水道水源である猪苗代湖の環境保全を啓発するために、市民及び上下

水道局職員による猪苗代湖岸清掃を実施します。 

上下水道局 

総務課 
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施策２ 地域の特色ある歴史、音楽などの文化振興とスポーツ環境の充実[２－２] 

No. 個別施策の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

（2019） 

現状値 

（2022） 

目標値 

（2025） 
説明 

1 
市民音楽祭参加イベ

ント数 
207件 205件(2018) 120件 245件 

市で行われている音

楽イベントの件数 

2 
「開成館」、「歴史資

料館」入場者数 
13,765人 

14,779人

(2018) 

3,564人 

(歴史資料館) 
開誠館は休館中 

53,600人 
「開成館」、「歴史

資料館」入場者数 

3 
市内プロスポーツ試

合観戦来場者数 
40,911人 40,710人 44,839人 48,000人 

市内で開催されるプ

ロスポーツ試合観戦

来場者数 

4 
市民一人当たりのス

ポーツ施設利用回数 
3.4回/年 3.5回/年 2.5回/年 4.0回/年 

市スポーツ施設の年

間利用者数/人口 

              

No. 事業名 事業概要 担当部課 

1 

2020 東京オリンピッ

ク・パラリンピック対

策事業 

東京 2020オリンピック・パラリンピックの事前キャンプやイベント

の誘致に向けた活動を行います。 
文化スポーツ部 

スポーツ振興課 

2 
郡山シティーマラソ

ン大会開催事業 

マラソン大会の開催を通して、健康づくりとスポーツを通じた交流

による地域の復興、活性化を図ります。 

文化スポーツ部 

スポーツ振興課 

3 
スポーツ事業開催・助

成事業 

本市スポーツの底辺拡大及び競技力の向上を図るため、市主催・共

催大会に対し事業運営費の助成及び大規模大会誘致のための助成を

行います。 

文化スポーツ部 

スポーツ振興課 

4 
国際大会参加支援事

業 

国際大会等の参加者に激励金を交付し、出場者の負担軽減、競技力

の向上や市民のスポーツ意識高揚を図ります。 

文化スポーツ部 

スポーツ振興課 

5 

健康づくりのための

スポーツ・レクリエー

ション啓発事業 

気軽にできるスポーツを日常生活の中に取り入れられるよう、運動

習慣を市民に広報します。 
文化スポーツ部 

スポーツ振興課 

6 
日本遺産魅力発信推

進事業【再掲】 

日本遺産「未来を拓いた『一本の水路』」の魅力について、広く国内

外に向けたプロモーション活動を推進します。 

文化スポーツ部 

国際政策課 

7 
小中学校の全国音楽

祭参加支援事業 

市立学校児童生徒の全国音楽祭出場にかかる経費を助成し、音楽活

動の支援を図ります。 

学校教育部 

学校教育推進課 
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施策３ 地方への人の流れをつくり、地方を訪れ住み続けるための移住・定住環境の整備と「関係人口」の 

創出 [２－３] 

No. 個別施策の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

（2019） 

現状値 

（2022） 

目標値 

（2025） 
説明 

1 
創業・起業者数【再

掲】 
54件/年 

50件/年 

(2018) 
79件/年 77件/年 

農業・農村体験イベント

参加者数 

2 
農業・農村体験イベン

ト参加者数 
252人 398人 643人 600人 

農業・農村体験イベント

参加者数 

3 農家民宿宿泊者数 158人 70人 0人 100人 農家民宿宿泊者数 

4 
市内大学・短大・専門

学校の学生数 
10,799人 

10,796人

(2018) 
10,609人 

維持 

(2014の 

10,799人) 

市内に立地する大学・短

大・専門学校の学生・生

徒数 

              

No. 事業名 事業概要 担当部課 

1 移住・定住促進事業 
人口減少・少子高齢化という課題に対し、移住・定住を促進し、地

域おこし協力隊等の活用について調査します。 

政策開発部 

政策開発課 

2 

こおりやま広域圏チャ

レンジ「新発想」研究

塾 

住民ニーズを的確に捉え、地域の魅力を高めた住民満足度の高いま

ちづくりを実現するため、市及びこおりやま広域圏の若手職員で構

成する政策研究会を開催し、意見交換、まちづくりへの提言等を行

います。 

政策開発部 

政策開発課 

3 多文化共生推進事業 
外国人等の利便性の向上を図るため、情報媒体の多言語化のほか、

外国人住民等とのコミュニケーション能力の向上を推進します。 

文化スポーツ部 

国際政策課 

4 都市間等交流推進事業 
相互発展や友好関係の増進を目的とし、国内外の姉妹都市等と文化

や経済、教育など各分野において交流を促進する。 

文化スポーツ部 

国際政策課 

5 
シティプロモーション

推進事業【再掲】 

本市の認知度・知名度の向上、交流・関係・定住人口の増加を図る

ため、シティプロモーション活動を推進します。 

文化スポーツ部 

国際政策課 

6 
ふるさと田舎体験推進

事業 

農業体験等を通して、都市住民を農村地域へ誘導し、農業への理解

と地域の活性化を推進します。 

農林部 

農業政策課 

7 
山村振興農林漁業対策

事業 

山村振興地域において、地域資源の活用を進めるとともに、景観形

成作物や農業体験により、農業や食への関心を高めるなど、農山村

の活性化を図ります。 

農林部 

農業政策課 

8 農業体験食育普及事業 

市民が「食」に関心を持ち農業への理解を深めてもらうために農業

体験を実施します。また農業者の高齢化や就農者の減少が進む中、

農作業が集中する時期の栽培管理作業を補助する人材を育成しま

す。 

農林部 

園芸畜産振興課 

9 
Ｚ世代地域活躍推進事

業 

わかものボーダーレスプロジェクトや（仮称）Ｚ世代まちづくりマ

ッチング事業を通して、若者の活躍に資する取組を支援し、Ｚ世代

と地域との連携を促進します。 

政策開発部 

政策開発課 
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基本目標３：切れ目無い子育て支援と女性・子育て世代の活躍推進 

No. 各基本目標の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

（2019） 

現状値 

（2022） 

目標値 

（2025） 
説明 

1 合計特殊出生率 1.49 
1.47 

(2018) 

1.36 

(2021) 
1.63 

一人の女性が一生に産

む子どもの平均数を段

階的に改善 

2 出生数 2,694人 
2,510人

(2018) 
1,978人 3,000人 

一年に生まれる子ども

の数 

施策１ 結婚～妊娠～出産～子育ての切れ目ない支援[３－１] 

No. 個別施策の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

（2019） 

現状値 

（2022） 

目標値 

（2025） 
説明 

1 

待機児童数(認可

保育所等) 

(4月時点) 

― 20人 0人 0人 

入所申請をしたが、保

育所に入所できない状

態にある児童数 

2 

利用者アンケート

における「認可保

育施設」の満足度 

(2020改訂に 

あたり新設) 
― 92.6%(2021) 100% 

利用者アンケートにお

いて「認可保育施設」

に対して満足と回答し

た人の割合 

3 

市民意見レーダー

における「子育

て」の満足度 

58.4点 72.5点 74.4点 74.0点 

市民意見レーダーにお

いて「子育て」に対し

満足と回答した人の割

合 

4 
ニコサポアプリ
登録者数 

(2024改訂に 

あたり新設) 

(2024改訂に 

あたり新設) 
5,136 8,000 

母子手帳機能を中心と

したサービスを提供す

る郡山市ニコサポアプ

リの登録者数 

              

No. 事業名 事業概要 担当部課 

1 
放課後児童健全育

成事業 

放課後児童クラブを運営し、保護者が就労等により昼間家庭に居ない

児童に対し、適切な遊び及び生活の場を提供して、児童の健全育成を

推進します。 

こども部 

こども未来課 

2 
子育て環境整備促

進事業 

出産記念品の贈呈及びおむつ替え・授乳等が可能な公共・民間施設の

周知を図ります。 

こども部 

こども未来課 

3 
妊産婦健康診査事

業 

妊産婦健康診査の助成を行います。 こども部 

こども支援課 

4 
母子保健推進活動

事業 

育児不安を軽減するための教室の開催や相談事業・訪問指導等を実施

します。 

こども部 

こども支援課 

5 母子健康教育事業 
発達段階に応じた思春期保健講座を開催します。 こども部 

こども支援課 

6 
こども医療助成事

業 

子どもの健康増進と保護者の負担軽減を図るため、出生から 18歳まで

の医療費を助成します。 

こども部 

こども支援課 

7 産後ケア事業 

妊娠期から切れ目のない子育て支援の充実を図るため、産院を退院し

心身ともに不安定になりやすい時期に産後ケア事業（ショートステイ・

デイケア）を利用することで母体回復や育児不安の軽減を図ります。 

こども部 

こども支援課 

8 
子育て世代包括支

援センター事業 

妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援を行うため、専門のコー

ディネーターを配置し、妊産婦及び乳幼児の健康の保持増進に関する

包括的な支援を行います。 

こども部 

こども支援課 

9 
保育所等保育料無

料化・軽減等事業 

認可・認可外保育施設に通う第一子児童の保育料を無料化・軽減しま

す。 

こども部 

こども育成課 

10 
認可保育所等整備

補助事業 

待機児童の解消と保育環境の向上のため、計画的に民間認可保育所等

の設置を図ります。 

こども部 

こども育成課 

11 
認可外保育施設支

援事業 

認可外保育施設に対し絵本の配布や屋内遊具等を譲与することによ

り、保育環境の充実を図ります。 

こども部 

こども育成課 

12 
私立幼稚園運営費

補助事業 

私立幼稚園 29園に運営費を補助し、幼児教育の振興を図ります。 こども部 

こども育成課 

13 
私立保育園運営費

補助事業 

特定非営利活動法人郡山市私立保育園連絡協議会に対して助成を行い

ます。 

こども部 

こども育成課 

14 
特定教育・保育施

設等補助事業 

認定こども園、保育所等の研修費等の一部を補助し、安定した保育所

の運営を図ります。 

こども部 

こども育成課 
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No. 事業名 事業概要 担当部課 

15 

 

多子世帯保育料軽

減事業（認可外保

育施設） 

 

認可外保育施設に通う多子世帯の児童にかかる保育料の一部を助成し

ます。 

こども部 

こども育成課 

16 
保育士・保育所支

援センター事業 

保育士を安定的に確保するため、潜在保育士の掘り起こしや就労相談、

再就職支援研修会を実施します。また、保育補助者及び保育支援者の

雇用に要する費用への補助に加え、保育士用の宿舎を借り上げるため

の費用への補助、民間認可保育施設に新規採用された保育士への一時

金支給を実施し、保育人材の確保に努めます。 

こども部 

こども育成課 

17 
病児・病後児保育

事業 

就労環境の整備と保護者負担の軽減を図るため、病気中で保育所等に

通所できない小学校６年生までの児童の一時預りを実施します。 

こども部 

こども育成課 

18 
医療的ケア児保育

支援事業 

保育所等に看護師等を配置し、保育の認定を受けた医療的ケア児（人

工呼吸器を装着している障がい児等、日常生活を営むために医療を必

要とする児童）の保育を行ないます。 

こども部 

こども育成課 

19 家庭教育充実事業 

保護者等が子どもたちの発達段階に応じた行動や考え方を理解し、子

どもたちの健全な人格形成を図るため、家庭教育に関する学習会等を

開催します。 

教育総務部 

生涯学習課 
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施策２ 子どもたちが健やかに成長できる地域づくり[３－２] 

No. 個別施策の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

（2019） 

現状値 

（2022） 

目標値 

（2025） 
説明 

1 
体力・運動能力調査の

全国との比較割合 

小学校５年

生： 

37.5% 

中学校２年

生： 

12.5% 

小・義 5年

生： 

25.00%(2018) 

中 2・義 8年

生： 

56.25%(2018) 

小・義 5年生： 

16.66% 

中 2・義 8年

生： 

27.77% 

小・義 5年生： 

62.5% 

中 2・義 8年

生： 

62.5% 

体力・運動能力

調査の全国と

の比較割合（小

学校５年生、中

学校２年生） 

2 育児家庭訪問実施数 82件 68件(2018) 52件 100件 
育児家庭訪問

実施数 

3 
３歳児健診虫歯有病者

率 
25.4% 17.22%(2018) 11.49% 10.0% 

３歳児健診に

おける虫歯有

病者率 

              

No. 事業名 事業概要 担当部課 

1 
郡山市震災後子どもの

ケアプロジェクト事業 

子どもや保護者等に対して、心のケアに関する相談会や、子どもの遊

びと運動に関する実技講習会等を開催します。 

こども部 

こども未来課 

2 地域子ども教室事業 

地域の参画を得ながら、子どもたちに、勉強・スポーツ・文化活動等

の場を提供し、放課後の児童の安全で健やかな居場所づくりに取り組

みます。 

こども部 

こども未来課 

3 幼児歯科保健事業 
幼児期のむし歯予防に向け、継続的な歯科指導を実施します。 こども部 

こども支援課 

4 幼児肥満予防対策事業 
幼児期の肥満予防のため、正しい食習慣についての知識の普及啓発を

図ります。 

こども部 

こども支援課 

5 養育支援訪問事業 
ホームヘルパーの派遣を行うほか、育児支援が必要な家庭に助産師や

保健師等を派遣し、育児不安の解消、助言・指導を行います。 

こども部 

こども支援課 

6 児童虐待防止啓発事業 
児童虐待の未然防止及び早期発見、早期対応を推進するために、啓発

活動等を進めます。 

こども部 

こども支援課 

7 
幼稚園・保育所等児童

カウンセリング事業 

臨床心理士が助言と指導を行なうことによって、発達障がい児等の保

護者や保育士の悩みや不安の解消を図り、児童の健やかな発達を促し

ます。 

こども部 

こども育成課 

8 
保育所地域ふれあい事

業 

保育所行事において、世代間交流を推進し、地域に開かれた保育所運

営を図ります。 

こども部 

こども育成課 

9 
小中学生の体力向上推

進事業 

児童生徒の体力・運動能力等を継続的に把握し、学校の教育活動全体

を通じて、児童生徒一人一人の体力向上につなげます。 

学校教育部 

学校管理課 

10 いじめ防止等啓発事業 

「郡山市いじめ防止基本方針」に基づき、いじめ防止リーフレット等

を活用するなどして、児童生徒の人権意識を高め、いじめのない環境

づくりを推進します。 

学校教育部 

学校教育推進

課 
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施策３ 全てのひとが働きやすくなる働き方改革の実現[３－３] 

No. 個別施策の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

（2019） 

現状値 

（2022） 

目標値 

（2025） 
説明 

1 
審議会・委員会等の

女性委員登用率 
29.7% 28.1% 30.7% 40% 

地方自治法に基づく行政委

員及び委員会等における女

性委員の割合 

2 
ファミリーサポート

センター活動件数 
2,829件 

3,189件

(2018) 
1,869件 2,000件 

ファミリーサポートセンタ

ーへ登録する会員同士の地

域における子どもの預かり

活動件数 

3 
育パパサポート奨励

金支給人数 
― 5人 12人 10人 

民間企業の男性従業員が育

児休業を取得した場合に奨

励金を支給した人数 

              

No. 事業名 事業概要 担当部課 

1 
育パパサポート奨励

事業 

男性従業員の育児休業取得を促進するため、国が企業へ助成した場

合、従業員に対して奨励金を支給します。 

政策開発部 

雇用政策課 

2 女性活躍推進事業 
企業等における女性の登用等に向けた取組みを支援することにより、

女性の活躍の加速化を図ります。 

市民部 

男女共同参画課 

3 
男女共同参画推進事

業 

各種イベント等の実施により男女共同参画に対する理解や関心を高

め、男女共同参画社会の実現を目指します。 

市民部 

男女共同参画課 

4 
介護サービス適正実

施指導事業 

介護サービスの質の確保・向上や介護サービスの適正な実施を図るた

め、介護サービス事業者等へ指導・支援を行います。 

保健福祉部 

介護保険課 

5 
ファミリーサポート

センター事業【再掲】 

地域における子育てサポート体制・ネットワークの整備を図り、会員

同士の相互援助活動を推進します。 

こども部 

こども支援課 

6 
一時預かり事業【再

掲】 

急な用事や短期就労など、子育て家庭の様々なニーズに合せて、保育

所及びニコニコこども館、幼稚園等において一時預かりを行います。 

こども部 

こども育成課 
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基本目標４：住民・企業が集う気候変動対応型まちづくりの推進 

No. 各基本目標の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

（2019） 

現状値 

（2022） 

目標値 

（2025） 
説明 

1 

セーフコミュニ

ティ認証取得及

び活動の継続 

― 

認証取得

（2017）及び

活動の継続 

再認証取得

（2022）及び

活動の継続 

活動の継続 

セーフコミュニ

ティ認証取得に

向けた活動 

2 
こおりやま広域

圏における人口 

約 60.8万人 

(2010 国勢調査) 

(15 市町村) 

約 65万人 

(2015 国勢調査) 

(16 市町村) 

約 62万人 

（2022.10.1 

推計人口） 

（17 市町村） 

61.4万人

(2025) 

本市を含む 16 市

町村で構成され

るこおりやま広

域圏人口 

施策１ 災害、事故・犯罪のない安全・安心なまちづくり[４－１] 

No. 個別施策の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

（2019） 

現状値 

（2022） 

目標値 

（2025） 
説明 

1 
温室効果ガス排

出量 

(2020改訂に 

あたり新設) 

2,961千 t-CO2 
(2016) 

2,871千 t-CO2 
(2019) 

1,585千 t-

CO2 
(2020) 

市内から排出さ

れる温室効果ガ

ス排出量 

2 
リサイクル率 

（市全体） 

(2020改訂に 

あたり新設) 

16.11% 

(2018) 
10.63% 25.30% 

市内から排出さ

れる廃棄物のリ

サイクル率 

3 消防団団員数 2,530人 2,416人 2,109人 2,150人 
市消防団に加入

した団員数 

4 
市内交通事故死

亡者数 
11人 9人 5人 5人以下 

年間の市内交通

事故死亡者数 

5 犯罪発生件数 3,341件 2,118件 1,413件 2,000人 
年間の刑法犯の

認知件数 

              

No. 事業名 事業概要 担当部課 

1 
減災プロジェク

ト事業 

民間気象会社との連携及び雨量計の設置により精度の高い降雨

予測等を市民に発信し、浸水被害を軽減します。 

総務部 

防災危機管理課 

2 
自主防災組織活

動支援事業 

各地区の防災体制を強化するため、自主的に防災活動を行う自

主防災組織に対する支援を行います。 

総務部 

防災危機管理課 

3 消防力整備事業 
消防力の整備及び消防体制の充実を図るため、消防施設、消防

装備及び消防水利の整備を行います。 

総務部 

防災危機管理課 

4 
災害時用備蓄品

整備事業 

災害時の応急対策と市民の安全確保を図るため、行政センター

や公共施設等に、備蓄用食糧など避難所用応急物資の備蓄を行

います。また、家庭における備蓄品準備の啓発を行うとともに、

災害時応援協定の締結により生活必需物資等の確保に努めま

す。 

総務部 

防災危機管理課 

5 
地域防災充実事

業 

災害から市民の生命、身体及び財産を守るため、防災会議を開

催するとともに、防災計画の見直しや各種防災啓発事業を行い

ます。 

総務部 

防災危機管理課 

6 防災啓発事業 

防災ハンドブックの活用や親子防災体験事業等により、防災知

識の普及啓発を図るとともに、全市一斉の防災訓練を実施し、

防災意識の高揚と災害対応能力の向上を図ります。 

総務部 

防災危機管理課 

7 
防災情報発信事

業 

災害による被害の未然防止・拡大防止を図るため、多様なメデ

ィアを活用し、災害時の情報を市民や関係機関へ迅速に提供す

る情報発信体制を整備します。 

総務部 

防災危機管理課 

8 
Wi-Fi 環境整備事

業【再掲】 

市役所窓口等に Wi-Fi 環境を導入し、来訪者がブロードバンド

サービスを利用できる環境の整備を進めます。 

政策開発部 

ソーシャル 

メディア推進課 

9 
町内会活動促進

事業 

住民自治組織の健全な育成を図るため、自治会連合会に対し運

営費を助成するとともに加入率向上を図ります。 

市民部 

市民・ＮＰＯ 

活動推進課 

10 
ユニバーサルデ

ザイン推進事業 

UD 社会の実現のため、市民・市民活動団体・事業者・行政が協

働でユニバーサルデザインの推進を図ります。 

市民部 

市民・ＮＰＯ 

活動推進課 

11 
セーフコミュニ

ティ推進事業 

情報の交換や団体間の連携を図ること、防犯・暴排団体の活動

を支援すること等、セーフコミュニティの理念に基づき、市、市

民、事業者等が協働して、安全・安心なまちづくりを進めます。 

市民部 

セーフコミュニテ

ィ課 
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No. 事業名 事業概要 担当部課 

12 
郡山市防犯まち

づくり推進事業 

情報の交換や団体間の連携を図ること、防犯・暴排団体の活動

を支援すること等、セーフコミュニティの理念に基づき、市、市

民、事業者等が協働して、安全・安心なまちづくりを進めます。 

市民部 

セーフコミュニティ課 

13 
交通安全活動事

業 

交通事故をなくすため、セーフコミュニティ活動を推進しなが

ら、交通安全教室、市民大会等を実施するとともに、交通安全活

動団体の活動を支援します。また、高齢者の運転免許証の自主

返納を促し、高齢運転者が原因となる交通事故の防止を図りま

す。 

市民部 

セーフコミュニティ課 

14 防犯灯設置事業 
夜間における犯罪や交通事故を防止し、安全・安心なまちづく

りを進めるため、市道等への防犯灯の設置を行います。 

市民部 

セーフコミュニティ課 

15 
自転車等放置対

策事業 

放置自転車等が原因となる交通障害や事故防止のため、自転車

等駐車場への誘導指導や、チラシによる指導警告、並びに放置

自転車の撤去を行なうとともに、自転車等駐車場の適正な維持

管理を行ないます。 

市民部 

セーフコミュニティ課 

16 
新エネルギー普

及促進事業 

新エネルギー（太陽光、地中熱、風力、小水力、太陽熱等）の普

及を促進するため、公共施設への設置や民間事業者への導入支

援を行うとともに、一般家庭に設置する設備の費用助成を行い

ます。 

生活環境部 

環境政策課 

17 
環境保全啓発事

業 

市民・事業者の環境に対する意識を高めるため、環境情報の提

供、講師派遣、体験活動の実施、環境活動の支援など様々な啓発

事業を実施します。 

生活環境部 

環境政策課 

18 
水素利活用推進

事業 

本庁舎敷地内へ整備・導入した水素ステーションと燃料電池自

動車（FCV）を活用し、FCV の各種イベントでの展示や水素ステ

ーションの見学者受入れ等を実施することにより、水素社会実

現に向けた普及啓発活動を積極的に行うほか、産学官連携プラ

ットフォームである「郡山市水素利活用推進研究会」により水

素利活用の拡大を図る。 

生活環境部 

環境政策課 

19 
エネルギー地産

地消推進事業 

地域内にある再生可能エネルギー電源を最大限に活用し、主に

地域内の公共施設や民間企業等に電力を供給し、地産地消の実

現に向けた取り組みを行います。 

生活環境部 

環境政策課 

20 
地球温暖化対策

事業 

2030年度までに温室効果ガスを 2013年度比で 26%削減するとい

う目標達成に向けては、1自治体のみならず近隣市町村と連携し

た取り組みが重要であることから、「こおりやま広域圏」により

気候変動適応法を含め、地球温暖化対策に関する情報の共有化

を図り、地域一体となって、温室効果ガス排出量の削減に取り

組みます。 

生活環境部 

環境政策課 

21 

子どもの薬物乱

用防止教室実施

事業 

薬物乱用の低年齢化防止のため、薬物に対する正しい知識の普

及と乱用防止を図る授業を行います。 

保健福祉部 

保健所総務課 

22 
自殺対策推進事

業 

自殺防止を図るため、自殺対策に携わる人材の育成や自殺予防

に関する知識の普及啓発、相談体制の強化、うつ病家族教室等

のほか、生きることの包括的支援に係る事業を継続し行います。 

保健福祉部 

保健所 

地域保健課 

23 
街頭補導活動事

業 

青少年の非行防止と健全な環境づくりのため、街頭補導活動や

環境浄化活動等を行います。 

こども部 

こども未来課 

24 

通学路安全対策

事業（道路建設

課） 

登下校中の児童を巻き込む、悲惨な交通事故が全国で多発した

ことを受け、対策工事等により通学路における安全対策の継続

的な強化を図ります。 

建設交通部 

道路建設課 

25 
i-Construction

導入促進事業 

建設業界における労働力不足や厳しい労働環境、また、激甚化

する災害やインフラの老朽化に対応するため、より効果的で安

全性等を高めることができるi-Constructionの導入促進に係る

取組みを行います。 

建設交通部 

道路建設課 

26 
通学路安全対策

事業 

登下校中の児童を巻き込む、悲惨な交通事故が全国で多発した

ことを受け、対策工事等により通学路における安全対策の継続

的な強化を図ります。 

建設交通部 

道路維持課 

27 
避難案内看板設

置事業 

水害や土砂災害時の迅速な避難誘導のため避難案内看板の設置

を進めます。 

建設交通部 

河川課 

28 
浸水対策推進事

業 

浸水被害の軽減を図り、安全・安心に生活できるまちづくりを

目指し、総合的な浸水対策の推進を図ります。 

建設交通部 

河川課 
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No. 事業名 事業概要 担当部課 

29 空家等対策事業 
市内の空き家数及び所有者の意向を把握し、空き家の適切な管

理及び有効活用を図ります。 

建設交通部 

住宅政策課 

30 
通学路等交通安

全確保事業 

「郡山市通学路交通安全プログラム」に基づき、道路管理者、警

察、学校、地域の関係団体が合同で通学路の安全点検を行い、安

全対策を継続的に実施することにより、児童生徒を交通事故か

ら守ります。 

学校教育部 

学校教育推進課 

31 
児童生徒安全安

心推進事業 

小学校新入学児童への防犯ブザーの配付や、関係機関との連携

により、不審者による事件・事故の防止を図ります。 

学校教育部 

学校教育推進課 

32 

雨水貯留施設等

整備事業（ゲリラ

豪雨対策 9年プラ

ン） 

これまでの計画降雨を超過する局所的な豪雨等、雨水流出量の

増大により発生する浸水被害を軽減するため、雨水貯留施設等

の整備を行います。 

上下水道局 

下水道整備課 

33 ３Ｒ推進事業 

ごみの発生抑制、再使用及び再生利用（３Ｒ）を推進するため、

一般家庭及び事業所に対して分別排出の徹底や意識改革を行う

とともに、リサイクル率の向上に努めます。 

環境部 

３Ｒ推進課 
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施策２ 新たな技術を活用した持続可能な公共・社会基盤の構築[４－２] 

No. 個別施策の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

（2019） 

現状値 

（2022） 

目標値 

（2025） 
説明 

1 
公共施設延床面積縮減

率 
― 0.1%(2018) 1.8%(2021)  4.5% 

公共施設延床面積

の縮減率 

2 

民間提案を生かした PPP

による施設の管理運営

数 

48施設 62施設 62施設 160施設 
公募による指定管

理者制度導入施設 

3 

コンビニ、スマホ、クレ

ジットカード決済納付

割合 

(2024改訂に 

あたり新設) 

(2024改訂に 

あたり新設) 
41.0% 40.0% 

市税の納付手段に

ついてキャッシュ

レス決済が使用さ

れている割合 

              

No. 事業名 事業概要 担当部課 

1 
公有資産マネジメント

推進事業 

公共施設の維持管理や新たな整備、施設や土地の公有資産の活用

など、経営的視点に立った行政運営を図ります。 

財務部 

公有資産 

マネジメント課 

2 
旧豊田貯水池利活用事

業 

旧豊田貯水池の利活用について検討します。 財務部 

公有資産 

マネジメント課 

3 
こおりやま応援寄附金

事業 

寄附金制度の周知を図るとともに、寄附者の満足度向上のため、

返礼品の拡充等を検討します。 

税務部 

市民税課 

4 市税啓発促進事業 
市税に対する理解を深め、納税意識の高揚を図るため、課税や収

納の仕組み等をパンフレット等で広報します。 

税務部 

市民税課 

5 税収確保対策事業 
納期内納付を推進するとともに、納税相談の促進や差押財産処分

に伴う不動産・動産の公売を実施します。 

税務部 

収納課 

6 
納税貯蓄組合運営奨励

事業 

税収確保を図るため、納税貯蓄組合を支援します。 税務部 

収納課 
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施策３ 地域連携により暮らし続けられる都市圏の形成[４－３] 

No. 個別施策の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

（2019） 

現状値 

（2022） 

目標値 

（2025） 
説明 

1 

連携中枢都市圏ビジョ

ンにおいて設定する基

本目標の向上項目数 

(2020改訂に 

あたり新設) 
ー 2項目 11項目 

連携中枢都市圏ビ

ジョンにおいて設

定する基本目標の

向上項目数 

              

No. 事業名  事業概要 担当部課 

1 
連携中枢都市圏域内道

路等広域連携事業 

郡山市内及び連携中枢都市圏内の円滑な道路交通を確保するた

め、関係機関への要望活動等を実施するとともに、圏域内道路等

広域連携のあり方について検討を進めます。 

建設交通部 

道路建設課 

2 乗合タクシー導入事業 

市内の公共交通において、各交通事業者との調整による役割の明

確化を図るため、郊外部においては、バス路線の見直しに併せ、

新たな公共交通として、乗合タクシーの導入を図ります。 

建設交通部 

総合交通政策課 

  



基本目標６ 教育の質の向上と誰もが楽しく学べる環境づくり 

- 50 - 

 

基本目標５：あらゆる世代が居場所と役割を持ち生きいきと暮らせるまちづくり 

No. 各基本目標の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

（2019） 

現状値 

（2022） 

目標値 

（2025） 
説明 

1 元気高齢者数 62,947人 68,323人(2018) 71,945人 73,000人 

介護保険制度におけ

る要介護認定を受け

ていいない 65 歳以上

の高齢者の数 

2 
特定健康診査の

受診率 
32.3% 38.2%(2018) 39.7% 41.0% 

市国民健康保険に加

入している 40 歳から

75 歳未満の方の特定

健康診査受診率 

施策１ 高齢者が健康で活躍し続けられるまちづくり[５－１] 

No. 個別施策の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

（2019） 

現状値 

（2022） 

目標値 

（2025） 
説明 

1 

高齢者健康長寿

サポート事業に

より増加した高

齢者の外出数 

延べ 65,679回 

(2015.4-10) 

延べ 231,192回

(2018) 

延べ

120,413回

(2021) 

延べ 270,000回 

高齢者健康長寿サポ

ート事業により増加

した高齢者の外出数 

2 

緊急通報システ

ム 新規申請件

数 

(2020改訂に 

あたり新設) 
187件 205件 236件 

緊急通報システム 

新規申請件数 

              

No. 事業名 事業概要 担当部課 

1 

国民健康保険特

定健康診査・特定

保健指導事業 

特定健康診査等第三期実施計画に基づき、40 歳～74 歳までの国民健

康保険加入者に対し、特定健康診査の受診勧奨と特定保健指導利用の

周知・啓発を実施し、特定健康診査受診率及び特定保健指導実施率向

上を目指すとともに、生活習慣病の予防・改善と、医療費の削減に努

めます。 

市民部 

国民健康保険課 

保健福祉部 

保健所地域保健課 

2 
高齢者健康長寿

サポート事業 

高齢者の社会参加のきっかけづくりとして、70 歳以上の方には、は

り・きゅう・マッサージ、温泉、プール、75 歳以上の方には併せて

バスやタクシーにも利用することのできる共通利用券を交付します。 

保健福祉部 

健康長寿課 

3 

高齢者の生きが

いと健康づくり

事業 

高齢者が趣味やスポーツを通じて豊かな生活を創造できるよう、高齢

者スポーツ大会や作品展を開催します。 
保健福祉部 

健康長寿課 

4 
長寿社会対策推

進事業 

年齢に捉われず地域において活躍できる高齢者の養成、併せて高齢者

自身の社会参加を促すため「あさかの学園大学」を運営します。 

保健福祉部 

健康長寿課 

5 

ひとり暮らし高

齢者等緊急通報

システム事業 

心身に支障のあるひとり暮らし高齢者等に、緊急通報受信センターと

連絡できる機器の貸与を行います。 

保健福祉部 

地域包括ケア 

推進課 

6 
いきいきデイク

ラブ事業 

在宅高齢者の介護予防や閉じこもり防止等のため、通所による各種サ

ービスを提供します。 

保健福祉部 

地域包括ケア 

推進課 

7 包括的支援事業 

介護予防の推進と地域包括ケアの推進を図るため、直営の基幹型地域

包括支援センター及び委託による地域包括支援センターを設置し、高

齢者への総合相談や介護予防ケアマネジメント等を行います。 

保健福祉部 

地域包括ケア 

推進課 

8 
生活支援体制整

備事業 

協議体及び生活支援コーディネーターを配置し、支えあいによる地域

づくりを行うことで、高齢者が住み慣れた地域で安心して在宅生活を

継続していくために必要な多様な生活支援・介護予防サービスを整備

します。 

保健福祉部 

地域包括ケア 

推進課 

9 
在宅医療・介護連

携推進事業 

急速な高齢化が進展する中、医療と介護の両方を必要とする高齢者

が、住みなれた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けること

ができるよう、在宅医療と介護を一体的に提供するために必要な支援

体制を構築します。  

保健福祉部 

地域包括ケア 

推進課 

10 
介護サービス適

正実施指導事業 

介護サービスの質の確保・向上や介護サービスの適正な実施を図るた

め、介護サービス事業者等へ指導・支援を行います。 

保健福祉部 

介護保険課 

11 
乗合タクシー導

入事業 

市内の公共交通において、各交通事業者との調整による役割の明確

化を図るため、郊外部においては、バス路線の見直しに併せ、新た

な公共交通として、乗合タクシーの導入を図ります。 

建設交通部 

総合交通政策課 
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施策２ 住民や多様な主体が支え合える優しい地域づくり[５－２] 

No. 個別施策の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

（2019） 

現状値 

（2022） 

目標値 

（2025） 
説明 

1 
認知症サポーター

養成者数 
8,422人 32,634人 37,034人 55,000人 

認知症サポーター養成講

座の受講者数 

2 

郡山市認知症高齢

者 SOS 見守りネッ

トワーク連絡会加

盟団体数 

57団体

(2015) 
111団体 119団体 140団体 

郡山市認知症高齢者 SOS見

守りネットワーク連絡会

加盟団体数 

              

No. 事業名 事業概要 担当部課 

1 
地域生活支援拠点

整備事業 

障がい者の重度化、高齢化、親亡き後に取り組むため、専任コーディネ

ーターの設置及び緊急時の生活の場や地域生活体験の場の確保など、緊

急時の相談・対応から最終的に地域生活に戻ることができる体制（地域

生活支援拠点）を構築する。 

保健福祉部 

障がい福祉課 

2 
コミュニケーショ

ン等支援事業 

聴覚障がい者等の社会参加と自立の促進を図るため、意思疎通手段の確

保を目的として手話通訳者等を養成し、聴覚障がい者等からの要請に応

じて手話通訳及び要約筆記者を派遣する。また、更なる意思疎通手段の

確保として、ICTを活用した遠隔手話サービス（テレビ電話）を実施す

る。 

保健福祉部 

障がい福祉課 

3 

高齢者にやさしい

住まいづくり助成

事業 

転倒等により要介護状態になることを防止するため、自宅への手すりの

取り付けや段差解消等の軽易な住宅改修費用の一部を助成し、セーフコ

ミュニティの推進を図ります。 

保健福祉部 

健康長寿課 

4 
介護予防・生活支

援サービス事業 

地域の実情に応じて、住民等の多様な主体が参画し、多様なサービスを

充実することで、地域の支え合い体制づくりを推進し、要支援者等に対

する効果的かつ効率的な支援等を可能とします。 

保健福祉部 

地域包括ケア 

推進課 

5 
認知症総合支援事

業 

認知症高齢者とその家族を支援するため、早期診断・早期対応に向けた

支援体制を構築します。 

保健福祉部 

地域包括ケア 

推進課 

6 一般介護予防事業 

講演会の開催やボランティアの人材育成等、介護予防のための各種取組

を実施します。 

保健福祉部 

地域包括ケア 

推進課 

7 
配食サービス活用

事業 

高齢者の栄養改善や安否確認を目的に、配食サービスを実施します。 保健福祉部 

地域包括ケア 

推進課 

8 
認知症高齢者家族

支援事業 

探索機器の活用や関係機関との連携を行い、認知症高齢者の安全確保を

図ります。 

保健福祉部 

地域包括ケア 

推進課 

9 
介護人材確保育成

支援事業 

介護サービス事業所従事者等を対象とした職員のスキルアップや管理

能力向上等に資するセミナー等を実施し、事業所の環境改善と介護人材

の定着率向上を図ります。 

保健福祉部 

介護保険課 

10 

ファミリーサポー

トセンター事業

【再掲】 

地域における子育てサポート体制・ネットワークの整備を図り、会員同

士の相互援助活動を推進します。 
こども部 

こども支援課 

11 
一時預かり事業

【再掲】 

急な用事や短期就労など、子育て家庭の様々なニーズに合せて、保育所

及びニコニコこども館、幼稚園等において一時預かりを行います。 

こども部 

こども育成課 

12 
町内会ＤＸ推進事

業 

スマートフォンで使用できる連絡ツールアプリケーションを活用した

実証事業（2022 年～2023 年）の実施結果を踏まえ、優良な活用事例を

市ウェブサイトで発信し、デジタル化を推進する。また、市ウェブサイ

トで町内会関連情報の集約や市民活動サポートセンターと連携した相

談支援や講習会を実施する。 

市民部 

市民・ＮＰＯ活

動推進課 
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施策３ あらゆる住民・世帯が安心して健康に暮らせる社会の構築[５－３] 

No. 個別施策の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

（2019） 

現状値 

（2022） 

目標値 

（2025） 
説明 

1 
「空気のきれいな施設」

認証施設数 

(2020改訂に 

あたり新設) 
825施設 887施設 940施設 

市内において禁煙

に取り組む施設の

数 

2 
食育に関する市民の認

知度 
95% 75.8% 96.1% 100% 

「食育」という言

葉を知っている成

人の割合 

3 医療相談件数 347件/年 
442件/年

(2018) 
397件/年 250件/年 

医療相談窓口に寄

せられた相談、苦

情の件数 

4 
個別避難計画の作成者

数 

(2024改訂に

あたり新設) 
(2024改訂に

あたり新設) 
― 277人 

個別避難計画を作

成した者の数 

              

No. 事業名 事業概要 担当部課 

1 
ユニバーサルデザイン

推進事業【再掲】 

UD社会の実現のため、市民・市民活動団体・事業者・行政が協働

でユニバーサルデザインの推進を図ります。 

市民部 

市民・ＮＰＯ 

活動推進課 

2 医療費適正化推進事業 

第二期データヘルス計画に基づき、国民健康保険加入者のレセプ

トデータ等を活用した、健康状態や健康課題の分析結果を踏ま

え、疾病予防や健康保持・増進を図るための各種事業に取り組み、

医療費の適正化を推進します。 

市民部 

国民健康保険課 

3 

健康づくりのためのス

ポーツ・レクリエーショ

ン啓発事業【再掲】 

気軽にできるスポーツを日常生活の中に取り入れられるよう、運

動習慣を市民に広報します。 
文化スポーツ部 

スポーツ振興課 

4 
避難行動要支援者避難

支援体制管理事業 

高齢者や障がい者等の災害時の安全確保を図るため、避難支援体

制の管理を行います。 

保健福祉部 

保健福祉総務課 

5 
生活困窮者自立支援事

業 

生活困窮者等、様々な悩みを抱えている方の自立の促進を図るた

め、関係機関と連携して支援を行います。 

保健福祉部 

保健福祉総務課 

6 
包括的支援体制構築事

業 

福祉に関する複合的な課題の解決を支援するため、市内３か所に

設置した「福祉まるごと相談窓口」において相談支援包括化推進

員が様々な相談機関につなぎ、世帯に寄り添いながら課題の解決

を目指します。 

保健福祉部 

保健福祉総務課 

7 
被保護者健康管理支援

事業 

生活保護受給者等の特定健診を推進し、生活習慣改善のための健

康指導等をすることで健康増進を図ります。 

保健福祉部 

生活支援課 

8 障がい者相談支援事業 

障がい者の自立と社会参加の促進を図るため、福祉制度の有効活

用等について、相談者のニーズに合わせて助言を行います。 

また、地域における相談支援の中核的な役割を持つ機関として、

基幹相談支援センターを設置し、総合的な相談支援業務や相談支

援事業所への指導・助言、相談支援員の育成等、障がい者の権利

擁護などの業務を行います。 

保健福祉部 

障がい福祉課 

9 

身体障がい者はり・きゅ

う・マッサージ等施術費

助成事業 

75歳未満で肢体不自由１・２級の身体障害者手帳所持者に対し、

施術に要する費用の一部を助成します。 
保健福祉部 

障がい福祉課 

10 看護職支援事業 
未就労看護職に対し関係機関と連携し復職へ向けた支援を行い

ます。 

保健福祉部 

保健所総務課 

11 救急医療体制確保事業 

救急医療体制を維持するため、二次救急医療を担う救急告示病院

等の運営経費の助成を行うとともに、休日・夜間急病センターを

運営します。 

保健福祉部 

保健所総務課 

12 献血運動推進事業 
医療に必要な血液の安定供給や骨髄移植の推進を図るため、啓発

活動や骨髄バンクの登録会等を行います。 

保健福祉部 

保健所総務課 

13 
SDGs 推進全世代健康都

市圏事業 

健康をキーワードに、連携中枢都市圏における、医療・介護情報

等を多角的に分析し、EBHP（Evidence Based Health Policy｡根

拠に基づく健康政策）の実施や疾病構造や介護認定状況、それに

至る原因等を把握することで、各種保健事業・介護予防事業等を

広域中枢連携都市圏で一体的に実施し、ICTを活用した健康寿命

の延伸対策など、EBM（Evidence Based Medicine｡根拠に基づく

医療）を進めることにより、すべての世代の方たちが健康で生き

いきと暮らせるまちづくりを目指します。 

保健福祉部 

保健所総務課 
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No. 事業名 事業概要 担当部課 

14 生活習慣病対策事業 
生活習慣病を予防するため、適正な食習慣や運動の推進、受動喫

煙防止等の周知啓発を図ります。 

保健福祉部 

保健所地域保健課 

15 食育推進事業 
市民へ食育の周知啓発を図るとともに、関係団体等と連携し食育

を推進します。 

保健福祉部 

保健所地域保健課 

16 健康増進事業 

市民の健康の保持増進を図るため、健康増進法に基づく健康教

育、相談等を実施し、生涯にわたる健康づくりを支援します。さ

らに、がん予防のために周知啓発を充実させるとともに、早期発

見を目的に各種がん検診の受診率の向上を図ります。 

保健福祉部 

保健所地域保健課 

17 精神保健福祉事業 
こころの健康の保持増進や精神疾患の早期発見・治療、正しい知

識の普及啓発を図るため、健康相談や講演会を行います。 

保健福祉部 

保健所地域保健課 

18 
難病患者等地域支援対

策推進事業 

難病患者やその家族の疾病等に対する不安を解消するため、相談

会や研修会等を行います。 

保健福祉部 

保健所地域保健課  
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基本目標６：教育の質の向上と誰もが楽しく学べる環境づくり 

No. 各基本目標の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

（2019） 

現状値 

（2022） 

目標値 

（2025） 
説明 

1 

市民意見レーダーに

おける「生涯学習」の

満足度 

64.2点 70.6点 70.7点 72.0点 

市民意見レーダーに

おける「生涯学習」の

満足度 

施策１  AI等も活用した先進的な教育による質の向上[６－１] 

No. 個別施策の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

（2019） 

現状値 

（2022） 

目標値 

（2025） 
説明 

1 

教育用パソコン・タブ

レット端末等１台当

たりの児童生徒数 

7.6人/台 3.4人/台 1.0人/台 １.0人/台 

小中学校における教

育用パソコン・タブレ

ット端末等１台当た

りの児童生徒数 

2 
教職員 1 人当たりの

研修講座参加回数 

(2020改訂に 

あたり新設) 
3.8回 2.4回 2.5回 

教職員 1 人当たりの

研修講座参加回数 

3 

ICT 機器を活用して

授業ができる教職員

の割合 

(2024改訂に 

あたり新設) 
(2024改訂に 

あたり新設) 
90% 93% 

ICT機器を活用して授

業ができる教職員の

割合 

              

No. 事業名 事業概要 担当部課 

1 新聞活用事業 
新聞を活用した教育活動を実践し、高度情報化社会に主体的に適

応していくために必要な思考力の育成を図ります。 

学校教育部 

学校教育推進課 

2 
心のハーモニー学校

音楽振興事業 

小中学校等の児童生徒の音楽性の向上を図るため、学校間の交流

を行うとともに、音楽指導者の指導力向上を図ります。 

学校教育部 

学校教育推進課 

3 奨学資金給与事業 
経済的理由により高等学校への修学が困難な生徒に奨学資金を

給与し、教育の機会均等を図ります。 

学校教育部 

学校教育推進課 

4 

小中学校の全国音楽

祭参加支援事業【再

掲】 

市立学校児童生徒の全国音楽祭出場にかかる経費を助成し、音楽

活動の支援を図ります。 
学校教育部 

学校教育推進課 

5 
小中一貫プログラミ

ング教育推進事業 

小学校学習指導要領の改訂により、2020年度からプログラミング

教育が必修化されるが、本市では、文部科学省から特別の教育課

程の承認を受け、教科化することで、市全体として組織的・系統

的な取り組みを通してプログラミング教育の実践を図ります。 

学校教育部 

学校教育推進課 

6 
教育研修事業（教職員

スキルアップ事業） 

学校の課題解決や教職員の資質向上のために、校内研修の一層の

充実を図ります。 

学校教育部 

教育研修センター 

7 
未来を拓く教育の情

報化推進事業 

ソフトウェアの充実と周辺機器の整備を行い、児童生徒の情報活

用能力の育成やわかる授業の充実に努めます。 

学校教育部 

教育研修センター 

8 教育の DX推進事業 

児童生徒の情報活用能力等の資質・能力の育成とその基盤となる

教職員の ICT活用指導力の向上をめざし、よりよいネットワーク

環境や使いやすいシステムの構築、コンテンツ等の充実を含めた

パソコンやタブレット端末の利用環境の整備に努めます。 

学校教育部 

教育研修センター 
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施策２ 世界的視野で活躍できるグローバルな人材の育成[６－２] 

No. 個別施策の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

（2019） 

現状値 

（2022） 

目標値 

（2025） 
説明 

1 
民俗芸能記録保存団

体数 
6団体 8団体(2018) 9団体(2021) 11団体 

地域で伝承されている

無形文化財の上演状況

等を映像記録保存した

数 

2 
ICT 支援員の配置学

校数 

(2024改訂に 

あたり新設) 

(2024改訂に 

あたり新設) 
41校 45校 

ICT 支援員の配置学校

数 

3 

プログラミング授業

の児童生徒による満

足度 

(2024改訂に 

あたり新設) 

(2024改訂に 

あたり新設) 85% 85% 
プログラミング授業の

児童生徒による満足度 

              

No. 事業名 事業概要 担当部課 

1 
小中学校英語教育推

進事業 

語学指導外国人を市立学校に派遣し、児童生徒のコミュニケー

ション能力の向上を図るとともに、、日本人教員の英語力の向上

を図ります。 

学校教育部 

学校教育推進課 

2 
教育内容・方法の充実

事業 

郷土の歴史や文化を学び、郷土愛を醸成するとともに、日本人教

員の英語力の向上を図ります。 

学校教育部 

学校教育推進課 

3 適応指導事業 

子どもたちの様々な悩みや問題行動に対して、教育相談体制を

充実させるとともに、直接体験の機会を提供するなど総合的な

支援を行います。 

学校教育部 

総合教育支援 

センター 

4 
未来を拓く教育の情

報化推進事業【再掲】 

ソフトウェアの充実と周辺機器の整備を行い、児童生徒の情報

活用能力の育成やわかる授業の充実に努めます。 

学校教育部 

教育研修センター 

5 
教育の DX 推進事業

【再掲】 

児童生徒の情報活用能力等の資質・能力の育成とその基盤とな

る教職員の ICT 活用指導力の向上をめざし、よりよいネットワ

ーク環境や使いやすいシステムの構築、コンテンツ等の充実を

含めたパソコンやタブレット端末の利用環境の整備に努めま

す。 

学校教育部 

教育研修センター 

6 
小中一貫プログラミ

ング教育推進事業 

小中学校プログラミング教育のさらなる推進のため、教材及び

授業の充実を図ります。 

学校教育部 

学校教育推進課 
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施策３ 誰もが学ぶことができる学習機会の確保・充実[６－３] 

No. 個別施策の KPI 
初期値 

(2014) 

改訂時 

（2019） 

現状値 

（2022） 

目標値 

（2025） 
説明 

1 公民館利用者数 約 111万人 
約 123万人

(2018) 

約 68万人 

(主催含まず) 
123.5万人(2023) 

市内公民館の利用

者数 

2 
あさかの学園大学学

生数 
466人 492人 496人 660人 

高齢者大学「あさ

かの学園大学」学

生数 

3 
市民一人当たりの図

書貸出冊数 
3.4冊 3.7冊 3.3冊 4.0冊 

市立図書館におけ

る図書の年間総貸

出冊数/人口 

4 
郡山市電子図書館の

閲覧人数 

(2024改訂に 

あたり新設) 

(2024改訂に 

あたり新設) 
19,495人 50,000人 

郡山市電子図書館

の閲覧人数 

5 
学習スペース利用者

延べ人数 

(2024改訂に 

あたり新設) 

(2024改訂に 

あたり新設) 

(2024改訂に 

あたり新設) 
9,000人 

中央公民館や中央

図書館の学習スペ

ース利用者延べ人

数 

              

No. 事業名 事業概要 担当部課 

1 
長寿社会対策推進事

業 

年齢に捉われず地域において活躍できる高齢者の養成、併せて高齢

者自身の社会参加を促すため「あさかの学園大学」を運営します。 

保健福祉部 

健康長寿課 

2 
歴史資料保存整備事

業 

歴史資料の活用を図るため、歴史的に価値の高い古文書の現代文字

への翻刻や未整理資料の整理を実施します。 

文化スポーツ部 

文化振興課 

3 指定文化財保護事業 
本市の貴重な文化財を継承するため、適切な文化財の保存と活用を

図ります。 

文化スポーツ部 

文化振興課 

4 

(仮称）歴史情報・公

文書館施設整備及び

麓山地区立体駐車場

整備事業 

本市の歴史・文化遺産を保存・整備活用し、情報発信するとともに、

市民共有の知的資源としての歴史的公文書等の適切な管理と次世

代へ継承していくための拠点施設整備を目的に、「(仮称)郡山市歴

史情報・公文書館」を整備します。 

文化スポーツ部 

文化振興課 

5 生涯学習支援事業 
生涯学習を支える指導者を登録する「生涯学習きらめきバンク」と

市職員による「きらめき出前講座」を実施します。 

教育総務部 

生涯学習課 

6 
地区・地域公民館の定

期講座等開催事業 

地区・地域公民館で各種講座を開催し、市民に多様な学習機会を提

供します。 

教育総務部 

生涯学習課 

7 
地域のびのび子育て

支援事業 

少子化・核家族化等で孤立しがちな親子の居場所づくりと子育ての

不安解消を図るための情報提供を行います。 

教育総務部 

中央公民館 

8 
中央公民館の定期講

座開催事業 

中央公民館で各種講座を開催し、市民に多様な学習機会を提供しま

す。 

教育総務部 

中央公民館 

9 
勤労青少年ホーム事

業 

勤労青少年の余暇の有効活用と福祉の増進を図るため、教養講座を

開催します。 

教育総務部 

勤労青少年ホーム 
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評価・検証及び改訂の流れ 

 郡山市総合戦略（2015～2019）の評価・検証及び改訂の流れは以下のとおりです。 

 毎年度の定量評価（KPI 実績値把握）及び定性評価により進捗状況を検証し、ローリング方式によ

り見直しを実施し、また必要に応じて各分野の有識者等の意見をいただいてきました。 

 2019 年度は最終年度として、５年間全体の総括評価を実施するとともに、戦略改訂に向けた市民会

議「あすまち会議こおりやま 2019」による意見の聴取や「郡山市まち・ひと・しごと創生総合戦略有

識者懇談会」による専門的見地からの意見をいただきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

６ 郡山市総合戦略（2015～2019）の評価と検証 

 

③市民意見 
 

市民の生活実感に

より、これまでの
進捗状況や今後の

方向性等について
意見聴取 

 

④専門的見地による

評価・意見 
 

専門的見地から本
市まち・ひと・し

ごと創生の今後の
方向性等について

意見聴取 

多様な主体による評価・検証結果を 
総合戦略の改訂に反映 

郡山市 
市民 

市民市 
【あすまち会議 

こおりやま 2019】 

(３回開催) 

【郡山市まち・ひと・

しごと創生総合戦略 

有識者懇談会】 

（２回開催） 

①定量評価 
 

実績値を経年比較し、
KPIの達成状況を評価 

 

②定性評価 
 

定量評価に至った要因

を分析し、次期の課題
を明確化 

 

 

 

 

 

 
【パブリックコメント】 

 
【議会説明会等】 
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現行総合戦略の総括評価（概要） 

 ① 各基本目標に定める KPIの達成状況（定量評価） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 各基本目標の進捗状況概要と今後の課題（内部評価による定性評価） 

  

郡山市 １
し
ご
と
み
が
き
と
産

業
の
活
性
化 

２
ひ
と
の
流
れ
と
定
住

の
促
進 

３
子
育
て
支
援
・
女
性
の

活
躍
推
進 

４
安
全
・
安
心
に
暮
ら
せ

る
ま
ち
づ
く
り 

５
笑
顔
で
生
き
い
き
と

暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り 

６
誰
も
が
楽
し
く
学
べ

る
環
境
づ
く
り 

計 

達
成
率 

各基本 

目標の 

KPI 

〇 2 1 0 2 0 0 5 
64% 

△ 0 1 1 1 1 0 4 

× 2 0 1 0 1 1 5 36% 

個別 

施策の 

KPI 

〇 6 6 1 3 4 5 25 
84% 

△ 3 4 4 2 3 1 17 

× 3 0 3 1 0 1 8 16% 

基本目標 評価 課題 

基本目標１ 

しごとみがきと産業

の活性化 

・小売業販売額は増加 

・新たな企業立地に伴う新規雇用者数は伸び悩む 

・市内製造事業所と公的研究機関等との産学金官連携事

業が大幅に増加 

・西部第一工業団地へのさらなる企業誘致 

・医療機器関連産業集積を目指すまちづくり 

・地元農産物のブランド価値の維持・向上 

・ICT 等導入による農業の省力化 

基本目標２ 

ひとの流れと定住の

促進 

・交流人口は震災前の水準に 

・震災復興に係るコンベンションは減少 

・オリンピック・パラリンピック関連事業は大幅に増加 

・オリンピック・パラリンピック以降の純粋な都市力による

コンベンション誘致 

・移住・定住のさらなる促進 

・姉妹都市・友好都市との交流事業のあり方の見直し 

基本目標３ 

子育て支援・女性の活

躍推進 

・ライフステージに応じた切れ目ない支援環境の整備が

進んだ 

・合計特殊出生率は微増（目標達成は困難） 

・ワークライフバランスのさらなる推進 

・意思決定過程への女性の参画促進 

・待機児童ゼロの実現 

基本目標４ 

安全・安心に暮らせる

まちづくり 

・セーフコミュニティ認証を取得 

・刑法犯認知件数は大幅に減少 

・こおりやま広域圏を形成し地域間連携が進んだ 

・指定管理者制度導入施設は着実に増加 

・免許証返納事業のさらなる推進 

・中長期的な視点による圏域の強みを生かした事業展開 

・「こおりやまエリアプラットフォーム」等の活用による PPP

のさらなる推進 

基本目標５ 

笑顔で生きいきと暮

らせるまちづくり 

・元気な高齢者数は増加 

・特定健康診査の受診率は微増にとどまる 

・認知症の方の支援環境の整備が進んだ 

・禁煙・分煙実施施設数は着実に増加 

・健康意識啓発のさらなる推進 

・特定健康診査受診のさらなる呼びかけ 

・増加傾向にある障がい者からの相談に対応するために委託

業者との更なる連携推進 

基本目標６ 

誰もが楽しく学べる

環境づくり 

・生涯学習の満足度は低下 

・教育現場での ICT 環境の整備が進んだ 

・こおりやま広域圏での図書相互貸出サービスの準備が

進んだ（2019 年 10 月開始） 

・学習ニーズの多様化への対応（学習機会の提供、学習環境の

整備） 

・教育現場の ICT環境整備のさらなる推進 

・若年層の公民館利用促進 

A 2 3 2 0 7 A 1 0 1 1 3

B 0 1 0 1 2 B 2 0 1 4 7

C 0 0 0 1 1 C 0 0 0 0 0

D 0 0 0 0 0 0% 0 3 2 0 5 33%

A 15 6 7 5 33 A 2 2 1 4 9

B 8 5 2 0 15 B 26 14 13 14 67

C 7 0 0 1 8 C 8 2 0 4 14

D 6 2 3 0 11 16% 2 1 0 1 4 4%

１

　

地

方

に

し

ご

と

を

つ

く

り
、

安

心

し

て

働

け

る

よ

う

に

す

る

【参考】

国

達

成

率計

４

　

時

代

に

合
っ

た

地

域

を

つ

く

り
、

安

心

な

く

ら

し

を

守

る

と

と

も

に
、

地

域

と

地

域

を

連

携

す

る

３

　

若

い

世

代

の

結

婚

・

出

産

・

子

育

て

の

希

望

を

か

な

え

る

２

　

地

方

へ

の

新

し

い

ひ

と

の

流

れ

を

つ

く

る

達

成

率

【参考】

福島県

計

４

”

ま

ち

づ

く

り

”

へ

の

挑

戦

３

”

結

婚

・

出

産

・

子

育

て

の

希

望

を

か

な

え

る

”

挑

戦

２

”

人

の

流

れ

を

つ

く

る

”

へ

の

挑

戦

１

”

し

ご

と

づ

く

り

”

へ

の

挑

戦

基本

目標

KPI

各施策

KPI

各施策

KPI

成果

目標

KPI

②

②

67%

96%

100%

84%

①

①

※ A：非常に効果的であった 

（実績が目標値の 100%以上） 

  B：相当程度効果があった 

（実績が目標値の 70%～100%未満） 

  C：効果があった 

（実績が目標値の 0%～70%未満） 

  D：効果がなかった 

※ ①A：数値目標を達成  

  ①B：数値目標を達成していない  

  ①C：数値目標を定めていない 

  ② ：目標達成に向けた政策効果が 

発現していない 

※ ○：目標達成又は 2019 年度中に達成見込み 

△：2020 年度以降に達成見込み 

×：目標達成が見込まれない 

定量・定性的に把握した評価・検証結果を 
総合戦略の改訂に反映 
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③ 各基本目標の評価結果 

基本目標１：しごとみがきと産業の活性化 

 

 

 

 
 

【基本目標達成状況の概要】 
 
・「小売業商品販売額」は順調に伸び、目標値を達成したが、「製造品出荷額等」は期間中の大企業撤
退が要因と考えられる大幅な落ち込みから回復傾向にあるものの、今後さらに新産業の創出等、付

加価値が高い工業の振興を図っていく必要がある。 
・西部第一工業団地を中心に、企業誘致・雇用確保についてさらなる対策を検討する必要がある。 
・農業法人数については目標値を達成した。 

 
  

各基本目標の KPI 説明 
初期値※ 

(2014) 

実績値 

(2018) 

目標値 

(2019) 

達成 

状況 

1 小売業商品販売額 
商業統計調査及び経済センサスに基づく小売

業商品販売数 

3,406 

億円/年 

(2012) 

4,337 

億円/年 

(2016) 

4,240 

億円/年 

(2017) 

〇 

2 製造品出荷額等 
工業統計調査及び経済センサスに基づく製造

品出荷額等 

8,411 

億円/年 

(2013) 

7,101 

億円/年 

8,800 

億円/年 

(2017) 

× 

3 
新たな企業立地に伴う新規

雇用者数 

西部第一工業団地等への企業立地に伴う新規

雇用者数 
― 257 人 1,500 人 × 

4 農業法人数 市内の農業法人の数 27 法人 45 法人 35 法人 〇 

 
【各政策パッケージに係る個別施策 KPIの達成状況】 
 

個別施策の KPI 説明 
初期値 

(2014) 

実績値 

(2018) 

目標値 

(2019) 

達成 

状況 

施策１：本市の地理的優位性を生かした積極的な企業誘致と新たな市場開拓 

1 創業・起業者数 市内において、新たに創業・起業した人の数 54 件/年 50 件/年 86 件/年 △ 

2 郡山西部第一工業団地等へ

の企業立地件数 
郡山西部第一工業団地等への企業立地件数 ― 4 件/年 5 件/年 △ 

3 
企業マッチング数 

産業博により進出企業と地元企業等が新たな

取引を開始する件数 
0 件/年 5 件/年 15 件/年 × 

施策２：研究機関と地元企業が連携した新産業の創出 

1 
産学官コーディネート数 

研究機関と地元企業等のニーズ・シーズの把握

によるマッチング件数 
― 23 件/年 5 件/年 〇 

2 新規に産学官連携による共

同研究に参画した企業数 

大学や公設研究機関等と連携し共同研究を実

施する企業の件数 
― 21 件/年 3 件/年 〇 

施策３：農業の構造改革による成長産業化 

1 地域と連携して開発した商

品数 
農商工観連携により創出された商品数（累計） 1 件 8 件 3 件 〇 

2 
ワイン用ブドウ生産農家数 

「ふくしま逢瀬ワイナリー」産地形成によるワ

イン用ブドウ生産農家数 
0 戸 13 戸 10 戸 〇 

3 国内・国外における郡山産米

「あさか舞」販売量 
郡山産米「あさか舞」の国内外における販売量 

1,747 

ｔ/年 

1,760 

ｔ/年 

2,000 

ｔ/年 
△ 

4 鯉養殖生産量（県南鯉養殖漁

業協同組合） 

県南鯉養殖漁業協同組合における鯉養殖生産

量 

550 

ｔ/年 

797 

ｔ/年 

600 

ｔ/年 
〇 

施策４：誰もが安心して働くことができる就業機会の確保 

1 新規高等学校卒業者の県内

企業への就職内定率 

ハローワーク郡山管内における就職希望の新

規高卒者の県内就職内定率 
78% 99% 80% 〇 

2 資格取得し県内企業に就職

した高校生等の数 
資格取得し県内企業に就職した高校生等の数 ― 7 人 30 人 × 

3 就労体験事業受講者の県内

企業への就職率 
就労体験事業受講者の県内企業への就職率 38% 19% 40% × 

 
・小中学生が仕事に触れる機会の充実が必要。 
・若者への地元企業の魅力発信や、RPAの活用等により労働環境の改善が必要。 
・グローバル人材の育成や地元企業のグローバル展開が必要。 

 

あすまち会議こおりやま 2019での市民意見 

 

※総合戦略策定時の数値 
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基本目標２：ひとの流れと定住の促進 

 

 

 

 

 

【基本目標達成状況の概要】 

・交流人口（観光客入込客数）は震災後大きく落ち込んだが、年々回復基調にあり 2018年実績は震災

前の約 92.5%まで回復した。 

 

各基本目標の KPI 説明 
初期値 

(2014) 

実績値 

(2018) 

目標値 

(2019) 

達成 

状況 

1 社会移動率 
出生から 44 歳の子育て世代の社会移

動率を段階的に改善 
― 調査中 

最大約４ポイント

改善(2040) 
― 

2 交流人口（観光客入込客数） 
本市を訪れた観光客の人数 ※2016か

ら 17→33 に調査地点数変更 

362 

万人/年 

477 

万人/年 

480 

万人/年 
〇 

 
【各政策パッケージに係る個別施策 KPIの達成状況】 
 

個別施策の KPI 説明 
初期値 

(2014) 

実績値 

(2018) 

目標値 

(2019) 

達成 

状況 

施策１：地域資源を活用した観光誘客と情報発信 

1 
こおりやまファンクラブ加

入者数 

こおりやまファンクラブ加入申込者の

数 
1,214 人 1,487 人 2,000 人 △ 

2 コンベンション開催件数 
本市で開催されたコンベンションの件

数 

850 

件/年 

877 

件/年 

維持 

（2014 の 

850 件/年） 

〇 

施策２：歴史、音楽などの文化振興とスポーツ環境の充実 

1 市民音楽祭参加団体数 市民音楽祭参加団体数 207 団体 205 団体 230 団体 △ 

2 
「開成館」、「歴史資料館」 

入場者数 
「開成館」、「歴史資料館」入場者数 13,765 人 14,779 人 前年比 10%増加 △ 

3 
2020 東京オリンピック・パラ

リンピック関連事業数 

2020 東京オリンピック・パラリンピッ

ク事前合宿誘致活動に向け実施する関

連事業数 

5 件 18 件 10 件 〇 

4 
市内プロスポーツ試合観戦

来場者数 

市内で開催されるプロスポーツ試合観

戦来場者数 
40,911 人 48,106 人 40,000 人 〇 

5 
市民一人当たりのスポーツ

施設利用回数 
市スポーツ施設の年間利用者数/人口 

3.4 

回/年 

3.5 

回/年 

4 

回/年 
△ 

施策３：誰もが訪れたくなる「まち」の魅力を高めた移住・定住環境の整備 

1 
農業・農村体験イベント参加

者数 
農業・農村体験イベント参加者数 252 人 648 人 600 人 〇 

2 農家民宿宿泊者数 農家民宿宿泊者数 158 人 211 人 200 人 〇 

3 
市内大学・短大・専門学校の

学生数 

市内に立地する大学・短大・専門学校の

学生・生徒数 
10,799 人 10,796 人 

維持 

(2014 の 

10,799 人) 

〇 

  

 

・本市の魅力発信には、個人が SNS等で郡山市の魅力を発信することも有効。 

・公共交通を充実させ、車がなくても暮らしやすいまちづくりが必要。 

・地域コミュニティが活性化し、皆が支えあえるまちづくりが必要。 

あすまち会議こおりやま 2019での市民意見 
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基本目標３：子育て支援・女性の活躍推進 

 

 

 

 

 

【基本目標達成状況の概要】 

・合計特殊出生率は微減となっているものの、目標値と実績値の間には開きがあるため、引き続き各

施策の推進に努め 2040年度での目標値達成を目指す。 

 

各基本目標の KPI 説明 
初期値 

(2014) 

実績値 

(2018) 

目標値 

(2019) 

達成 

状況 

1 合計特殊出生率 
一人の女性が一生に産む子ど

もの平均数を段階的に改善 
1.49 

1.47 

(2018) 

1.8 

(2040) 
△ 

2 出生数 一年に生まれる子どもの数 
2,694 

人/年 

2,510 

人/年 

3,000 

人/年 
× 

 
【各政策パッケージに係る個別施策 KPIの達成状況】 
 

個別施策の KPI 説明 
初期値 

(2014) 

実績値 

(2018) 

目標値 

(2019) 

達成 

状況 

施策１：結婚～妊娠～出産～子育ての切れ目ない支援 

1 待機児童数（認可保育所等） 
入所申請をしたが、保育所に入

所できない状態にある児童数 
115 人 133 人 0 人 × 

2 
市民意見レーダーにおける

「子育て」の満足度 

市民意見レーダーにおいて「子

育て」に対し満足と回答した人

の割合 

58.4 点 58.5 点 70 点 △ 

施策２：子どもたちが健やかに成長できる体力向上等の環境づくり 

1 
体力・運動能力調査の全国と

の比較割合 

体力・運動能力調査の全国との

比較割合（小学校５年生（義務

教育学校５年生）、中学校２年

生（義務教育学校８年生）） 

小学校５年生： 

37.5% 

中学校２年生： 

12.5% 

小・義５年生： 

25.0% 

中２・義８年生： 

56.25% 

小・義５年生： 

62.5% 

中２・義８年生： 

62.5% 

△ 

2 育児家庭訪問実施数 育児家庭訪問実施数 82 件 68 件 71 件 △ 

3 ３歳児健診虫歯有病者率 
３歳児健診における虫歯有病

者率 
25.4% 17.2% 20% 〇 

施策３：全ての人が働きやすくなるワークライフバランスの実現 

1 
審議会・委員会等の女性委員

登用率 

地方自治法に基づく行政委員

及び委員会等における女性委

員の割合 

29.7% 27.7% 
40.0% 

(2017) 
× 

2 
ファミリーサポートセンタ

ー活動件数 

ファミリーサポートセンター

へ登録する会員同士の地域に

おける子どもの預かり活動件

数 

2,829 件 3,189 件 4,300 件 △ 

3 
育パパサポート奨励金支給

人数 

民間企業の男性従業員が育児

休業を取得した場合に奨励金

を支給した人数 

― 3 人 100 人 × 

  

 

・気軽に子育て相談ができるよう世代間交流の場が必要。 

・企業による子育て支援の充実や、場所や時間にとらわれない働き方の普及が必要。 

・様々な人が活躍できる場（働く場）の創出が必要。 

あすまち会議こおりやま 2019での市民意見 
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基本目標４：安全・安心に暮らせるまちづくり 

 

 

 

 

 

【基本目標達成状況の概要】 

・セーフコミュニティ認証取得（2017）後、継続した活動を実施している。 

・連携協約の締結、都市圏ビジョン策定等により、こおりやま広域圏を形成した。 
 

各基本目標の KPI 説明 
初期値 

(2014) 

実績値 

(2018) 

目標値 

(2019) 

達成 

状況 

1 
セーフコミュニティ認証取

得及び活動の継続 

セーフコミュニティ認証取得に向けた

活動 
― 

認証取得

(2017)及び

活動の継続 

認証取得

(2017)及び

活動の継続 

〇 

2 連携中枢都市圏の形成 
新たな広域連携制度である「連携中枢

都市圏」の形成 
― 

形成 

(2019.3.19) 

連携協約の

締結を目指

す 

〇 

3 
こおりやま広域圏における

人口 

本市及び近隣14市町村で構成されるこ

おりやま広域圏人口 

約 60.8 万人

（2010 

国勢調査） 

約 59 万人

（2015 

国勢調査） 

維持 

（策定時の

約 58 万人） 

△ 

 
【各政策パッケージに係る個別施策 KPIの達成状況】 
 

個別施策の KPI 説明 
初期値 

(2014) 

実績値 

(2018) 

目標値 

(2019) 

達成 

状況 

施策１：災害、事故・犯罪のない安全・安心なまちづくり 

1 消防団団員数 市消防団に加入した団員数 2,530 人 2,416 人 

維持 

（2014 の

2,530 人） 

× 

2 市内交通事故死亡者数 年間の市内交通事故死亡者数 11 人 9 人 10%減少 〇 

3 犯罪発生件数 年間の刑法犯の認知件数 3,341 件 2,118 件 10%減少 〇 

施策２：既存ストックマネジメントの強化 

1 公共施設延床面積縮減率 公共施設延床面積の縮減率 ― 0.1% 
4.5%縮減 

(2025) 
△ 

2 
民間提案を生かした PPP に

よる施設の管理運営数 
公募による指定管理者制度導入施設 48 施設 50 施設 55 施設 △ 

施策３：地域連携による活力ある持続可能な都市圏の形成 

1 
広域行政で連携して実施し

ている事業数 

共通する地域課題等に対応するため、

市が主体的に近隣自治体と連携して実

施している事業数 

19 事業 

65 事業 

(こおりやま広

域圏における

連携事業数) 

20 事業 〇 

  

 

・悩みを気軽に相談できるよう、全世代・世代別交流の場の充実が必要。 

・育児・介護支援、医療機関の充実が必要。 

・歩行者にとっても車を運転する人にとっても安全なまちづくりが必要。 

あすまち会議こおりやま 2019での市民意見 
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基本目標５：笑顔で生きいきと暮らせるまちづくり 

 

 

 

 

 

 

【基本目標達成状況の概要】 

・要介護認定者数は増加傾向にあるが、結果的に高齢者人口から要介護認定者数を差し引いた元気高

齢者数の実績値は目標値に対して低い状況であるものの、2020 年度以降は目標達成が見込まれる。 

・特定健康診査受診率については、年々受診率は上昇の傾向であるものの、実績値 37.8%と低く、目

標達成は見込めない状況である。 

 

各基本目標の KPI 説明 
初期値 

(2014) 

実績値 

(2018) 

目標値 

(2019) 

達成 

状況 

1 元気高齢者数 
介護保険制度における要介護認定を受

けていない 65 歳以上の高齢者の数 
62,947 人 68,323 人 70,000 人 △ 

2 特定健康診査の受診率 
市国民健康保険に加入している40歳か

ら75歳未満の方の特定健康診査受診率 
32.3% 38.2% 

60.0% 

(2017) 
× 

 
【各政策パッケージに係る個別施策 KPIの達成状況】 
 

個別施策の KPI 説明 
初期値 

(2014) 

実績値 

(2018) 

目標値 

(2019) 

達成 

状況 

施策１：高齢者が健康で生きがいを持って暮らせるまちづくり 

1 

高齢者健康長寿サポート事

業により増加した高齢者の

外出数 

高齢者健康長寿サポート事業により

増加した高齢者の外出数 

延べ 65,679 回

(2015.4-10) 

延べ 231,192

回 

延べ 120,000

回 
〇 

2 
緊急通報システム設置世帯

における孤独死者数 

緊急通報システム設置世帯における

孤独死者数 
0 件 0 件 

維持 

(2014 の 

0 件) 

〇 

施策２：支える人も支えられる人も笑顔で暮らせるやさしいまちづくり 

1 認知症サポーター養成者数 
認知症サポーター養成講座の受講者

数 
8,422 人 30,188 人 55,000 人 △ 

2 

郡山市認知症高齢者 SOS 見

守りネットワーク連絡会加

盟団体数 

郡山市認知症高齢者 SOS 見守りネッ

トワーク連絡会加盟団体数 

57 団体 

(2015.11) 
107 団体 100 団体 〇 

施策３：全ての市民が健康で生きいきと暮らせるまちづくり 

1 禁煙・分煙実施施設数 
市内において禁煙・分煙を実施して

いる事業所等の数 
234 施設 810 施設 500 施設 〇 

2 食育に関する市民の認知度 食育について理解している成人の数 95% 96% 100% △ 

3 医療相談件数 
医療相談窓口に寄せられた相談、苦

情の件数 
347 件/年 442 件/年 250 件/年 △ 

 

 

・地域における世代間交流ができるまちづくりが必要。 

・場所や時間に捉われない働き方を推進し、ワークライフバランスの推進が必要。 

・介護支援、医療機関の充実が必要。 

あすまち会議こおりやま 2019での市民意見 
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 基本目標６：誰もが楽しく学べる環境づくり 

 

 

 

 

 

【基本目標達成状況の概要】 

・図書貸出冊数は、中央図書館の耐震改修等工事に伴う長期休館の影響があることから、目標値の達

成は難しいと見込まれる。 

 

各基本目標の KPI 説明 
初期値 

(2014) 

実績値 

(2018) 

目標値 

(2019) 

達成 

状況 

1 
市民意見レーダーにおける

「生涯学習」の満足度 

市民意見レーダーにおいて「生涯学習」に対し満足と

回答した人の割合 
64.2 点 56.9 点 80.0 点 × 

 
【各政策パッケージに係る個別施策 KPIの達成状況】 
 

個別施策の KPI 説明 
初期値 

(2014) 

実績値 

(2018) 

目標値 

(2019) 

達成 

状況 

施策１：全国トップレベルを目指した教育環境の充実 

1 

教育用パソコン・タブレット

端末等１台当たりの児童生

徒数 

小中学校における教育用パソコン・タブレット端末

等１台当たりの児童生徒数 

7.6 

人/台 

6.0 

人/台 

3.6 

人/台 
〇 

2 教職員の研修講座参加者数 教職員の研修講座参加者数 4,342 人 6,536 人 5,000 人 〇 

施策２：世界的視野で活躍できるグローバルな人材の育成 

1 
海外派遣事業における派遣

者数 
海外派遣事業における海外派遣者数（累計） 6 人 29 人 25 人 〇 

2 民俗芸能記録保存団体数 
地域で伝承されている無形文化財の上演状況等を映

像記録保存した数 
6 団体 8 団体 8 団体 〇 

施策３：誰もがいつでもどこでも学ぶことができる環境の整備 

1 公民館利用者数 市内公民館の利用者数 111 万人 123 万人 114 万人 〇 

2 あさかの学園大学学生数 高齢者大学「あさかの学園大学」学生数 466 人 455 人 580 人 △ 

3 
市民一人当たりの図書貸出

冊数 
市立図書館における図書の年間総貸出冊数/人口 3.4 冊 3.7 冊 5.0 冊 × 

  

 

・プログラミング教育などの ICT教育の充実が必要。 

・様々な人（高齢者、障がい者等）が活躍できる場の創出が必要。 

・公民館等の公共施設の積極的な活用が必要。 

・ 

あすまち会議こおりやま 2019での市民意見 
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７ 地方創生関連交付金事業一覧 
【若者の定着・還流しごとづくりプロジェクト】 

No. 分野 事業名 事業概要 個別施策の KPI 担当部課 

1 1-4 

あすまち郡山推

進事業（スモール

スタート支援事

業） 

基金を運用する財団や地域団体等によ

るコンソーシアムにより、まちづくりに

資する先駆的かつ実験的な取組を始め

ようとするこおりやま広域圏内の個人、

事業者、地域団体等を、資金面及びノウ

ハウ面で支援します。 

プロジェクト採択件

数 

政策開発部 

政策開発課 

2 1-4 
多様な働き方支

援事業 

就労相談から就労体験までを一連の取

り組みとして効果的に推進します。 
進路決定者数 

政策開発部 

雇用政策課 

3 1-4 
大学生等インタ

ーンシップ事業 

県外からの参加者と企業のマッチング

を支援し、U・Iターンによる地域内企業

への就職を促進します。 

インターンシップで

参加してよかったと

回答した学生の割合 

政策開発部 

雇用政策課 

4 3-3 

女性活躍・働き方

改革サポート事

業 

女性活躍、働き方改革や職場定着等に向

けた取り組みを推進します。 

男女共同参画推進事

業者表彰の受賞者数 

市民部 

男女共同参画課 

5 1-4 人材育成事業 

中小企業・小規模企業における人材育成

を図るため、公的機関が実施する研修受

講への支援を行います。また、引き続き

中小企業大学校仙台校と連携し、次世代

のリーダーとなりえる中核人材を育成

するため、郡山市内においてサテライ

ト・ゼミを開講します。 

より専門性の高いプロフェッショナル

人材の育成を図るため、特定分野に関す

る研修についても受講への支援を行い

ます。 

研修受講者数 
産業観光部 

産業政策課 

6 1-1 創業支援事業 

郡山市創業支援事業計画に基づいた民

間事業者との連携により、創業者のニー

ズに応じた情報提供や相談対応のほか、

専門家の派遣等を行うとともに、若者・

女性・シニアといった新たな起業家の掘

り起こし、創業マインドの育成・浸透を

図りながら、クラウドファンディングに

よる資金調達支援のほか、事業拡大のた

めの伴走型支援プログラムを実施しま

す。 

認定連携創業支援等

事業者の支援による 

①創業関連事業参加

者数 

②創業・起業者数 

産業観光部 

産業政策課 

7 1-2 
産業イノベーシ

ョン事業 

産総研及び医療機器開発支援センター

をはじめ学金官と連携した地元企業の

支援により、新産業創出を目指します。 

連携推進事業による

共同研究等の数 

産業観光部 

産業創出課 

8 1-1 
企業誘致活動事

業 

再生可能エネルギー関連産業・医療関連

産業・ロボット関連産業に関わる企業を

積極的に訪問し、企業誘致を促進しま

す。 

西部第一工業団地及

び西部第二工業団地

分譲区画数 

産業観光部 

産業創出課 
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【地域資源を活用したふくしま型農林業ひと・しごとづくりプロジェクト】 

No. 分野 事業名 事業概要 個別施策の KPI 担当部課 

1 1-3 

多様な手法によ

る持続的な生産

方法の構築 

ICT、IoT 等を活用したシステムを構築

し、農水産物の栽培・飼養管理等の効率

化を図ります。 

また、障がい者の農業分野での雇用や地

域支援型農業（CSA）を推進します。 

ワイン用ブドウ生産

量、農業就労受入農

業者数 

農林部 

園芸畜産振興課 

2 1-3 
多様な消費者参

加型農業の実現 

多様な消費者と連携し、それらの視点を

生産、販売、商品開発等に積極的に反映

します。 

また、市内在住の外国人消費者と連携

し、本市を中心とした広域連携市町村の

物産品の輸出を支援します（海外連携）。 

農商工連携によって

創出された商品等

数・輸出品目 

農林部 

園芸畜産振興課 
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【SDGs体感未来都市プロジェクト】 

No. 分野 事業名 事業概要 個別施策の KPI 担当部課 

1 4-1 
SDGs理解・普及

事業 

SDGsに対する市民、事業者等の理解・普及を図る

ため、講演会の開催やパンフレット等の作成・配

布を行うとともに、表彰制度の実施により優れた

取り組みの横展開を図ります。 

SDGs認知度 
政策開発部 

政策開発課 

2 4-1 

セーフコミュ

ニティ推進事

業 

セーフコミュニティを中心的概念とした協働に

よる安全で安心なまちづくりを推進します。 

また、庁内推進体制の充実を図り、全庁横断的な

セーフコミュニティ活動を推進します。 

さらに、各地区、地域でのセーフコミュニティ活

動の体制を構築し、全市的な取り組みを行いま

す。 

延べ参加者数 

市民部 

セーフ 

コミュニティ課 

3 4-1 

郡山市防犯ま

ちづくり推進

事業 

情報の交換や団体間の連携を図ること、防犯・暴

排団体の活動を支援すること等、セーフコミュニ

ティの理念に基づき、市、市民、事業者等が協働

して、安全・安心なまちづくりを進めます。 

刑法犯罪認知

件数 

市民部 

セーフ 

コミュニティ課 

4 4-1 
自転車等放置

対策事業 

放置自転車等が原因となる交通障害や事故防止

のため、自転車等駐車場への誘導指導や、チラシ

による指導警告、並びに放置自転車の撤去を行な

うとともに、自転車等駐車場の適正な維持管理を

行ないます。 

郡山駅周辺１

日あたりの平

均自転車等放

置台数 

市民部 

セーフ 

コミュニティ課 

5 
2-2 

5-3 

健康づくりの

ためのスポー

ツ・レクリエー

ション啓発事

業 

子どもから高齢者まで多くの市民が気軽にでき

るスポーツ・レクリエーションを日常生活の中に

取り入れられるよう、運動習慣を市民に勧めてい

きます。 

健康づくりス

ポーツ教室等

参加者数１人

あたりのコス

ト 

文化スポーツ部 

スポーツ振興課 

6 4-1 

エネルギー地

産地消推進事

業 

地域内にある再生可能エネルギー電源を最大限

に活用し、主に地域内の公共施設や民間企業等に

電力を供給し、地産地消の実現に向けた取り組み

を行います。 

再エネ由来の

発電量 

生活環境部 

環境政策課 

7 4-1 
水素利活用推

進事業 

本庁舎敷地内へ整備・導入した水素ステーション

と燃料電池自動車（FCV）を活用し、FCVの各種イ

ベントでの展示や水素ステーションの見学者受

入れ等を実施することにより、水素社会実現に向

けた普及啓発活動を積極的に行うほか、産学官連

携プラットフォームである「郡山市水素利活用推

進研究会」により水素利活用の拡大を図ります。 

FCV イベント、

水素ステーシ

ョン見学者数 

生活環境部 

環境政策課 

8 4-1 
地球温暖化対

策事業 

2030 年度までに温室効果ガスを 2013 年度比で

26%削減するという目標達成に向けては、1自治体

のみならず近隣市町村と連携した取り組みが重

要であることから、こおりやま広域圏により気候

変動適応法を含め、地球温暖化対策に関する情報

の共有化を図り、地域一体となって、温室効果ガ

ス排出量の削減に取り組みます。 

二酸化炭素削

減量 

生活環境部 

環境政策課 

9 5-3 

SDGs 推進全世

代健康都市圏

事業 

健康をキーワードに、こおりやま広域圏におけ

る、医療・介護情報等を多角的に分析し、EBHP

（Evidence Based Health Policy｡根拠に基づく

健康政策）の実施や疾病構造や介護認定状況、そ

れに至る原因等を把握することで、各種保健事

業・介護予防事業等をこおりやま広域圏で一体的

に実施し、ICTを活用した健康寿命の延伸対策な

ど、EBM（Evidence Based Medicine｡根拠に基づ

く医療）を進めることにより、すべての世代の方

たちが健康で生きいきと暮らせるまちづくりを

目指します。 

健康寿命の延

伸  

保健福祉部 

保健所総務課 
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No. 分野 事業名 事業概要 個別施策の KPI 担当部課 

10 5-1 
長寿社会対策

推進事業 

年齢に捉われず地域において活躍できる高齢者

を養成するとともに、高齢者自身の社会参加を促

すことで健康寿命の延伸に向けた取組を推進し

ます。また、今後ますます進展する高齢社会にお

いて、全ての世代が自身の担うべき役割を考える

場を提供します。 

あさかの学園

大学学生数 

保健福祉部 

健康長寿課 

11 4-1 
街頭補導活動

事業 

青少年の非行防止と健全な環境づくりのため、街

頭補導活動や環境浄化活動等を行います。 

補導員による

声かけ少年数 

こども部 

こども未来課 

12 3-2 
幼児肥満予防

対策事業 

健診等の機会を通じて正しい食習慣についての

知識の普及啓発を図るとともに栄養分析ソフト

を活用した栄養指導を継続的に実施します。 

１歳６か月児、

３歳児健診で

肥満傾向にあ

る児の割合 

こども部 

こども支援課 

13 3-2 
幼児歯科保健

事業 

1歳６か月児健診や３歳児健診において、むし歯

有病者率が高い現状にあるため、幼児期のむし歯

予防に向けた各種事業を行います。 

３歳児でむし

歯がない児の

割合の増加 

こども部 

こども支援課 

14 1-2 
農学研究成果

活用推進事業 

連携している福島大学食農学類や東京農工大学

の知的財産を活用し、公開授業・実践教育プログ

ラムの実施や出張研究室の開設等を行います。 

認定新規就農

者数 

農林部 

農業政策課 

15 1-3 
農業実証・普及

事業 

野菜・花き等の園芸作物を主体とした複合経営を

推進するため、実証栽培を行うとともに、農家へ

の普及や後継者の育成を図ります。 

農業技術支援

人数 

農林部 

園芸畜産振興課 

16 2-3 
農業体験食育

普及事業 

市民が「食」に関心を持ち農業への理解を深めて

もらうために農業体験を実施します。また、農業

者の高齢化や就農者の減少が進む中、農作業が集

中する時期の栽培管理作業を補助する人材を育

成します。 

農業・農村体験

イベント参加

者数 

農林部 

園芸畜産振興課 

17 2-1 
インバウンド

観光推進事業 

こおりやま広域圏の構成市町村と連携し、インバ

ウンド施策を推進し、観光交流人口の拡大による

観光産業及び地域経済の活性化を図ります。 

宿泊旅行統計

調査（観光庁）

の外国人延べ

宿泊者数 

産業観光部 

観光課 

18 2-1 
観光案内所運

営事業 

東北地方の各観光案内所や、こおりやま広域圏構

成市町村と連携し、インバウンド対応を含めた提

供サービスの充実など案内所の高度化を進めま

す。 

郡山市観光案

内所窓口利用

者数 

産業観光部 

観光課 

19 4-3 
総合都市交通

戦略推進事業 

誰もが利用しやすい公共交通体系の構築を目指

し、駅などの利用実態の把握に努めるとともに、

各種施策を推進します。 

公共交通利用

者数 

建設交通部 

総合交通政策課 

20 4-1 
浸水対策推進

事業 

浸水被害の軽減を図り、安全・安心に生活できる

まちづくりを目指し、総合的な浸水対策の推進を

図ります。 

水位観測シス

テム設置数 

建設交通部 

河川課 

21 4-1 
通学路等交通

安全確保事業 

「郡山市通学路交通安全プログラム」に基づき、

道路管理者、警察、学校、地域の関係団体が合同

で通学路の安全点検を行い、安全対策を継続的に

実施することにより、児童生徒を交通事故から守

ります。 

登下校中の事

故数 

学校教育部 

学校教育推進課 

22 4-1 
児童生徒安全

安心推進事業 

小学校新入学児童への防犯ブザーの配付や、関係

機関との連携により、不審者による事件・事故の

防止を図ります。 

登下校中の事

故数 

学校教育部 

学校教育推進課 

23 2-1 

猪苗代湖の水

を守りたい事

業 

水道水源である猪苗代湖の環境保全を啓発する

ために、市民及び上下水道局職員による猪苗代湖

岸清掃を実施します。 

「水源地清掃

バスツアー」並

びに「猪苗代湖

の水を守りた

いツアー」の参

加者数 

上下水道局 

総務課 
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郡山市総合戦略策定体制図 
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会議等開催経過 

●あすまち会議こおりやま 2019 

 ①設 置 目 的：2019年度で終期を迎える本市の人口ビジョン・総合戦略の改訂に当たり、現

行総合戦略の内部評価・検証結果及びまち・ひと・しごと各分野の将来像に

ついて、市民からの意見を集約するために開催。 

 ②参 加 者：無作為抽出した 18歳以上の市民から無作為抽出された 5,000名の中から参加

意向をいただいた市民 214人。 

 ③会議開催概要： 

開催日 主な内容 

2019年 

8月 23日 

「現行総合戦略の評価・検証、まち・ひと・しごと創生の現状について」 
〇主な意見 

まち ひと しごと 

不便がなく住みやすい、交通
の便が良くなった、保育所が
充実した、観光資源が少な
い、空き店舗が増加した 等 

IoTやタブレットを使用した
教育が普及した、高齢者への
理解や見守りの場が充実し
た、子ども（若い人）が減っ
た、地域との結びつきが減っ
た 等 

産業が発展している、働き方
改革が進んだ、女性が働きや
すくなった、農業の担い手が
減った、企業の子育て支援が
不十分 等 

〇 

2019年 

8月 24日 

「まち・ひと・しごと創生の理想の姿（目指す姿）について」 
〇主な意見 

まち ひと しごと 

世代間交流ができる、地域コ
ミュニティが活性化して皆が
支えあえる、医療機関の充
実、グローバル化 等 

市民の幸福度向上、みんなが
生きがいを持てる、後期高齢
者が活躍できる、プログラミ
ング教育、グローバル人材の
育成 等 

場所や時間にとらわれない働
き方の普及、労働時間の短
縮、単純労働の RPA化、賃金
の上昇、介護人材の増加・質
の向上 等 

〇 

2019年 

8月 28日 

「まち・ひと・しごと創生の実現のためにそれぞれの立場でできること」 
〇主な意見 

 まち ひと しごと 

公 

駅前の開発、公共交通の値
下げ（無償化）、歩きたく
なるまちづくり 等 

様々な人（高齢者、障がい
者等）が活躍できる場の提
供、駅前の開発（人のにぎ
わいの回復） 等 

時間や場所にとらわれない
労働環境整備、観光施設の
整備、インターンシップ環
境の充実 等 

共 

郡山市の魅力向上に取り組
む団体の創設、カーシェア
リングで車の台数削減、公
共施設の積極的な活用 等 

空き家や廃校の活用（シェ
アハウス）、子育て相談教
室の開催、地域向け音楽イ
ベントの開催 等 

空き家や廃校の活用（オフ
ィス化）、働く場の創出
（起業等）、小中学生向け
の職業紹介イベントの実施 
等 

私 

SNSで郡山市の魅力発信、
公共交通の活用、地域のイ
ベントに積極的に参加 等 

ボランティアや地域活動に
積極的に参加する、地域の
コミュニティに気軽に入れ
る雰囲気作り 等 

コンピューターリテラシー
を向上させる、郡山市のお
店で買い物をする 等 

〇 
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●2019年度郡山市まち・ひと・しごと創生総合戦略有識者懇談会 

 ①設 置 目 的：2019年度で終期を迎える本市の人口ビジョン・総合戦略の改訂に当たり、専

門的見地から広く意見をいただき、産官学金労言士など、様々な立場による地

方創生に向けた意見交換のため実施。 

 ②構成員名 簿：14名 

分野 氏 名 所属団体及び役職等 

産 山 口  哲 蔵 郡山商工会議所 副会頭 

橋 本  剛 一 福島さくら農業協同組合 代表理事専務 

官 遠 藤  重 子 郡山市女性消防協力会 郡山地区会 会長 

学 

（研） 

堀 井  雅 史 学校法人日本大学工学部 教授 

中 岩   勝 
国立研究開発法人産業技術総合研究所 

福島再生可能エネルギー研究所 所長 

木 村  正 伸 国立研究開発法人国立環境研究所福島支部 支部長 

金 竹 内  誠 司 株式会社東邦銀行 専務取締役郡山営業部長 

労 
箭 内  孝 仁 

日本労働組合総連合会 

福島県連合会郡山地区連合会 事務局長 

言 荒 木  英 幸 株式会社福島民報社 取締役郡山本社代表 

菊 池  克 彦 福島民友新聞株式会社 取締役郡山総支社長 

士 稲 葉  裕 之 福島県弁護士会郡山支部 

古 川   寛 東北税理士会郡山支部 

斎 藤  恭 紀 気象予報士（郡山市防災アドバイザー） 

地 鈴 木  光 二 郡山市自治会連合会 会長 

※敬称略 
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 ③会議開催概要： 

開催日 主な内容 

2020年 
１月 29日 

本市人口ビジョン・総合戦略の改訂方針、現行総合戦略の評価・検証に対する意見

交換 

〇主な意見 

地方創生 

関連 

・子どもの学費や医療費を無料にするなど、子育て世代に魅力的

なまちづくりが必要 

・若い世代に対して、学びの環境づくりの推進、Ｕターンを促す

情報発信が重要 

・女性が活躍できる環境づくりが重要（フレックスタイム制の導

入、休暇の取得しやすい環境づくり、事業所内託児所の設置等が

効果的） 

・郡山市のブランド化、まちの顔である駅前の整備 

・若年層の経済状況の改善やシングルマザーへの対応が必要 

・専門的スキルをもった外国人や外資系企業にとって魅力的なま

ちづくりが必要（定住外国人の受け入れについて、治安面での課

題等を整理） 

・未来を担う子どもたちに向けて高度な内容を含む講演会等が必

要 

・あさかの学園大学について、学生による地域経済・社会への貢

献という観点が必要 

SDGs関連 

・SDGs 等、郡山市の取組の効果を実感できるよう分かりやすく

周知を図ることが必要 

・郡山市総合戦略にさらに「環境」という観点が必要 

・エネルギーの地産地消は、環境面と経済面での好循環が期待 

・分散型エネルギーは小さなコミュニティにおいても供給可能 

・「ゼロエミッション化」による環境配慮や「分散型エネルギ

ー」による安定供給の検討 

DX関連 

・DX について、障害時のバックアップ対策が必要 

・国際化のための環境整備として、全市的な Wi-Fi環境の充実が

重要 

気候変動・ 

災害対応 

関連 

・災害対策について、市ができるハード面の対策はないか再検討

が必要 

・災害情報を市民がどのように具体的な避難行動につなげるか、

ルールやシナリオを提示 

・「ハザードマップを活用したまちづくり」という視点が今後は

重要 

・浸水地帯を市街化調整区域化、保険加入義務化、建物規制設定

等を検討 

・こおりやま広域圏を活かした地域間連携とともに、産官学等の

分野間連携も必要 

・避難所について、「TKB（トイレ・キッチン・ベッド）」は早急

に準備することが必要 

・台風 19号の経済的損失対策に加えて、早期のイメージ払しょ

くが必要 
〇 
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開催日 主な内容 

2020年 
2月 19日 

本市人口ビジョン・総合戦略(2020 改訂版)(案)、今後の地方創生の取り組みについ

ての意見交換 

〇主な意見 

地方創生 

関連 

・移住希望者向けに求人のワンストップ窓口の検討、短期宿泊施

設の整備が必要 

・農産物の生産量・種類の豊富さを内外に PRすることが必要 

・人づくりにあたり、市民が地域を知ること、子育て環境の現場

の声を聞くことが必要 

・企業の販路拡大・人材紹介のニーズに応えるため、官民連携が

重要 

・「音楽に関わる仕事づくり」など、魅力ある仕事づくりが人口

流入につながる 

・ふるさと納税制度は、魅力的産品の PR や市に関心をもっても

らう絶好の機会である 

SDGs関連 

・SDGs の目標に優先順位を付けた上で目標達成に取り組むこと

が重要 

・SDGs 未来都市として、市が率先して SDGs の方向性を示してほ

しい 

気候変動・ 

災害対応 

関連 

・総合戦略の施策の方向性・KPIについても、気候変動対策の記

述の充実が必要 

・会津地方で発生が予想される「キラーパルス」にも耐えうる

「地震に強いまちづくり」が必要 

・防災アプリといった防災情報への手軽なアクセス手段を構築し

てはどうか 

・一度浸水した地域には建築確認を出さないなど、規制を設ける

ことを検討してはどうか 

・国の災害対策予算を活用し、平成の大改修を上回る河川改修を

進めてはどうか 

・災害時に役立ったご近所同士の「近助」の仕組みづくりを行政

がサポートすることが必要 

教育関連 

・産業が高度化するなか、若者の学びの環境、働く場所の充実が

必要 

・学校教育の重要性は増しており、子どもの学びの環境整備が重

要 

・あさかの学園大学においても、子どもの教育に関する議論が必

要 

総合戦略 

推進 

・市民が地方創生の効果を実感できるよう、目標達成に力を注い

でほしい 

・６つの基本目標の中から市の重点目標を定めてもいいのではな

いか 

・気候変動対策を盛り込むのはいいが、市民に分かりやすい言葉

で置き換えることが必要 
〇 
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●郡山市民等の意見公募に関する手続き（パブリックコメント）【2019年度】 

 ①目 的：2019年で終期を迎えた現行郡山市人口ビジョン及び郡山市総合戦略の改訂に

あたり、各素案を公表し、これに対する市民等の皆さんの意見をいただき、

必要に応じて各素案の修正を行うために実施 

 ②意見募集期間：2020年 2月 14日（金）から 2020年 3月 13日（金）まで 

③素案の閲 覧：市ウェブサイト上に公開したほか、市役所政策開発部政策開発課、市政情報

センター、各行政センターでの閲覧・配布 

④実 施 結 果：郡山市総合戦略【2020改訂版】素案に対する意見 なし 
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●2023年度郡山市まち・ひと・しごと創生総合戦略有識者懇談会 

 ①設 置 目 的：郡山市総合戦略【2020改訂版】取組の令和４年度における取組及び、郡山市

総合戦略【2020改訂版】の改訂にあたり、専門的見地から広く意見をいただ

き、産官学金労言士など、様々な立場による地方創生に向けた意見交換のため

実施。 

 ②構成員名 簿：14名 

分野 氏 名 所属団体及び役職等 

産 山 口  哲 蔵 郡山商工会議所 副会頭 

栁 沼  智 福島さくら農業協同組合 代表理事専務 

官 
鹿 野  昌 弘  

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

福島再生可能エネルギー研究所 所長 

松 田  和 久 国立研究開発法人国立環境研究所福島支部 支部長 

学 上 田  清 志 学校法人日本大学工学部 教授 

金 目 黒  寛 己 株式会社東邦銀行 常務執行役員郡山営業部長 

労 
渡 邉  孝 男 

日本労働組合総連合会 

福島県連合会郡山地区連合会 事務局長 

言 鞍 田  炎 株式会社福島民報社 常務取締役郡山本社代表 

尾 崎  和 典 株式会社福島中央テレビ 代表取締役社長 

士 門 脇  真 福島県弁護士会郡山支部 

古 川   寛 東北税理士会郡山支部 副支部長 

斎 藤  恭 紀 気象予報士（郡山市防災アドバイザー） 

地 松 﨑  昭 郡山市自治会連合会 副会長 

鈴 木  陽 子 NPO法人子育て支援コミュニティプチママン 副理事長 

※敬称略 
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 ③会議開催概要： 

開催日 主な内容 

2023年 
9月 13日 

郡山市総合戦略【2020 改訂版】の令和 4（2022）年度における取組に対する意見交

換 

〇主な意見 

基本目標１ 

DXに対応し

た生産性の

向上と魅力

ある雇用環

境の創出 

・「農業の構造改革による成長産業化」について郡山市と農工商

が連携して取り組んでいくことが必要である。 

・地元企業と若者とのマッチングを進めていくことが必要であ

る。 

・オンライン面接等の DXがコロナ禍においての就職内定率維持

に貢献していることから就職支援での DX が示せると考える。 

・少子高齢化とともに、就職先の選択肢の少なさで市民が東京流

出してしまうことを抑えるために、DXを活用した地元企業の発

信と魅力ある雇用環境の創出が必要である。 

基本目標２ 

地域の魅力

発信と「関

係人口」の

創出 

・若者の東京圏進出について、より多くの若者の声を聴き、各企

業とも連携し、SNSを用いて広く就業機会を提供する必要があ

る。 

・都会に出たものが地元での生活や魅力ある仕事等の再発見で U

ターン化が促進されるのが望ましい。 

基本目標３ 

切れ目無い

子育て支援

と女性・子

育て世代の

活躍推進 

・社会における女性活躍推進のため、子育てや育パパサポートの

関連事業をさらに増やすことが必要と考える。 

・「ベビーファースト宣言」の中身をもっと PRする必要がある。 

・女性が働きやすい産業構造をしっかり作る必要がある。 

基本目標４ 

住民・企業

が集う気候

変動対応型

まちづくり

の推進 

・「気候変動対応」は残された時間が減少しており、更なる取組

の強化が必要である。 

・独自の浸水のマップの作製耐震診断士派遣事業の拡充災害弱者

の個別避難計画の作成の迅速化が必要である。 

・大規模な災害発生時に備え、非常事態性のさらなる強化、民間

提案を活かした PPPによる持続可能な公共社会基盤整備の推進強

化を継続する必要がある。 

基本目標５ 

あらゆる世

代が居場所

と役割を持

ち生きいき

と暮らせる

まちづくり 

・高齢者が社会とつながる場所や機会を提供し続け、体だけでな

く頭の健康維持促進も重要であると考えるため、スポーツや屋外

イベントだけではなく屋内での頭を使うイベント施策も必要であ

る。 

・目標に対して遅延している横目が多くなっているが、増加傾向

が続いている項目が多いため、各取組について引き続き継続して

取り組んでいただきたい。 

基本目標６ 

教育の質の

向上とだれ

もが楽しく

学べる環境

づくり 

・生成 AIの学習支援への応用が期待されており、その観点での

取組と評価が必要である。 

・ICT 利活用の環境を整備する必要があり、学校教育においては

教員自身に対する ICT教育の充実も必要である。 

〇 
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